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平成3年度国立環境研究所地球環境研究年報  

の発刊に当たって   

本研究所は，我が国の環境研究の中心的役割を果たすために，昭和49年に環境  

庁の付属機関「国立公害研究所」として設立され，大気，水，土壌，生物など人間  

を取り巻く環境保全のための研究を行ってきました。しかしながら人間活動の影響  

が，地域的な環境のみならず，地球的規模に拡大されるにつれ，従来には考えられ  

なかった新たな環境問題に対応することが求められるようになり，これらに本格的  

に取り組むため，平成2年7月当研究所は「国立環境研究所」に名称変更をすると  

ともに，地球環境研究グループの設置をはじめとする大幅な組織の衣替えをし現在  

に至っています。   

当研究所における地球環境研究は，組織変更以前には特別研究として実施してき  

ましたが，平成2年度環境庁に，地球環境研究総合推進費が創設されたことと連動  

し，地球環境研究の各分野ごとにプロジ云クトチームを構成し，その現象の解明，  

影響の予測，対策などについて研究を進めています。また同年10月には地球環境  

研究センターが設置され，分野別に行われている研究の総合化に関する研究を担当  

しています。   

当研究所における地球環境研究の成果につきましては，昨年より「地球環境研究  

年報」として公表してまいりました。地球環境問題は，これまでの環境問題と比べ，  

対象が巨大かつ広範なものであり，その成果の取りまとめについても，必ずしも分  

かりやすい形になっていない面も多いと思われます。十分でない点につきましては  

今後いっそう改善を加えて行きたいと考えておりますので，関係者のご叱正を頂け  

れば幸いに存じます。  

平成4年8月  

国立環境研究所   

■所 長 市 川 惇 信   
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1．概  況  

国立環境研究所においては，平成2年度における研究所改組に伴って地球環境研究グループが  

発足し，同時にこの年から環境庁において「地球環境研究総合推進費」予算が発足することとな  

り，当研究所での「地球環境研究」が本格的に開始されるところとなった。   

当研究所における地球環境研究は，必ずしも環境庁・「地球環境研究総合推進費」のみならず，  

科学技術庁・「科学技術振興調整費」・「漸羊開発及び地球科学技術調査研究促進費」，文部省・  

「科学研究費」等によっても一部研究が行われているが，本年報においてはその中心である「地  

球環境研究総合推進費」による研究について取りまとめて報告する。   

地球環境研究総合推進費による課題峠   

（1）課題研究   

（2）総合化研究   

（3）課題検討調査研究  

の3つのカテゴリーに区分されているが，これらの内の「課題研究」は地球環境研究の大部分を  

占める個別要素にかかわる研究であり，「課題検討調査研究」は蝶則として翌年度から課題研究  

を立ち上げたり，見直しを行ったりするためのフィージビリテイ・スタディである。当研究所で  

担当しているこれらの研究課題は8研究分野，合わせて約40課題にわたっており，地球環境研  

究グループだけでなく，基盤研究部の多くの研究者がかかわって研究を推進している。．これに対  

して「総合化研究」は，課題別研究の総合化，研究分野の横断化を行うためのもので，平成2年  

度に同じく発足した地球環境研究センターが中心となって研究を推進している。  

各研究課題は，平成2年皮より開始されたものもあれば，3年鹿に新たに開始されたものもあ  

る。したがって，本報告書の内容は平成3年度中に得られた知見を中心に，各研究プロジェクト  

チーム（各研究分野に対応）ごとに研究成果及び研究の進捗状況をまとめたものである。   

各分野ごとの平成3年度の主要な成果及び進捗状況について要約を以下に述べる。行われた研  

究の全体及び詳細は，各プロジェクトごとの本文を参照願いたい。   

オゾン層研究では，ピナツボ火Lltエアロゾル及びオゾン層の動態把握と変動機構の解明，地上  

衛星間長光路吸収観測におけるドップラーシフトの利用手法の開発，衛星搭載レーザーレーダー  

の意義に関する調査，代替フロンがオゾン層に及ぼす影響に関するチャンバー実験，一次元モデ  

ルなどの改良，紫外線が人体や細胞に及ぼす影響とメタロチオネインの防御効果の解明，可視光  

の存在下における紫外線の植物影響の解明，代替フロンとOHラジカルの反応速度定数の決定，  

フロンなど対策技術の評価のための環境挙動推定モデルの作成などを行った。   

地球の温暖化現象解明研究では，メタンなどの温室効果気体の大気中寿命，すなわち大気中で  

の除去過程の中心的役割を果たしているOHラジカルの濃度を支配する大気中CO収支の決定に  

不可欠である植物起源炭化水素の光酸化反応機構とその中でのCO収率を，光化学チャンバーを  

用いた大気モデル実験により明らかにした。今回求めたイソプレンからのCO生成量と先に研究  

所において求められたテルペンからのCO生成量を合わせると233×101Z正／年となった。これに  

よりCO収支の評価が大幅に改善された。   

地球の温暖化影響・対策研究では，温暖化対策に関しては，まず，アジア太平洋地域からの温  

室効果ガスの排出量を予測し，削減策を評価するために，インドネシア温室効果ガス排出モデル  
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を構築した。また，温室効果ガス削減に有効な技術について，意識調査の結果や産業連関表を用  

いて技術導入に伴う削減効果を定量的に推定した。温暖化影響については，まず，温暖化が我が  

国の植生分布に及ぼす影響について，メッシュデータを用いて植生の北方へのシフトの可能性を  

予測した。また，健康への影響については中国雲両省での現地調査などにより気象の変化による  

マラリア分布の変化の可能性を分析した。   

慣性雨研究では，国際大気化学研究計画（lGAC）の→環として大気汚染物質の世界的な3大  

排出地域の1つである東アジア地域の大陸性気塊が太平洋上の対流圏大気に与える影響評価を目  

的とする航空機調査（PEACAMPOTプログラム）を計画し，温暖化現象解明研究チーム，国  

大学，地方公害試験研究機胤 韓臥 中国の研究者との共同観測を行った。1991年10月に東シ  

ナ海，黄海，日本海上空での航空機観測を行うと同時に，地＿上．測定局でも，酸性雨前駆体ガス，  

雨水戌軋 エアロゾルの観測を行い，総合的なデータの解析を進めている。   

海洋研究では，地球環境モニタリングとして行われている日韓フェリーの柏物プランクトンク  

ロロフィルの連続計測データの解析から初夏のブルーミング（増殖），盛夏の栄養塩枯渇．秋季  

のブルーミングなど，顕著な海洋環境変動が見いだされた。   

熱帯林研究では，平成3年8月以降，専門分野を異にする国立環境研究所の7名の研究者が数  

回に渡ってマレーシア国半島部に分布する熱帯林に行き調査を行った。熱帯林を構成する熱帯樹  

種の光合成速度は，温帯樹種のそれと比較して，決して高いものではないことが判明した。また，  

熱帯林再生のキーファクターである種子．実生苗の存在に関しては，生育場所の環境条件のみな  

らず小型ほ乳類や昆虫による食害の影響が大きく，食害によってほとんどの個体が消滅する結果  

が得られた。さらに，雲や雨のために，熱帯降雨林での積算日射量は温帯におけるそれと大差な  

い結果が得られている。   

野生生物種研究では，マレーシア半島部の熱帯林において研究を行うことを決めた。本年度は，  
マレーシア側の共同研究機関としてマレーシア森林研究所，マレー大学，マレーシア国立大学を  

選び，共同研究の折衝を行った。研究調査地点はクアラルンプールの東方約15kmに位置する  

ウルランガット地区に決定じ，調査を開始した。この地域では，森林タイプと野生生物種の多様  

性の関連を研究する。また，平地林と野生生物群集を比較するために，バソ林（クアラルンプー  

ルの南東約70km）にも調査区を設けた。   

砂漠化研究では，砂漠化に伴う環境影響予測に関する研究を本格的に立ち上げるための準備を  

行った。前年度に引き続き砂漠化の影響研究をどのように進めるべきかを国内の有識者からなる  

委員会を設け，検討を重ねた。さらに，シンポジウムを開催し，報告書を作成した。このように  

して収集した知見に基づいて，平成3年11月にインドの砂漠化危険地帯の調査地選定と相手方  

研究機関の共同研究の可能性を打診するために研究所から3名，日本野生生物研究所から1名の  

研究者が現地に行った。その結果，インド西部のジョドプール周辺に分布するタール砂漠を研究  

対象として精力的に研究を行っている中央乾燥地研究所（CAZRI）と共同研究を行えることが明  

らかになった。   

衛星観測研究では，地上衛星間のレーザー長光路吸収測定法による大気微量成分の計測手法の  

開発，衛星搭載レーザーレーダーによる大気環境評価手法に関する研究，次世代の衛星搭載大気  

センサーの基礎的研究のほか，地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）に搭載される大  

気センサー（ILAS，RIS）のデータ処理アルゴリズムの研究，データ処理・運用システムの開発  

にかかわる研究を実施した。  
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なお．平成3年度地球環境研究総合推進費により国立環境研究所において行われた研究課題は  

以下のとおりである。これらの内☆「t】を付した課題は平成3年度からの新規課題，他は平成2年  

度から発足した継続課題の研究である。  

（1）課題別研究  

オゾン層  

・オゾン層の時間的・空間的変動の動態解明に関する研究   

オゾン層観測データ等を用いたオゾン層変動の総合的解曙‖二関する研究  

・新型レーザーレーダー計測技術の開発に閲する研究   

衛星利用レーザー長光路吸収計測技術の開発に関する研究（分光計測法の開発）  

・成層圏オゾン層の物理的・化学的変動機構の解明とオゾン層変動の予測に関する研究  

オゾン層破壊に関与する光化学反応の解明に関する研究   

成層圏オゾン層の物理的変動機構の解明とモデル予測の高度化に関する研究  

・紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研究   

紫外線による免疫機能等生体防御機儲の低下に関する研究（党がんリスクの促進影響）  

・紫外線の増加が植物に及ぼす影響に関する研究  

紫外線の植物への影響の作用機構に関する研究  

・フロン等代替物質の開発と環境影響評価に関する研究  

フロン等代替物質の開発及び環境影響評価に関する研究（フロン等代替物質の対流圏分解物  

質の環境影響評価に関する研究）  

☆フロン等対策技術め総合評価に関する研究  

フロン等対策技術の環境影響評価に関する研究  

地球の温暖化  

・温室効果気体等の親戚・濃度の時間的・空間的変動の動態解明に関する研究   

反応性温室効果気体（メタン・NMHC等）の動態解明に関する研究  

・メタン・亜酸化窒素の放出源及びその放出量の解明に関する研究   

バイオマス燃焼による放出量の解明に関する研究   

閉鎖性水域からの放出量の解明に関する研究  

・温室効果気体等の大気化学反応過程の解明に関する研究   

温暖化関連気体の大気中での光化学反応機構の解明に関する研究   

温暖化関連気体の大気中での反応速度の測定に関する研究  

・海洋における炭素の循環と固定に関する研究   

海洋プランクトンによる炭酸ガスl司走能力に関する研究   

海洋沈降粒子による炭素の沈降ブラックスに関する研究  

・陸上壬！二態系における炭窯循環機構の解明に関する研究  

自然陸域±l三態系における炭素循環系の定量的解析に関する研究  

☆シベリア凍土地帯における温暖化フィードバックの評価に関する研究  

メタン濃度の測定と放出量の評価に関する研究  

大気中二酸化炭素濃度の測定及びフラックスの測定に関する研究  

☆気候モデルによる気候変動評価に関する研究  

気候変動予測モデルの開発・改良に関する研究  

気候変化に係わる雲の大気物理過程の解明に関する研究  
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・地球の温暖化が植物に及ぼす影響の解明に関する研究  

自然植生の分布への影響の解明及び予測に関する研究  

・地球温暖化による都市環境の影響評価及び対策に関する研究  

都市環境への影響の評価システムの開発と結合評価に関する研究  

・地球温噴化による人類の生存環境と環境リスクに関する研究   

熱波・熱ストレスの健康影響に関する研究（個人影響（個人の生理学的影響）に関する研究）   

☆動物妹介性感染症の拡大予測に関する研究  

・地球温暖化対策技術の評価及び評価方法の開発に関する研究  

民生・生活関連分野の温室効果ガスアナリシス．対策技術探索，個別技術評価に関する研究   

（二酸化炭素の発生アナリシスと対策技術探索，評価に関する研究）  

☆アジア太平洋地掛三おける温暖化対策分析モデル（AIM）の構築に関する研究  

アジア太平洋地域における温室効果ガス排出・吸収モデルの構築に関する研究  

アジア太平洋地域における温暖化の影響評価モデルの構築に関する研究  

アジア太平洋地域における社会発展等の基本シナリオの設定に関する研究  

☆家庭等における二酸化炭素排出抑制システムに関する研究   

家庭等における二酸化炭素抑制システムのための建造物の断熱構造化の普及促進に関する研  

家庭等における二酸化炭素抑制システムのための太陽エネルギーの利用促進に関する研究   

家庭等における二酸化炭素抑制システムの導入に関する研究（家庭等におけるエネルギー消  

費が都市環境に及ぼす影響とエネルギー消費の推移に関する研究）  

☆電気自動車の普及促進による二酸化炭素排出抑制交通システムヘの転換に関する研究  

電気自動車の普及阻害要因の分析  

地域導入システムの総合評価と電気自動車の普及に資するモデル車両の設計  

墜堕垣  

・東アジアにおける酸性・酸化性物質の動態解明に関する研究   

酸性・酸化性物質等の動態解明のための地上観測に関する研究（酸性・酸化性物質等の動態   

解明のための地上観測に関する研究）  

未了ジアにおける大気動態解明のための航空機等を用いた観測に関する研究（航空機観測の  

ための酸化性物質の高感蔭計測システムの開発及び汚染物質輸送，変質等の解析に関する研  

究）  

・植物に与える酸性及び酸化性物質の影響に関する研究  

自然植物系における酸性及び酸化怪物質の影響に関する研究  

・酸性降下物の陸水・土壌への影響機構に関する研究  

員本における集水域の酸性化予測と陸水・土壌生態系への影響に関する研究  

地質・土壌の酸性雨に対する水文・地質学的応答特性に関する研究  

☆束アジアにおける酸性・酸化性物質の制御対策とその評価に関する研究   

東アジアにおける酸性雨原因物質の排出量及び発生量分布の将来予測に関する研究  

東アジアにおける酸性雨原因物質の排出抑制技術とその評価に関する研究  

海洋汚染  

・大陸棚海域循環過程における沿岸一外洋の物質フラヅクスに関する研究  

海洋物質循環の変動機構に関する研究  
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☆海洋物質循環の長期変動に関する研究（海底堆積物の化学組成を用いた長期海洋環境の変動  

に関する研究）  

・海洋汚染物質の海洋生態系への取り込み及び循環に関する研究   

漸羊プランクトンの海洋汚染物質の取り込み及び循環に関する研究   

☆イカ類肝臓の蓄積物至削二よる全海洋環境監視計画に関する研究（肝臓中蓄積物質の検索に関  

する研究）  

・衛星可視域データのグローバルマッピングによる広域環境変動に関する研究   

衛星可視域データによる広域海洋環境の指標化に関する研究  

型萱埜  

・熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究  

」熱帯林±】三態系における野生生物種の多様性に関する研究   

動植物棟の生活史及び相互関係の多様性に関する研究  

・熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究  

植物群落の徴気象改変作用に関する研究  

植物群落及び土壌生物の土壌環境形成に関する研究  

☆熱帯林生態系の修復に関する研究  

自然更新機能の解析に関する研究  

☆NOAA AVNHRR（LAC）画像デp夕を用いた東南アジ7地域の植生指数凶及び植生分布剛乍  

成手法に関する研究  

野生生物  

☆森林破壊が野生壬】三物種の減少に及ぼす影響の機構に関する研究  

竺竺些  

☆ペルシャ湾岸の瞭油汚染等が地球環胤二及ぼす影響の評価に関する研究  

油井火災などの大気環境に及ぼす影響の評価に関する研究（油田火災に伴う大気汚染が周辺  

． 地域に及ぼす影響の評価に関する研究）  

原油流出等が海洋環境に及ぼす影響の評価（ペルシャ湾岸の海水流動解析に関する研究）  

（2）総合化研究  

・持続的発展のための世界モデルに関する研究  

☆地球環境保全のための社会経済システムのあり方に関する国際比較研究  

（3）課題検討調査朝究  

・乾燥地・半乾燥地の砂漠化に伴う環境影響予測に関する予備的研究  

☆環境勘定体系の確立に関する予備的研究  

自然資源勘定体系の確立及びその様沼的価値づけに関する予備的研究  

☆火山噴火がオゾン層に及ぼす影響に関する予備的研究  

☆衛星搭載大気センサーデータの検証及び国際共同利用に関する予備的研究  

☆開発途上国における地球環境保全対策の社会経済影響の評価に関する予備的研究  
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2．地球環境研究総合推進費による研究  

2．1オゾン層の破頓に関する研究  

〔研究組織〕地球環境研究グループ  
統括研究官  

オゾン層研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  
衛星観測研究チー㍉ム  

化学環境部  

計測技術研究室  
環境健康劇  

病態機構研究室  
大気圏環境部  

部 長  

大気物理研究室  
大気反応研究室  

高層大気研究室  
大気動態研究室  

生物圏環境部  
環境植物研究室  
環境微生物研究室  

地域環境研究グループ  

上席研究官  

秋元 肇  
○中根英昭・林田佐智子  

坂東 博  
笹野泰弘・杉本伸夫・横田達也  

古田直紀  

遠山千春・藤巻秀和・青木康展  

鷲田仲明  
光本茂記・花崎秀史  

今村隆史・三好 明  

鈴木 陸  

井上 元・泉 克幸・松井一郎・湊  涼  

大政謙次・晴水英幸  

渡辺 信・佐竹 潔  

三浦 卓  

有害廃棄物対策研究チーム 中杉修身  

新生生物評価研究チーム  近藤矩朗  
環境統計手法研究官  松本孝雄  

客月研究月 36名   

〔研究概要〕   

フロンガス（クロロフルオロカーボン；CFC）は非常に安定な化合物であり，無臭，不燃など  

の数々の特長を持っているため，スプレー製品，冷媒，洗浄剤，発泡剤などに幅広く使用されて  

いる。安定であるために，対流圏（地上約15kmまでの大気）中では分解せずに成層圏（地上  

約15－50kmの大気）に達し，紫外線によって分解されて塩素麻子を放出し，この塩素原子が  

連鎖反応的に成層圏オゾンを破壊する。フロンのほか，消火剤に含まれるハロンから放出される  

臭紫原子もオゾン層を破壊することで知られているが，このほか，四塩化炭素，メチルクロロホ  

ルム等も問題となっている。   

フロン等によるオゾン層破壊は1970年代から警告されていたが，南極オゾンホールという予  

測をはるかに上回る深刻な事態として人類の前に姿を現した。また，中緯度においても冬季には，  

モデル予測を上回るオゾンの減少トレンドが検出されているが．その原因は解明されていない。  
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したがって，今後フロン等によるオゾン層破壊がどの程度まで進行し，人の健康や生態系にどの  

程度の被害を与えるのかについては，定量的に把握されているわけではない。また，特定フロン  

等の全廃を実現するための代替フロンの開発が急務であるが，そのためには代替フロンの環境影  

響評価手法の確立が必要である。   

このような状況においてオゾン層破壊の研究にまず求められるものは，現実のオゾン層の変動  

を詳細に把握し，変動機構を解明することであり，それと同時にオゾン層の正確な将来予測に必  

要な諸過程に関する理論的，実験的研究と，それに基づいたモデル予測の高度化を行うことであ  

る。また，オゾン層の破壊によってもたらされる紫外線（UV－B）の増大が，人の健康や生物及  

び生態系に及ぼす影響を定量的に把捉することが必要である。   

本研究では，上に述べた研究に対する要請を踏まえ，オゾン層の計測及び動態解明，オゾン層  

の変動機構，将来予測手法，オゾン層破壊の健康影響評価，植物影響評帆代替フロンの環境影  

響評価，フロン等対策技術の環境影響評価に関する研究を行う。  

課題1 オゾン層の時間的・空間的変動の動態解明に関する研究  

・オゾン層観測データ等を用いたオゾン層変動の総合的解明に関する研究   

成層圏オゾンのレーザーレーダー観測手法及び観測データの解析手法の高度化を行うと共に，  

衛星データとの比軋 レーザーレーダー以外のオゾン層測定手法との同時観測を含めたオゾン層  

変動の解明のための総合的観測の実施等を通して，オゾン層変動の動態を明らかにする。さらに，  

オゾン濃度鉛直分布データの解析等を通じて，オゾン層の長期変動の把握等を行う。  

課題2 新型レーザーレーダー計測技術の開発に関する研究  

（1）衛星利用レーザー長光路吸収計測技術の開発に関する研究   

分光計測法の開発：オゾン層破壊の実態把握のためには，オゾン及びオゾン層破壊に関連する  

種々の分子を高感度・高精度で測定する必要があるが，衛星利用レーザー長光路吸収法はそのた  

めの重要な技術の一つである。衛星利用レーザー長光路吸収計測技術の確立のためには，測定対  

象分子ごとの最適な分光測定手法の選汎 有望なレーザー光源についての特性の評価と最適な  

レーザー光源の選定，測定データから大気微量分子の高度分布と気柱全量を求めるためのアルゴ  

リズムの開発か必要である。このために，既存の赤外レーザーを用いた分光測定実験とレーザー  

波長特性調査を行うと共に，測定に必要な高精度のレーザー波長掃引機構の開発，信号検出・処  

理装置の検札 データ解析手法の開発を行い，衛星利用長光路吸収測定の基礎技術を確立する。  

（2）衛星搭載レーザーレーダーによる地球大気環境の評価に関する研究   

成層圏オゾン層破壊，地球温暖化等に関係する地球規模大気環境の評価のための衛星搭載レー  

ザーレーダーの開発に係る基礎的研究として，衛星搭載レーザーレーダーによる地球大気環境評  

価の具体的目標（日軋目標性能）の設定に係る検討，開発すべき機器使用の検討のためのシミュ  

レーション，地球大気環境評価のためのデータ利用方法に関する調査を行う。掛こ，成層圏オゾ  

ン層の破頓に関係する極成層圏雲，並びに地球温暖化現象と密接に関係する雲の広域分布計測に  

関する調査に重点を置く。  

課題3 成層圏オゾン層の物理的・化学的変動機構の解明とオゾン層変動の予測に関する研究  

（ユ）オゾン層破壊に関与する光化学反応の解明に関する研究  
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光化学反応の実験的解明：数値モデルに組み込む多くの光化学反応の中には，反応機構や反応  

速度係数について十分解明されていないものがある。特に，ラジカル反応については多くの反応  

速度係数が未決定である。本研究では，物理化学的手法による反応機構，反応速度係数に関する  

研究と光化学チャンバーによるオゾン層破壊反応の実験的シミュレーションを組み合わせ，オゾ  

ン層破壊反応の解明を行う。さらに，フロン，ハロン，代替フロンのオゾン破壊能を決定するた  

めの実験を行う。   

光化学反応のモデル化：光化学チャンバー内で行うオゾン層破壊のシミュレーション実験の結  

果をモデル計算と比較検討することにより，光化学反応機構に関する知見が得られ，光化学反応  

モデルを改良することが可能になる。本研究では，オゾン層破壊のモデル計算に必要な光化学反  

応モデルを開発すると共に，エアロゾルの表面における不均一反応を組み込む手法について検討  

を行う。   

（2）成層圏オゾン層の物理的変動機構の解明とモデル予測の高度化に関する研究   

気相光化学反応放射，拡散過程を含む一次元モデルを開発し，種々のフロン等規制シナリオ，  

代替シナリオに基づくオゾン層の将来予測を行うと共に，オゾンレーザーレーダー等によって観  

測されるオゾン濃度の変動機構の解明を行う。さらに，オゾンホールに関連して重要な力学過程  

である，極渦崩壊過程の数値シミュレーション手法の高度化を行う。  

課題4 紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研究  

・紫外線による免疫機能等生体防御機能の低下に関する研究   

発がんリスクの促進影響：紫外扁軋特にUV－Bの増加による免疫系などの生体防御機能の低  

下機構を，実験動物や培養細胞に紫外線を照射し，紫外線量と発がんの量一反応関係，免疫担当  

細胞への影響，がん関連遺伝子と生体防御タンパク質の発現への影響等を検討することにより明  

らかにし，紫外線による発がんリスクの促進影響を評価する。さらには，紫外線による発がんに  

対する発がんプロモーターの影響について検討し，紫外線による発がんリスクの促進影響につい  

て評価を行う。  

課題5 紫外線の増加が植物に及ぼす影響に関する研究  

・紫外線の植物への影響の作用機構に関する研究   

オゾン層破壊により増加する紫外線UVBによる，植物の成長，増殖の阻害作用機構を明ら  

かにするために，290－320nmの紫外線について，高等植物の成長阻害の作用スペクトルを明ら  

かにすると共に，紫外線受容物質の推定，UV－Bの活性酸素防御系酵素に与える影響，可視光に  

ょる回復，種々の植物種，環境条件における紫外線の影響の比軌可視障害の画像診断法の検討  

を行い，紫外線の植物への影響の作用機構を解明する。また，微細藻類の増殖・光合成に及ぼす  

紫外線の影響の藻類種間差について検討する。さらに，環境条件と紫外線吸収物質含有量及び紫  

外線感受性との関係を比較し，植物の紫外線防御機構を推定する。  

課題6 フロン等代替物質の開発と環境影響評価に関する研究  

・フロン等代替物質の開発及び環境影響評価に関する研究   
フロン等代替物質の対流圏分解物質の環境影響評価に関する研究：物理化学的手法を用いて，   

フロン代替物質の大気バックグラウンドでの光分解・光化学反応速度を調べ，二次生成物の生成濃  
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度を推定する。また，成層圏における光分解速度を測定し，分解生成物の定量的関係を明らかに  

する。さらに，代替フロン及び二次生成物の環境濃度の推定を行い，その生体影響を評価する。  

課題7 フロン等対策技術の評価に関する研究  

・フロン等対策技術の環境影響評価に関する研究   

フロン等対策による多様な環境影響を総合的に予測・評価するために，フロン等対策技術の実  

施が人の健康や生態系等に及ぼす影響の同定と定性的な評帆 走量的に評価するための環境挙動  

モデルの開発，化学物質の物理化学的性状のデータの整備等を行う。そして，これらの結果を用  

いて，フロン等対策技術の環境影響の定量的評価を試みる。  

〔研究成果〕   

それぞれの課題において研究計画に沿った研究成果が得られているが，ここではその一部につ  

いて紹介する。  

（1）オゾン層の総合的観測   

オゾン層の動態を把梶し，その変動機構を解明するためにはオゾン，エアロゾル等の成層圏微  

量物質ヤ気温等の気象要素を総合的に観測し，さらに仝球データを含めて解析することが必要で  

ある。この一連の研究は課題lと課題3（2）を通して行われているが，ごこでは第一段階であ  

るオゾン層の総合的観測に向けての研究について報告する。   

地上からの成層圏の総合的掛則については，国際的にも「成層園変化検出のためのネットワー  

ク（NDSC）」の構想の中で，レーザーレーダ｝，マイクロ波（ミリ波）分光計，赤外分光計，  

可視・紫外分光計を中心とした観測拠点の準備が進められているが，国内的にもこれらの測器に  

よる観測のポテンシャルが蓄積されてきており，オゾン層総合的観測に関する研究を本格的に立  

ち上げる時期がきている。また，1991年6月にはフィリピンのピナツポ火山が大噴火を起こし，  

その結果として今世紀最大量の成層圏エアロゾルが生成されている。このため，光学的原理に基  

づくオゾン層観測において各種の系統誤差が生じており，その評価が必要になっている。   

このような背景の下に，1991年12月，1992年1月，2月に，国立環境研究所，東北大学理  

学部，名古屋大学理学部によるレーザーレーダー，赤外ヘテロダイン分光計，ミリ波分光計によ  

る遠隔計測及び，国立環境研究所（12月），国立環境研究所・高層気象台（1札 2月）による  

オゾンゾンデ観測を行った。観測項月は，オゾン高度分布（レーザーレーダー，赤外ヘテロダイ  

ン，ミリ波，オゾンゾンデ），エアロゾル高度分布（レーザーレーダ「），気温（レーザーレーダー，  

オゾンゾンデ），風向・風速（オゾンゾンデ），メタン・N20高度分布（赤外ヘテロダイン分光計）  

である。   

観測結果の一部を図1に示す。異なった測器によるデータをつなぎ合わせることによって，地  

上から高度60km以上までのオゾン，気温の高度分布が得られている。エアロゾル層の中心は  

高度20km付近にあった。図に示したデータの他に，赤外ヘテロダイン分光計によるオゾン，  

メタン，N20の高度分布が高度約8－30kmにおいて得られている。大気球による観測を除けば，  

日本においてこのような成層圏における総合的な鉛直分布データが得られたことはこれまでに例  

がない。   

なお，レーザーレーダーによる成層岡オゾン観測においては，通常308nmの波長のレーザr  

光と351－355nmの波長のレーザー光を使用するが，ピナツポ火山起源エアロゾルのような大  
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圏1 オゾン層集中観測におけるオゾン，気温，エアロゾル高度分布観測の一例  

レーザーレーダー（ライダー）観測は国立環境研究所，ミリ波分光計観測は名古尿  

大学理学部．オゾンゾンデ観潮は国立環境研究所・高層気象台によって行われた。  

ミリ波分光計のオゾン数密度は41．6kmにおいてレーザーレーダーによって得ら  

れたオゾン数密度に規格化されている。  

量のエアロゾル存在‾Fではエアロゾルの散乱による系統誤差が大きくなる。この系統誤差は2波  

長の差が大きい程大きくなるが，国立環境研究所では，エアロゾルの影響の補正が可能なように  

308nm，351nmに加え，339nmのレーザー光を使用しているほか，1991年12月からはさらに  

313nmのレーザー光を導入した。図1には高度28kmまでは308－313nmの波長粗から得られ  

るオゾン高度分凧28km以上では308－351nmの波長粗から得られるオゾン高度分布を示した。  

ピナツポ火山起源エアロゾルの存在する高度においても，波長差の′」、さな308－313nmの波長  

粗から得られるオゾン高度分布とオゾンゾンデによって得られるオゾン高度分布の差は′」、さい。  

現在，エアロゾルによる系統誤差を補正する手法を開発しているが，本集中観測の結果は補正手  

法の検証のためにも使用する予定である。  

（2）衛星利用レーザー長光路吸収分光計測技術の開発   

本研究は，衛星にリトロリフレクターを搭載し地上から発射したレーザー光を反射させて地上  

で受信することにより，往復の光路中の大気微量分子の吸収スペクトルを計測する手法の開発を  
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目的とする。計測手法の概念を図2に示す。この手法は原理的に高精度の計測が期待され．また  

レーザーの選択により各種の分光手法が応用できる。本研究では技術的に信頼性が高く，多種類  

の大気微量分子の測定に利用できるパルス炭酸ガスレーザーを用いた分光測定手法の開発を行っ  

た。この手法では，人工衛星が高速で移動することによって生じる反射光のドップラーシフトを  

利用する。ドップラーシフトは地上局から見た衛星の位置に依存して変化するので，レーザー波  

長を掃引することなく吸収スペクトルを測定できる。匡13にモデル計算による大気の通過スペク  

トルとオゾンの測定に用いるレーザーラインの一・例を示す。回申に示す波数領域のオゾンの高分  

解の吸収スペクトルが測定され，その形状を解析することによってオゾンの高度分布が求められ  

る。炭酸ガスレーザーの基本波及び第2，第3高調波を用いて，オゾンのほかに，メタン，炭酸  

ガスなどの高度分布と．CFC12，HNO3，N20，COなどのカラム量が測定される。   

測定に用いる炭酸ガスレーザーには，波長帽が狭いこと，発振線をすばや〈切り替えられるこ  

とが要求される。また，高調波が高効率で発生できることが必要である。特に重要となる炭酸ガ  

スレーザーの高調波発生及びレーザー波長の制御に関する基礎技術について実験的な研究を実施  

検出器  
データ処理装置  

画  
モニター   

図2 衛星利用レーザー長光路吸収計測手法の概念  

－12－   



1  

0．9  

0．8  

0．7  

執 0・6  
買 0・5  

0．4  

0．3  

0．2  

0．1  

0  

996．8  996．9  997  

波数（cm‾1）   

図3 モデル大気の透過スペクトル（地上衛星間片道）とオゾンの測定に用い  

る炭酸ガスレーザーの発振線の一例  
反射光の波数はドップラーシフトにより，回申に示す領域で変化する。  

し，測定に必要な特性が達成できることを確認した。現実的なレーザー出力を仮定して，衛星か  

らの反射光の検出感度を評価した結果，レーザーの1ショットの測定で100以上の高い信号対  

雑音比が得られることが示された。   

一方，測定される吸収スペクトルから測定対象分子の高度分布を求めるためのデータ解析手法  

について，オゾンを例として最適なアルゴリズムの検討を行った。また，個々の測定対象分子の  

濃度測定の精度を具体的に評価するために，レーザーの送受信からデータ解析までの全ての過程  

を考慮したシミュレータープログラムを作成した。現在，これを用いた評価作業を進めている。  

今後，地上実験及びレーザーヘテロダイン分光計による大気スペクトルの実測データを用いて，  

吸収線パラメーターの校正と分光計測手法の検証を行う計画である。  

（3）紫外線による生体防御橙能の低下に対するメタロチオネインの防御効果に関する研究   

オゾン層の減少に伴う，生体に有害な紫外線（UV－B，310．280nm）量の増加により皮膚がん，  

白内障などの疾患が増加することが危惧されている。UV－Bの照射により，生体が本来備えてい  

る生体防御機能の低下が引き起こされることが知られているが，これはUV－Bによる皮膚がん  

の発症の機序の中で重要な位置を占めると考えられている。U＼トBの線量と皮膚がんのリスクの  

関係を予測するためには，UV－B線量と生体防御機能の低下の間の量一作用関係，障害作用の紫  

外線波長依存性（作用スペクトル），並びにUV－Bの障害作用の機構を明らかにすることが必須  

の課題である。また同時に，UV－B照射量の増加により生じた生体の障害を，生体防御機能を賦  

括化することにより回復させることを意図した研究も必要である。我々の研究においては，  

UV－Bにより引き起こされる免疫機能のかく乱，発がん遺伝子と発がん抑制遺伝子の発現調節の  

障害，並びにUV－Bの照射で発生する活性酸素による障害作用機構の検討を行っている。同時に，  

活性酸素に対する防御機能を活性化させることにより，UV－B照射により発生した活性酸素が原  

因と考えられる障害を軽減させる可能性の検討も行っている。  
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UV－B照射により発生する活性酸素に対する生体防御機構として，グルタチオン（GSH）等の  

役割が報告されているが，生体にとって極めて有害な活性酸素に対して生体は二重．三重の防御  

する機構を備えている。例えば，重金属暴露やストレスに応答して生体内で誘導生合成されるタ  

ンパク質であるメタロチオネイン（MT）はその十つであると考えられてしミる。そこで本年度は．  

MT，及びグルタチオンエステルのUV－B照射に対する防御効果を検討した。   

UVBをヘアレスマウスヘ照射すると，まず肉眼的に観察されたのは紅斑であった。さらに  

UV－B照射後，照射量に依存して炎症性浮腫によると考えられる皮膚組織重量の増加が観察され  
た。すなわち，無処置群の平均重量が0．23gに対して6kJ／m2照射群では0．30g，12J／m2照射  

群では0．42g照射量に依存して有意に増加していた。亜鉛の投与により，重量は0．30gと減少  

し，無処理群に比べてやや高いが，炎症の抑制効果が認められた。さらに，UV－B照射によりマ  

ウスの背部皮膚において非タンパク性SH基並びに総GSH及び還元型GSHの減少が認められた。  

他九 脂質過酸化の指標であるMDAは，照射量に依存して増加する傾向を示した。亜鉛投与に  

よりMTが増加している条件下，並びにグルタチオンエステル投与により組織中GSHレベルを  

保つ条件下においては，12kJ／m2の強度のUV－B照射の場合に観察されたMDAの顕著な増加は，  

有意に抑えられる傾向が判明した（図4）。皮膚組織中のMT濃度は無処理，及びUVB照射の  

マウスの間には有意な違いは認められないが，亜鉛投与後照射したヘアレスマウス皮膚でのMT  

レベルは7－8倍に増加しており，MTの合成が明確に認められた。以上の実験結果は，UV－B  

撃射によって発生することが知られている活性酸素の除去に，細胞中のSH基が関与しており，  

さらに皮膚で誘導されたMTがUV－B照射による影響を抑えることを示唆している。今後，  

UVB照射に対するMTの防御効果についてより詳細に検計を行うと共に，UVB月朋寸による発  

がんモデルにおけるMTの効果について検討する予定である。  
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図4 UV－B照射による脂質過酸化に対する亜鉛投与の防御効果  
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乙2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

〔研究組織〕地球環境研究グループ  

統括研究官  
温暖化現象解明研究チーム  

酸性雨研究チーム  
森林減少・砂漠化研究チーム  

化学環境部  

計測技術研究室  

動態化学研究室  

大気圏環境部  
部 長  

大気物理研究室  
大気反応研究室  

■高層大気研究室  

大気動態研究室  
水土壌国環境部  

、部 長  

生物圏環境部  
環境微生物研究室  

客員研究員10名∴共同研究員  

秋元 拝  
○坂東 博・横内陽子・酒巻史郎・野尻幸宏・  

竹中明夫  
村野健太郎・畠山史郎  
古川昭雄  

向井人史  
田中 敦   

常田伸明  
光本茂記・高薮 緑・花崎秀史   
今村隆史・三好 明   

沼口 敦  

井上 元・泉 克幸・内山政弘  

渡辺正孝  

高村典子  
4名  

〔研究概要〕   

人口増加と生活の高度化に伴うエネルギー消費の拡大により，人類の活動は地球環筆削こさまざ  

まの影響を与えている。なかでも地球の温暖化は最も重大な地球環項問題として広く社会の関心  

を集めている。温噴化の主要国として二酸化炭素の大気中濃度の増加が挙げられるが，メタン・  

亜酸化窒素十ハロカーボン類・対流圏オゾンといった大気微量成分の濃度も増加し掛ナているこ  

とが知られており，こ．れら物質の持つ温室効果が近い将来において二酸化炭素と同程度に温暖化  

に寄与する可能性も指摘されている。   

二酸化炭素とハロカーボン類の濃度増加の主原因が人為活動であることは明らかであるが，そ  

れ以外の温室効果気体に関しては，その発生源の把握も十分ではなく，大気中濃度増加の原因に  

ついては不明の部分が多い。また，濃度増加の原因の分かっている二酸化炭割こ関しても，現在  

の知見から推定される大気からの除去量と放出量とから計算される大気中残存屋は，現実に観測  

されている大気中濃度の増加量に比べて高い値となっており，その収支が明らかになっていない。  

このように，温暖化の原因である温室効果気体の動態－すなわち発生・輸送・変質・除去の過程  

－の把握という入り口の問題ですら未解明のままに温暖化の将来予測がなされているのが現状で  

ある。また，温室効果気体の動態把握・濃度変動の将来予測が可能になったとしても，それによ  

り引き起こされる気候変動を定量的に評価するためには，気候を支配している物理過程，たとえ  

ば放射伝達，雲の生成・消滅にかかわる物理過粗 大気一陸域．大気一海洋間相互作用等が定量  
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的に記述できなければならない。さらには，地球の温暖化が進行した場合に，温室効果気体の放  

出量の変化や，雪氷・雲量変化による地球のアルベドの変化といったフィードバック効果につい  

ても定量的な評価が必要である。地球温暖化現象の解明では，温室効果気体濃度の増加とそれに  

よる気候変動の発現機構について未解明のまま残されているこれらの問題に関して明らかにする  

ことが急務の課題である。   

当研究所では，環境庁の地球環境研究総合推進費における地球の温暖化現象解明分野において，  

以下に掲げる（1）－（5）の課題を平成2年度より開始し研究を行っている。また平成3年度  

より新たに（6），（7）の課題を開始した。本報告では，各研究課題の中で当研究所が行ってい  

る研究概要を以下に紹介し，〔研究成果〕において平成3年度の研究実施状況ならびに研究成果  

の一部を述べる。  

（1）温室効果気体等の組成・濃度の時間的・空間的変動の動態解明に関する研究   

温室効果気体には二酸化炭素やメタンのようにそれ自身が放射活性な気体（直接的温室効果気  

体）と，大気中の反応を通して直接的温室効果気体の生成・消滅に影響を与えることによって間  

接的に温室効果をもたらす気体（反応性温室効果気体）が存在する。メタンは直凛的温室効果気  

体でもあるが，非メタン炭化水素，一酸化炭素，窒素酸化物と共に大気中の一連の光化学反応に  

より大気中OHラジカル濃度を左右して他の直接的温室効果気体の寿命に影響を与え，また直接  

的温室効果気体の一つである対流圏オゾンの生成に影響する。また，有機硫黄化合物は大気中で  

の反応により硫酸を生成し，その硫酸はエアロゾルとなったり雲凝結核となって大気の温室効果  

に大きな影響を与える。1992年のIPCC補足報告書ではこれら反応性温室効果気体による間接的  

温室効果の重要性が指摘されながら，科学的知見の不足から定量的な評価は見送られることと  

なった。本研究では，このような反応性温室効果気体の大気中での時間的・空間的変動を明らか  

にすることを通して大気の光化学反応活性を見積もり，間接的温室効果の解明を目的とする。   

本年度は，前年度に検討した各種の反応性温室効果気体の測定方法と大気採取方法に基づき，  

以下の観測・研究を行った。  

・日本近傍のバックグラウンド地域における炭化水素類濃度の季節変動  

・西太平洋・日本周辺海域上空における炭化水素類・窒素酸化物の空間分布（航空機観測）  

・ジメチルサルファイドの大気中濃度とその変動  

（2）メタン・亜酸化窒素の放出源及びその放出量の解明に関する研究   

近年になって，世界のバックグラウンド地域におけるメタン・亜酸化窒素濃度の経年的な観測  

結果から，それらの大気中濃度は増加し続けており，その毎年の増加率が各々約1．0，0．3％で  

あることが明らかになってきている。しかし，それらの増加の原因となると，放出源の多様さ，  

個々の放出源ごとの不均一性による変動幅の大きさ等の複雑さから，一致した見解が得られるに  

至っていない。したがって，推進費における本研究課題では自然及び人為的過程で珪成するメタ  

ン及び亜酸化窒素の各種放冊原における発生メカニズムや動態，計測手法，放出変動及び放出源  

別の大気への放出量評価を明らかにすることを目的としている。   

メタン・亜酸化窒素の主要な放出源と考えられているものの内，当研究所においては次の放出  

源  
①森林火災や焼畑農業といったバイオマス燃焼過程  

②湿地・湖沼・内湾といった閉鎖性水域  
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からの発生機構の解明及び放出量評価を目的とするサブテーマを平成2年度より開始した。本年  

度は，以下の研究を行った。  

・燃焼炉実験による各種バイオマス燃焼排ガス中の気体成分の組成分析（サブテーマ①）  

・霞ヶ浦における湖水中メタン濃度の季節変動と変動要因の解明及び大気中へのメタン放出量  

の推定（サブテーマ（診）  

（3）温室効果気体等の大気化学反応過程の解明に関する研究   

大気中微量成分気体には二酸化炭素やメタンのようにそれ自身が放射活性な気体（直接的温室  

効果気体いわゆる温室効果気体）と，大気中の反応を適して直接的温室効果気体を生成したり，  

その大気中寿命に影響を与えることによって間接的に温室効果をもたらす気体（反応性温室効果  

気体）が存在する。大気中に放出された気体がどの程度温暖化に寄与するかはその気体の対流圏  

寿命や他の温室効果気体（例えば対流圏オゾン）の生成効率など大気中での化学反応に依存する。  

すなわち温暖化への寄与を見積もるには温室効果気体の大気中寿命にかかわる大気化学反応速度  

定数の正確な決定ヤ，反応性温室効果気体の生成に関わる大気反応の機構の解明と反応速度の正  

確な決定が不可欠である。以上のような観点から，本研究課題では2つのサブテーマ   

①大気中での光化学反応機構の解明  

（さ大気中での反応速度の測定  

の下に，本年度は以下の研究を行った。  

・自然起源炭化水素からの地球規模－・酸化炭素放出量の実験的推定（サブテーマ①）  

・代替フロン物質の大気光酸化反応分解生成物の同定と分解機構（サブテーマ①）  

・反応速度定数決克のための実験手法の高精度化・高感度化（サブテーマ②）  

（4）海洋における炭素の循環と固定に関する研究   

海洋と大気は海面を通した気体交換によって，およそ100×10】5gc／yの二酸化炭素をヤりと  

りしているが，吸収放出の差分としておよそ2－3×1015gc／yの二酸化炭素の正味の吸収が  

あるとされている。しかし，その直接的な証拠がないのが現状である。海洋が吸収している二酸  

化炭素の正味の量を明らかにすること，環境条件の変化で起こるであろうその吸収能の変化を見  

積もることが，今後続〈であろう二酸化炭素の人為的放出に対する海洋の応答として研究されな  

ければならない点である。   

当研究所においては，本研究課題で海洋における重要なプロセスの内   

①植物プランクトンの二酸化炭素聞定能とその環境因子依存性  

（む表層海水からの正味の炭素除去量とその深層海水中の分解過程  

の解明を目的とするサブテーマを平成2年度より開始した。本年度は特に以下の研究を行った。  

・窒素，リンの各制限因子のコントワールによる植物プランクトンの炭素固定実験  

（サブテーマ①）  

・海洋沈降粒子の化学形態，生成年代，陸起源物質の寄与解明のための化学分析手法の開発  

（サブテーマ（さ）  

（5）陸上生態系における炭素循環機構の解明に関する研究   

陸上生態系では，植物の光合成作用による大気中の二酸化炭素の固定のほか，植物自身による  

呼吸，植物遺体の微生物による分解などのプロセスによる二酸化炭素の再放出が営まれている。  
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炭素の蓄積量としても，出入りのフラックスの大きさとしても，陸上生態系は地球レベルの炭素  

循環系のなかで重要な位置を占めているが，残念ながら．その定量的な把握はいまだ不十分であ  

り，これまでに提出された見積もりはいずれも大きな不確定性を含むものである。   

陸上生態系が，大気中の二酸化炭素の上昇と，それに伴う気候の変化にどのように応答するの  

だろうか。また，その結果，二酸化炭素濃度と気候システムにどのようなフィードバック効果を  

及ぼし得るのだろうか。これらの閃いに正確に答えるためには，陸上生態系の炭素収支の現状を  

はじめ，多量の基礎データの地道な集積が必要である。   

本研究の目的は，陸上生態系の炭素収支の解明の一環として，日本の冷温苛に分布する森林に  

調査地を設けて，その地点の炭素収支の解析を行うことである。   

平成2年度には，おおよその調査地域の選定を行ったが，平成3年度には，調査区の設定・基  

礎的な植生調査・有機物の動きを測定するための諸器材及び環境測定機器の設置等を行い，適宜  

測定を開始した。平成4年度には，融雪直後から測定を開始し，年間を通しての炭素の動きを把  

握する予定である。  

（6）シベリア凍土地帯における温暖化フィードバックの評価に関する研究   

シベリア・アラスカ・カナダ・グリーンランドなどに存在する永久凍土地帯は地表の20－30  

％を占める。これらの地域では，厳しい環境にもかかわらず針葉樹林があり南部では農業も行  

われている。この森林や草原で固定された炭素は，小動物や腐敗細菌の活動が低いため，特に夏  

季に広く出現する湿原では腐敗せず，大量に蓄積され泥炭化する。このため，凍土地帯は二酸化  

炭素の大きな吸収源となっていると予想される。一方，シベリア中央部は近年温暖化により凍土  

氷解，地盤の軟弱化，倒木の増加を招いており，裸地化がさらに凍土の氷解を招いている。この  

ため，大量に蓄積された腐植が嫌気性細菌により分解され，メタンとして大量に大気中に放出さ  

れている可能性がある。また，凍土深層部にあるメタンハイドレイドの氷解によるメタン発生の  

可能性も指摘されており，実際露出している氷の中に大量のメタンが含まれているという報告も  

ある。   

したがって，これらの地域が温暖化に対する効果・温暖化のフィードバック効果で果たす役割  

は大きいと予想され，それらの定量的な評価を行うことは重要である。このような観点から，平  

成3年度より本研究課題を開始し，当研究所セは以下のサブテーマを中心に研究を開始した。  

（Dメタン濃度の測定と放出量の評価に関する研究   

②二酸化炭素濃度の季節変動の測定と二酸化炭素収支に関する研究  

研究のフローを図1に示す。  

図1 シベ リア凍土地帯における温暖化フィードバックの評価に関する研究  
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（7）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

二酸化炭素その他の温室効果ガスの増加に伴い，地表面近くの大気温度の上昇，降水分布・乾  

燥度の変化等の気候変動がもたらされることが予測されている。その気候変動が人類の生活・産  

業にとって好ましくない影響を及ぼすことが懸念され，二酸化炭窯の排出量を制限するなどの対  

応策が議論されている。しかし，その基礎となるべき気候変動予測には多くの不確実性が残され  

ている。したがって，信頼できる予測を与えるような優れた気候モデルの開発を行うことが緊急  

に必要な課題である。   

現在の気候モデルにおいて気候予測の不確定性をもたらしている大きな要因としては，海洋循  

環過程，種々の陸地面過程，及び票に関連した諸過程等の取扱いの不十分さがあげられる。   

そこで，精密な気候モデルの開発と気候システムの諸過程の解明を目的として平成3年度より  

本研究課題を新たに開始した。本研究課題では，以下のサブテーマ  

（D気候モデルの開発・改良に関する研究  

（∋気候変化に係わる雲の大気物理過程の解明に関する研究  

を設定し，研究を行った（サブテーマ②は平成2年度に1研究課題として開始されていたものを，  

本研究課題のサブテーマとして組替えたものである）。研究のフローを図2及び凰3に示す。  

〔研究成果〕   

各研究課題ごとに平成3年度における研究の実施状況と，得られた成果のうち重要なものにつ  

いてその内容を以下に紹介する。  

（1）温室効果気体等の組成・濃度の時間的・空間的変動の動態解明に関する研究   

日本近傍のバックグラウンド地域における炭化水素類濃度の季節変動二反応性温室効果気体の  

うち特にメタン・非メタン炭化水素の対流圏大気中での動態を明らかにす卑ことを目的として，  

日本近傍のバックグランド地点と想定される，北海道納沙布岬，′ト笠原母島，沖縄県石垣島北部  

の3か所で大気採取を実施して炭化水素類の季節変動調査を行った。いずれの炭化水素類も光化  

学反応活性の高い夏季に濃度が低く，冬季に高い季節変動を示す。平成3年夏季の炭化水素濃度  

の測定から得られた大気中の光化学反応（OHラジカルとの反応）に対する寄与見積もりは，メ  

タンの寄与を1とした場合，非メタン炭化水素全体による寄与は納沙布，′J、笠胤 石垣で各々  

0．57，0．23，0．24であった。このように，バックグラウンド地域においても非メタン炭化水素  

の光化学反応活性への寄与がかなり高いことが分かった。今後，温室効果気体の対流圏寿命や大  

気反応による2次生成を考える場合，非メタン炭化水素の存在と役割を考慮する必要がある。   

西太平洋・日本周辺海域＿1二空における炭化水素類・窒素酸化物の空間分布：平成3年9－10  

月にアメリカ航空宇宙局（NASA）によって実施された西太平洋地域の大規模航空機観測  

（PEM－West）に参加してE］本及び中国大陸の周辺海上，グァム烏近傍の熱帯域で炭化水素類の  

空間分布調査を実施した。また，この航空機観測と一部共同観測の形で同時期に当研究所が中心  

になって行った束7ジア航空機調査国際共同研究（PEACAMPOT）のなかで，日本周辺海域上  

空における炭化水素類及び窒素酸化物等反応性温室効果気体の空間分イIiの測定を行った。   

ジメチルサルフ7イド（DMS）の大気中濃度とその変動：前年度実施した西太平洋上の大気  

調査により，大気反応がDMSの重要な消失過程となっていること，及びその反応により生成す  

るメタンスルホン酸（MSA）は北半球高緯度域で相対的に高濃度となるという結果を得た。本  

年度はこのDMSの変動要因を検討するため，定点（当研究所大気モニター棟）における連続観  
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図2 気候モデルによる気候変動評価に関する研究  

図3 気候変化にかかわる雲の大気物理過程の解明に関する研究   

測（7”12月）を行った0測定結果の例をオゾン濃度及び気温（モニター棟の常時監視データ）  

と共に囲4に示す。この地域における大気中DMS濃度は日中より夜間の方が高くなる傾向があ ■ り，また，オゾンとの強い負の相関を示した。つくばの地理的関係からは海風となる東一南風の  
際に高濃度のDMSが出現すると予測されたが，DMS濃度と風向との間には顕著な相関は見られ  
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図4 つくば（国立環境研究所大気モニター棟）における大気中ジメチルサル  

ファイド（DMS）とオゾン濃度の日変化の比較（1991年11月6”16日）  

なかった。このことは海洋以外にDMSの重要な発生源のあることを示唆するもので．具体的に  

は土壌ヤ植物等が考えられる。DMSの発生源としての土壌の役割を調べるために，土壌中DMS  

の測定を行った。DMSのように揮発性の高い物質の土壌中濾度を調べるために土壌試料の加熱  

気化を用いる新しい採取法を開発した。この方法を用いて当研究所内の数種腰の土壌を分析した  

結果，DMSの存在量は土壌1g当たり数ngで，これは海水中のDMS濃酎こ匹敵するもので，地  

球上のDMS発生源として土壌も重安であることが示唆された。  

（2）メタン■亜醸イヒ窒素の放出源及びその放出量の解明に関する研究   

燃焼炉実験による各種バイオマス燃焼排ガス中の気体成分の組成分析ニバイオマス燃焼からの  

メタン（CH。），亜酸化窒繋（N20）の放出量を評価するためには，バイオマス燃焼で放出される  

各種微屈成分気体の濃度か則走し，各成分の二酸化炭素（CO2）に対する相対的な排出原単位を  

求めることは重要である。本年度は，燃焼実験装置を用いて日本における代表的な燃焼バイオマ  

スである赤マツ，稲ワラ，モミ殻について燃焼実験を行い，燃焼排ガス中のCO2，CH4，NzO，  

一酸化炭素（CO），窒素酸化物、CヱーC4の非メタン炭化水素（NMHC）について分析を行った。  

燃料中の炭素分の内約75－99ヲ乙はCO2として排Fliされ，低温燃焼条件ではその割合は75㌻87  

％程度の範囲で比較的一定した割合を示す。CO2に次いで比率の高い含炭素気体成分はCOで，  

CH。の占める割合は2％以下であった。また，①cIⅠ4は低温燃焼状態で発生比率が高く，逆に  

N20は高温の火炎燃焼条件1－で発生比率が高くなる，②含水量の多いバイオマスほどCH4，CO，  

NMHCの排出量が多い，③稲ワラ，モミ殻ではCOの発生比率が赤マツに比べ非常に高い，①赤  

マツではNMHCの排川量が多い，といった特徴が明らかになった。  

タン放出品の  ン濃度の季節変動と変動要因の解明及び大気中へのメ   霞ヶ浦における湖水中メタ  
推定：天然湿地を含む水城は，世界のメタン放出の約2割を・占める大きな発生源である。我が周  
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の水域からのメタン放出量はわずかであるが，水域におけるメタン生成硯象とその分解過程を明  

らかにする研究は，熱帯・寒帯域が大きな面積を占める湿地からのメタン故地現象の解明に対し  

て有効な知見をもたらす。本研究では，霞ヶ浦を対象水城として湖水中メタン濃度の観測を中心  

に研究を行った。観測は1990年4月より毎月継続し，現在までで2年間の濃度変動を得た。  

1990年と1991年の湖水中平均濃度のピークはいずれも夏季から秋季にかけて現れ，各々234  

及び1023nMで4倍程度の差があった。ただしその他の季節の水中メタン濃度及びその変化パ  

ターン，すなわち春の比較的低い濃度，宴の終わりから秋の初めの高い濃度，11月の最低濃度，  

冬の比較的高い濃度という周年変動パターンに再現性があることが確かめられた。   

濃度データと水温・風連（当研究所霞ヶ浦臨湖実験施設での観測偶）を用いて，水面から大気  

へ拡散するメタンブラックスが算定できた。霞ヶ捕からのメタンブラックスの年平均値は1990，  

1991年度で，各々1．1，2．0妊H4／m2／yであり，我が国の水「】iからの面積当たりのフラックスよ  

り約1桁小さな値であった。   

メタ．ン濃度の変動の原因を明らかにするために．湖水中のメタン酸化速度を月ごとに測定した。  

水中のメタン酸化速度は3～6月の同株めて小さく，この間は実質的に湖底質で生成したメタン  

が水中で消滅することなく大気に放出される。7月以降は水中のメタン酸化活性が高まり，水中  

でのメタン酸化分解量が増加する。図5に，湖水中の酸化分解量と大気への拡散鼻の算定値を示  

した。この両者の和が底泥からのメタン放出量を表すと考えている。これらの結果から，高栄養  

湖沼である霞ヶ浦では，7－9月の生物生産量の大きな時期には湖底質で24～41mg／m2／dとい  

う水田と大差のないメタン生成があるが水中での酸化によって大気へのフラックスがあまり大き  

〈ならないこと，11月のメタン濃度の著しい低下はメタン生成量の減少と低下しない酸化活性  

の両者の効果であること，が分かった。また，冬期の濃度上昇は水温の低下による大気への拡散  

フラックスの減少が影響していることも明らかとなった。  
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1991年2月から】992年3月までの観測値 酸化分解速度は霞ヶ浦湖心と高浜入りで観測  

図5 霞ヶ浦におけるメタン生成と除去過程（湖水中での酸化分解量と大気へ  

の拡散フラックス量）  
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（3）温室効果気体等の大気化学反応過程の解明に関する研究  

自然起源炭化水素からの地球規模一酸化炭素（CO）  放出量の実験的推走：地球温暖化をもた  

らす大気中物質のうち，メタンに代表される炭化水素類の主要な除去過程は，「大気の掃除屋」  

であるOHラジカルとの反応である。近年の大気中メタンの増加は，その放出瀬の増加のみでは  

説明できず，化石燃料燃焼から放出されるCOによって「掃除屋」OHラジカルの減少がもたら  

されている可能性が指摘されている。周6に大気中のCO濃度が増加したときに推定されるメタ  

ン濃度増加の加速の様了▲を示す。このような大気中の光化学反応の変化を解明する＿1二で，大気中  

へのCOの放出量の推定は重要な鍵を握っている。現在，自然起源炭化水素（主としてイソプレ  

ン・テルペン）からのCO放出量は，化石燃料の燃焼による放出量と同程度かそれ以上と推定さ  

れており，その正確な見積もりが必要とされている。本研究では，一昨年酎こ当研究所で行われ  

たテルペンからのCO放出量の推定に引き続き，イソプレンからのCO放出量の実験的推定を行っ  

た。  
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1．0  

大気中CO（一酸化炭素）濃度  
［現在の値を1とする］  

1．5  

回6 大気中への－・酸化炭素（CO）放出がもたらすメタン濃度増加の加速（推定）   

実験は光化学チャンバー装置を用いて行った。実験条件の遠い［反応中間体であるRO2ラジ  

カルが，a）主として一酸化窒素（NO）と反応する場合，b）主としてHO2ラジカルと反応する  

場合］によってイソプレンの光酸化の機構は大きく異なることが見いだされた。イソプレンから  

のCO生成は，a）の条件下で50％（炭素数比）．b）の場合で10％（炭素薮比）であることが  

実験的に明らかにされた。この結果は美大気中でのCO生成量の上限及び下限を与えるものであ  

る。この結果と大気中のNO及びHO2ラジカルの濃度の推定値を用いることにより，莫大気中で  

のイソ70レンの光酸化によるCO生成量が推定された（39％［炭素数比】，137TgC／yr）。一昨年  

度得られた，テルペンからの推定CO放出量との和はLoganらによる自然起源炭化水素からの推  

定CO放出量とよく一致している（衷1）。本研究によって芙験的に，より精度の高い推定値を  

得ることができたと考えられる。  
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表1 自然起源炭化水素からの地球規模CO放出量  

年間放出量a）  

炭化水素  （TgC／y）  

CO放出量  
（TgC／y）  

イソプレン  350  

テルペン  480  

合 計 233  
（Loganらd〉による推定値：240）  

a）zimmermanら［ceophys，Res・【朋至，679（197郎］  

b）本研究  

c）畠山ら［J・Geophys■Res撃湖7（1991）］  

d）Loganら［J・Geophys・Res些、7210（1981）］  

代替フロン物質の大気光酸化反応分解生成物の同定と分解機構：分子内に水素を含むハロカー  

ボン（HCFC）はフロン代替品として今後その使用が考えられているが，HCFC自身のみならず  

その対流圏大気中での分解反応生成物も温室効果を持つことが懸念されている。前年度の研究に  

おいて，光化学反応チャンバーを用いた模擬大気反応実験から：類似のHCFCであってもタイプ  

の異なる分解生成物を与えることを見いだした。本年度は，HCFCの種類による分解機構の違い  

を明らかにすることを目的として類縁ハロカーボン類の分解反応を系統的に調べた。CHC12基  

を持つ一連のハロカーボン，HCFC－123（CHC12CF3），122（CHC12CCIF2），－121（CHC12CC12F）  

と，ベンダクロロエタン（CHC12CC13）について分解実験を行った。HCFC123では，分子骨格  

のC－C結合を残したままの分解生成物を収率100％で与えるのに対して，分子内のCl原子数が  

増えるに従って（すなわち，一123，122，121，ペンタクロロエタンの順に）cC結合が切れた  

生成物の収率が高くなることが分かった。この傾向は，C－C結合の切れる反応の反応熱変化の傾  

向とよい一致を示した。   

反応速度定数決定のための実験手法の高精度化  高感度化：大気中に放出された気体の消滅過  

程として重要なOHラジカルとの反応速度定数決定の高精度化を目的として，CW－リング色素レー  

ザーを用いたレーザー光分解－レーザー誘起蛍光法の開発を行った。開発された手法を大気反応  

として重要な反応系OH＋CO→H十CO2に適用し，反応速度定数の測定を行い，従来の手法（5ヲ‘）  

に比べ高精度化（1％）されたことを確認した。また，汎用的でかつラジカルの選択的検出が可  

能な光イオン化質量分析法の改良に取り組み，約100倍の高感度化に成功した。この改良により，  

メタンの光酸化反応で重要なステップであるCH302＋NO反応の速度の直接測定が可能となった。  

反応速度定数が直接測定できた結果，従来間接法によって求められていた値より30％大きな値  

であることが見いだされた。  

（4）海洋における炭素の循環と固定に関する研究  

窒素，リンのコントロールによる植物プランク  トンの炭素固定実験：本研究では，  大気一海洋  
間での二酸化炭棄の移動及び植物プランクトンの光合成による炭素固定を，環境因子を制御した  

実験系で再現し炭素の動態を詳細に把握することを目的としている。本年度は大型純粋培養装置  

を用いて植物プランクトン（イ共試藻類：CんαJ加地）を培養し，増殖に伴う細胞内炭素・窒素・  

リン及び溶存態窒素・リン及びpH，全炭酸の計測を1日1回行った。同時に大気部CO2濃度を  
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連続的に測定した。細胞増殖に伴って昼間は光合成により大気部COz濃度の減少，pHの上昇が  

観測されるとともに，夜間は細胞の呼吸による大気部CO2濃度の上昇が測定された。細胞増殖  

は溶存態無機炭素・窒素・リン濃度比により最′ト元素の制限により停止した。さらに植物プラン  

クトンの増殖に伴う炭素・窒素・リン循環モデルを開発し，本実験結果との検証を行った。窒素・  

リン制限射牛の場合，本モデルは実験結果をよく再現していることが判明した。   

海洋沈降粒子の化学分析手法の開発：サブテーマ②では，海洋深層水への炭素の正味の移行量  

であるところの炭素を含む粒子状物質の鉛直輸送過程を解明することを目的としている。そのた  

めに，西部太平洋の外洋城で深度別に時間系列的に沈降粒子を採取する実験を始めた0粒子に含  

まれる炭素及び他の元素の存在鼠存在形態を化学分析すると，沈降に伴う粒子の分解過程や，  

陸域からもたらされる物質の水平輸送状況が解明され，海洋炭素循環の理解を深める情報が得ら  

れる。実際の試料採取には観測船の利用と組織的作業が必要で，本研究では東京大学海洋研究所，  

名古屋大学水圏科学研究所との共同作業，共同分析で研究を行っている。本年度は，1）粒子の  

化学形態分析のための表面分析手法の応用研究，Z）粒子の沈降過程の解明のための放射性同位  

元素の分析研究，3）炭素同位体の分析による粒子の生成年代推定の研究を行った。主な試料と  

して，日本海溝を含む日本近海の沈降粒子捕集装置で得たものを用いたので，陸起源物質の寄与  

の状況とその時間的な変化を示す証拠が得られた。1992年秋に，2年間係留してある西部太平  

洋赤道域の捕集装置を回収し，外洋域での沈降粒子束とその化学組成に関する分析を行って．海  

洋炭素循環とのかかわりを明らかにする。  

（5）陸上生態系における炭素循現檀構の解明に関する研究   

冷温苛林（奥日光落葉広葉樹林）における有機物のフラックスと存在量に関して栃木県奥日光  

の標高約1500mに成立している落葉広葉樹林和二広さ1400m2の調査区を設定して，基礎的な  

植生調査，有機物の動きを測定するための諸器材の設定，環境測定横器の設定等を行い，適宜測  

定を開始した。1991年は，機器の設定等を行いながらの測定であったため，年間の炭素収支を  

完結した形で示す段階には至っていないが，以下のような基礎データが得られた。   

生物体の現存量の推定：調査区内の高木すべてに標識を付して地図上に記録し，その種名及び  

胸高直径を測定した。胸高断面積は調査区面積のほほ1％であった。   

有機炭素量の推定：林床に多数見られる，分解過程にある倒木すべてに標識を付して地図上に  

記録した。現在の■島木とほほ同じ程度の本数の倒木があることから，倒木が完全に分解までに要  

する時間は，高木の寿命とl司程度，すなわち100－200年ほどであろうと推察される。   
調査区の一瓢 300mZの区画に分布する，太さ1cm以上のすべての落枝を回収し，その乾燥  

重量の測定と炭素含有率の分析を行った。1年後に再び落枝量を調べ，1年間に新たに供給され  

た落枝の量を求める予定である。   

炭素フラックスの推定：高木及びササの落葉・落枝の速度を求めるため，開口面積0．5m2の  

ネットを作成して調査区内の10点に配置し，適宜，ネット内の落葉・藩校を回収して乾燥重量  

の測定，炭素含有率の分析を行った（表2）。   

土壌の物理環境の測定：土壌中に含水量及び温度センサーを埋設して無雪期を通じて連続測定  

を行った。高木層が欝閉した状態では，土壌はほぼ常に湿潤な状態にあり，土塊での有様物の分  

解が乾操によって抑えられることはほとんどないだろうと推察される。  
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表2 奥日光の落葉広葉樹林で測定した有機物のフラックスと存在量  

乾燥重量 サンプル数 変動係数 炭素含有率 炭素量  
（g／m2）  ％  ％   （g／m2）  

調査期閥（1991年5～11月）中のブラックス   
高木の落葉速度  268，7 0．5m2×10  20．2  46，3  124．3   

高水の藩校速度  56．7 0．5m2×10  85，5  嫡．5  27．6  

（径＜1cm2）   

地表に分布する有機物の存在量  
巾，大型藩校  99．7 100mZx3  20．1   48，4  48．2  

ササ起源の植物遺体 207．6 0．5m2×10  52．0  48．0  99．6  

（6）シベリア凍土地帯における温囁化フィード／くックの評価に関する研究   

本研究課題は外国（シベリア）でのフィールド研究が中心であることから，外国側との共同研  

究体制を構築することや現地予備調査等の研究準備が必要である。本年度は，本研究課題の開始  

年度であり，このような研究準備を中心に研究課題の推進が行われた。  

共同研究体別の構築：1）  1991年5月に北海道大学低温科学研究所を訪問したソ連科学アカ  

デミー（当時）凍土研究所所長，副所長両氏と，研究協力の可能性について協議を行った。Z）  

1991年10月に当研究所から研究者がロシア共和国サハ自治共和国ヤクーツクを訪問し，研究協  

力の具体的な内容について協議し，合意文吾を作成した。3）1992年3月にロシアから凍土研  

究所所長他が来日した際，国立環境研究所との間で研究協力の合意文書に署名し，共同研究の体  

制が確立した。  

予備現地調査  1991年10月の環境研究所研究者のヤクーツク訪問の際，シベリアの凍土地帯  

の現地予備調査を行った。シベリア凍土地帯におけるメタン，二酸化炭素の環境濃度・発生量等  

に関する従来の研究状況・データについての情報収集を行った。その結果，この地帯における両  

、気体の研究例は極めて少なく，また間乱蕉も多いことから，この地域にガスクロなどメタン分析  

器を持ち込み，高精度の測定を通年行うことができるならば，それは初めての測定といってもよ  

く，地球環境問題に対する貢献が大きいことが分かった。さらに，現地観測実施に当たっての物  

資調達・電力・輸送等の条件について問題点の洗い出し及び検討を行った。  

（7）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

気候モデルの開発・改良に関する研究（サブテーマ①）では，簡単な大気物理過程を含む大気  

モデルのテスト及び陸面過程の表現の改良を行った。  

簡単な大気物理過程を含むモデルのテスト  ：比較的簡単な大気物理過程を組み込んだ大気大循  

環モデル（GCM）を作成し，海面水温等の平均的な観測値を境界条件として与えて時間積分を  

行い，その結果を検討した。モデルの基本的な部分には大きな問題がないことが確認されたが，  

大気放射過程，陸面過程等の表現が不十分であるため，定量的な結果にはまだ多くの問題がある。  

例えば7月の降水量においては，ヒマラヤ，インドネシア．サヘル付近等で過多となっており（囲  

7），今後の改良が必要である。  

陸面過程の表現の改良：地中の酎云導，  土壌水分の変化等が考慮された陸面過程モデルを作成  

し，1次元モデルによるテストを行った。   
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図7 モデルで計算された7月の降水量の分布（単位：mmノd）   

気候変化にかかわる雲の大気物理過程の解明に関する研究（サブテーマ②）では，衛星データ  

を用いた現象解析と，高分解能大気モデルを用いた数倍実験を行った。   

衛星データを用いた現象解析：熱帯太平洋域は大陸分布の影響により東西風分布や海面水温等  

の平均状態が経度方向に大きく異なる。本研究では，大気・海洋の平均場（気候）状態の相違に  

伴う熱帯海洋上における数千kmの積雲一大気擾乱結合システムの力学構造の特性の変化につい  

て気象衛星観測による望及び全球気象データ（1980－1989年の6－8月期）を用いて調べた。  

観測データから平均的な擾乱の特性を経度苛別に解析した結果は，日付変更線付近と四大平洋域  

の積雲一擾乱システムの力学構造が明らかに異なっていることを示した。この結果は，気候モデ  

ルにおいて妥当な積雲対流のパラメタリゼーションを選択する際にはこのような数千kmスケー  

ルの現象を正しく表現していることの検討が必要であることを示している。   

高分解能大気モデルの数倍実験：比較的高分解能（分解能l痩■程度）の，簡単な大気物理過程  

を含む大気モデルを用い，積雲活動と擾乱及び平均場との相互関係に関する数値実験を開始した。  
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2．3 地球の温暖化影響対策に関する研究  

【研究組織〕地球環境研究グループ  

統括研究官  
温暖化影響・対策研究チーム  

地域環境研究グループ  

統括研究官  
交通公害防止研究チーム  

水改善手法研究チーム  

都市大気保全研究チーム  
大気影響評価研究チーム  

社会環境システム部  

環境経済研究室  
環境計画研究室  

情報解析研究室  
環境健康部  

． 保健指標研究室  

環境疫学研究室  

水土壌国環境部  
土壌環境研究室  

生物圏環境部  

環境植物研究室  
分子生物学研究室  

地球環境研究センター  

総括研究管理官  
研究管理官  

客員研究員10名  

秋元 轟  
○森田恒幸・甲斐沼美紀子・増田啓子  

内藤正明  
清水 浩・森口祐一  

稲森悠平  

若松仲司・上原 晴・鵜野伊津志  

安藤 満  

小野宏哉・青柳みどり・日引 聡  
近藤美則  

安岡善文  

山元昭二′  

′j、野雅司  

細見正明・恒川矯史  

大政謙次・名取俊樹・清水英幸  

田中 浄t榊  剛  

西岡秀三  

原沢英夫  

〔研究概要】   

地球温暖化問題は，いま最も注目を集めている地球規模の環境問題である。   

周知のとおり地球温暖化問題とは，大気中の炭素ガスやメタンガズなどの温室効果ガスの濃度  

が増加することによって地球上の平均気温が上昇し，海面水位の上昇，降水パターンの変化 農  

林水産物の生産や自然生態系の変化などの各種の影響が生じる問題をいう。この間趨が注目を集  

める大きな理由は，第1に，深刻な被害が地球規模で予想されており，第Zに，その解決のため  

には長期間にわたって膨大な費用を注ぎ込む必要があり，第3に，このような大きな問題にもか  

かわらず未だ科学的に解明されていない部分が多く残されていることである。このため，いま世  

界中の研究者がこの間題の解明に取り組んでいる。   

地球温暖化問題の未解明点は大きく3つある。第1は，地球温暖化のメカニズムであり，大気  

中の温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変化の仕組みについて，多くの不確実な点  

が残されている。第Zは，地球温暖化の影響であり．温暖化やそれに伴う海面上昇により自然環  
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境や社会給料こどのような影響が及ぼされるかについては，解明されていないことの方が多い。  

第3は，地球温暖化の防止対策につしミてであり，各種の対策技術や政策の有効性を評価するため  
には，関係する技術システムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化が必要である。   

本報告では，地球温暖化の影響と防止対策，すなわち，第2と第3の未解明の朗二間して．最  

近の当研究所の研究活動を紹介する。図1は，地球環境研究総合推進費によって平成3年度に実  

施された地球温暖化の影響と防1L対策に関する研究プロジェクトの一覧を示している。全部で9  

っのプロジェクトが動いており，当研究所ではこのうち，水収支への影響及び海面上昇の影響を  

除いた次の7つを担当している。  

（1）地球温暖化の防止対策についての研究   

①予測モデル開発：政策や防止技術の効果判定のための計算機シュミレーションモデルの開発   

②対策技術評価：温暖化防止技術の評価手法の開発と民生部門を中心にした各種技術の評価   

③電気自動車普及：電気眉動車導入の効果の総合評価と普及促進のための各種方策の検討   

④家庭等の対策普及：断熱材，太陽エネルギー等の普及促進のための各種方策の検討  

（2）地球温暖化の影響に関する研究   

①植物影響研究：施設実験及び予測モデルによる植物個体や自然植生への影響の解明   

②健康影響研究二施設実験ヤフイールド調査等による人の健康や生存環境への影響の解明   
③都市彩管研究二部市のエネルギー利用，水利札 大気汚染，防災等への影響と適応策の解明   

以下に，各研究プロジェクトの活動状況と成果を紹介する。  

図1ノ地球温暖化の影響及び1彷止対策に関する研究の全容  

一30－   



〔研究成果〕  

（1．）予測モデルの開発に関する研究   

まず，炭素税などの経捌勺手段，省エネ政策，エネルギー転換政策，植林政策などを導入した  

場合，温室効果ガスの排出量がどの程度削減され，その結果として地球温暖化をどこまで抑える  

ことができるかについて，総合的に予測するための計算機シミュレーション・モデルを開発して  

いる。このヰデルは，アジア太平洋地域温暖化対策分析モデル（AIM）と呼ばれ，アジア太平洋  

地域の各国の温暖化対策の効果を地球環境の変化及び世界の社会経済トレンドとのかかわり合い  

の中で評価することを目的としている。   

AIMの全体構造は，l窒Ⅰ2に示すとおり，人為起源の温室効果ガス排出モデルを核にして，自  

然起源温室効果ガス排出モデル，温室効果ガス反応・循環モデル等から構成され，将来は温暖化  

影響の評価モデルをリンクする予定にしている。人為起潤温室効果ガス排出モデルは，エネルギー  

消費，土地利用変化，農業生産等の温室効果ガス排日の原因になる社会権済活蘭のモデルの中心  

であり，それぞれ世界モデルとアジア太平洋地域のモデルから構成されている。アジア太平洋地  

域モデルは，この地域の18か回についてそれぞれ作成し，世界モデルとリンクする計画である。  

凶2 アジア太平洋地域温暖化対策分析モデル（AIM）の全体構成  
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本プロジェクトは平成2年度に始まり，既に世界モデルが概成しているため，本年度は，アジ  

ア太平洋地域の国別モデルの開発とこの国別モデルと世界モデルとのリンケージを中心に研究を  

進めた。図3は発展途上国からの人為起源温室効果ガス発生モデルの全体構成を示している。国  

別のプロトタイプモデルはインドネシアを対象に作成し，エネルギー需要モデル，土地利用モデ  

ル，農業モデル等の個別モデルを開発して，全体フレームに従ってこれらを有機的にリンクさせ  

た。さらに，この国別モデルを世界モデルにリンクさせてシミュレーションを行い，インドネシ  

アの将来の温室効果ガスを予測した。  

随垂由樹隙  
l  

民生部門モデル  
森林モデル  憲市エネルギーモデル  

現代エネルギー部門  
在来エネルギー群門  
和地モデル   
葛市庚抑デル  

農村エiルギーモデル  

新化．素材伐採  

植林シナリオ  
森瀾発シナリオ  

輸送部門モデル  

食為需給シナリオ  
畜産シナリオ  

図3 途上国からの人為起源温室効果ガス発生モデル   

図4及び図5は．自然体シナリオで進んだ場合のインドネシアの二酸化炭素及びメタンガスの  

排出量をそれぞれ発生源別に予測した結果である。二酸化炭素については，工業，交通，エネル  

ギー転換部門からの排出量が着実に伸びるとともに，森林破壊による大量の二酸化炭素の放出が  

来世紀中頃まで続くという傾向が示されている。また，メタンガスについては，水田からの排出  

量が着実に増加するとともに，パイプラインからの漏洩による放出が来世紀に入って急激に増加  

する可能一性があることを示唆している。   

このプロトタイプモデルを適用して，平成4年度から他のアジア太平洋地域の各国モデルを順  

次開発することになるが，この際の入力条件やパラメータを決定するため，対象となる18か国  

の各種データを収集した。これらのデータは表1に示すように，人口，経隠工業，農林業，エ  

ネルギー，交嵐都市整備，耐久消費臥労働生産性等について，過去のトレンド．主要な政策，  

政策を踏まえた将来予測を含む膨大な内容である。これらのデータを解析して，来年度より本格  

的なモデル開発を進める予定である。   

なお，アジア太平洋地域への温暖化影響の総合評価モデルに関しては，本年度はこの地域で既  

に実施されている温暖化影響研究をレビューするとともに，温暖化影響の経済評価に関して今ま  

で提案されてきた評価手法の適用可能性について検討した。表2には，アジア太平洋地域におい  

て今までに予測されている温暖化影砂を整理している。これらのレビュー結果をもとにして，平  

－32－   



（
そ
じ
盲
○
書
こ
哨
コ
正
平
鱗
爆
ぎ
磋
〓
 
 

2025  2045  2065  2085 2100  

年  
1985  2005  

図4 インドネシアにおける二酸化炭素排出量の予測  

0
 
 

0
 
 

（
h
＼
ゴ
U
一
∈
○
呈
【
）
鋼
玉
琵
e
ぺ
翫
、
へ
1
 
 

0
 
 
 
0
 
 

∩
〓
＞
 
 
 
0
 
 

■
〇
 
 
 
 
〇
 
 

∩
こ
 
 
 
 
ヽ
ソ
】
 
 

0
 
 
 
0
 
 
 
0
 
 

0
 
 
 
【
U
 
O
 
 

5
 
 
 
0
 
 
 
5
 
 

9
 
 

0
1
 
 85  2005  2025  2045  2065  2085  

年   

図5 インドネシアにおけるメタンガス排出量の予測  

成4年僅からは温暖化影響の総合評価モデルの開発に着手する予定である。  

（2）対策技術の評価に関する研究   

次に，温暖化対策技術の評価に関しては，温暖化がどんな技術によってどこまで防げるかを明  

らかにするため，  

（D社会のどの分野からどれだけの量の温室効果ガスが発生しているか（温室効果ガスアナリシ  

ス）  

（さどのような技術的対策がありうるか（技術の探索）   

③コストや社会的受容性など，多くの視点からの技術評価（個別技術の評価）   

④どの技術をどのように開発し，普及させればどの程度の効果があるか（対策技術の総合的評  

価）  
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表1アジア太平洋地域対策分析モデル（AIM）構築のための必要情報  

国別モデルの前提条件設定のための収集情報一覧－  

汽杢事項  過去のトレンド  主要な政策  政策払まえた将来予測  

全般的動向  最近特に注目すべき 社会経済に特に大き 今後の発展を左右す  
トレンド  な影響を与えている る主要な要因  

政策   

人口．世帯数．年齢 主要な人口政策  人口の予測事例  
・地域分布のトレンr   

経済発展のトレンド 主要な経済発展計両 経済発展の予測事例  

人口成長汁肘  

経済発展シナ帽‾  

工業振興汁リオ  主要なエ菓（鉄乱 主要なエ業振興政策 工業発展の予測事例  
化学，非鉄．紙ぺ （可能なら新規工業  
窯土石）のトレンド  開発の位置を含む）   

主要な農業生産（米 主要な農業振興政策 農業生産の予測事例  
作．畜産）のルンF （対外保護政策を含） ■   

主要な森林伐採とそ 主要な林業振興政策 林業生産の予測事例  
の用途のトレンド （梅林政策を含む）   

串ルギー源別のエネルギー 主要な叫瑳一致策 工紬ギー供給の予測事  
供給のトレンド  例   

串ルギー効率改善のト 主要な省エネ政策 省エネの予測事例  
レンド   

交通量・輸送量のト 主要な交通運輸政策 交通・運輸の予測事  
レンド  例   

都市整備（都市規乱主要な都市インフラ 都市インフラ整備の  
下水・廃棄物処理施 整備政策  予測事例  
等）のトレンド   

耐久消費財普及のト 主要な耐久消費財轡 耐久消費財の普及予  
レンド  及政策  測事例   

労働生産性（GDP 主要な労働生産性向 労働生産性の向上予  
／労働者数）のルンr 上政策  測事例  

農業振興押付  

林業振興シナlけ  

エ糾ギー供給シナ肘  

叫㌦－効率改善  

シナ肘   

交通運輸州才  

都市整備州オ  

耐久消費財普及  
シナ川   

労働生産性向上  
汁肘  

の手順で研究を進めており，当研究所ではおもに民生部門における対策に関する研究を分担して  

いる。   

温室効果ガスアナリシスに関しては．我が国の二酸化炭素の排出量を過去25年間について部  

門別，起源別に推計し，その推移を解析した。オイルショック以降，産業部門の排出量が横ばい  

なのに対し，民生部門と運輸部門の排出量はGDPの伸びとほぼ連動して，また，一般廃棄物の  

焼却による排出量はGDPの伸び以上に増加していることが明らかとなった（図6）。1990年現在，  

民生部門から直接排出される屋は仝排亡t1量の約11％にすぎないが，電力などの2次エネルギー  

消費に伴う排出を加えると約25％を占める。－・方，産業関連表を用いて，経済活動のどのよう  
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な最終需要が二酸化炭素と結び付いているかを分析した結果，民間消費支出によるものが全体の  

約半分を占めることが分かった（図7）。したがって，民生部門における対策を考える上では，  

エネルギー消費の面だけでなく，日常生活での物資やサービスの消輩にも目を向けることが重要  

であることが明らかとなった。   

技術の探索及び個別技術評価については，家電製品の使用，自家用車の使用，資源の有効利札  

ライフスタイルなどに関して，家庭で実行できると考えられる対策を56項目挙げ，一般市民を  

対象とした意識調査に蔓り，各対策項月の社会的受容性を調査した。図8は各項目に対する実行  

可能性の回答結果を，今後「取り入れられる」とした回答率の高かった順に並べたものである。  

この調査と並行して，各対策項目の実施によりエネルギーや資源の消費量とそれに伴う二酸化炭  

素排出量がどれだけ削減されるかを求めた。実行された場合の削減量が大きいものとしては，自  

家用車使用の抑制，自家用車の燃費・排気量の考慮，断熱に配慮した住宅の建築，太陽熱温水器  

表2 予測される気候変動の影響（将来予測）  

農 業   林 粟   天然資源   

・農業生産力を少なくとも5％減少  ・CO2浪度と種苗の成育  

・作物収丑の増加または減少   研究  
一幸舷と乾燥地化  ・孟要材木種の成育研究   
一陣雨量組の移動  

中 国                ・塩水化  
一夏糊の乾熱風＿  
一台風襲来の頻度と強度  
・防疫賛の1へち％増  

・米、大豆、トウモロコシ、魚、エ  ・三河川流域の土壌侵食  
ピの収且の減少．  増大、肥沃度低下．  

インドネシア  ・土壌侵食による耕作適地の減少．  ・Brantas流域の土壌捜  

・事例研究用の脆弱地域  3・・々7％増加．   

・C他山m、Brantas、Saddan川流域  

・Krawang、Sbang地域  

日 本   ・米の収量増加、北日本の収量安定化．  ・北日本の森林敬壌と隕  

失．  

・気候帯の変動による作物収皇、雑  

葦、病虫嘗影響．  

大村民国    ・GISSモデルは16％の穀物収量減．  

・移植時期を遅らせるケースで与力8  

％増．  

・10％の太随放射熱減でトゥモロコ  

マレイシア   シの収量≧％減少．  

・米から他の作物への振作   ・COz放出は森林伐採の  

でメタンの放出抑制．   抑制と森林再生の促進で  
タ イ              ・米の収量心ASOとGISSシナリオ  

では減少、BAVAシナリオでは榔肌  

・米の収量減は適切な処置で克服可  
能．   

・米作に打撃－メコンアルクRed  

ベトナム   River中央北部沿岸．  
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表2 （つづき）  

水資源  エネルギーと人何居住   汚洋   氷雪と永久環  その他   

・氷河と湖の縮小  ・人間居住に対する海面  ・浸水域 92，000  ・永久凍土l如．5  

・表汲水の浪少  上昇の影響研究   ～125．ODOkm2  へ々●cの上昇で  

・地下水面の低下  （海洋の項参照）   ・影響をうける人  20年間l諾・弓0  

・土壌水分の減少  ［玉，700′・イ．000  

中国                                 ・早随の頻発  万人  
・堤防構築熟00  

方元km  

・塩田糞殖場の損  
害  
・海面上昇が耕作   

・土壌侵食榔こよ  ・会稽供給エネルギ「  ・海面上昇による  
る水源滴糞地のシ  

インド  スマトラ東和スラ  
ウェシ南部．   

ネシア  
30％拡大－   

・洪水と早舷の増  ・降水且の減少は水力発  ・海面上昇の一般  
加．   電を低下、電力供給丑の  的な影乳定立的  

・モデルを利根川  変化．   アセスメントヘの  
日本                           流域で適用．   ・病気ガン生物へのオ  枠組研究．  

・琵琶湖水源地冠  
官主増加、盲架糞   見惰り   

・気子息上  
昇3－叫■c  

大帝  ・降水丑  
民国  春期15  

％増   

・洪水による損失  ・†mの海面上昇  

980万M＄   農地1．000km2と、  

マレー・  マングローブ杯  
シ7  6．50Dkm2の消滅．  

・マングローブ林  

・石炭褐炭のシェアは  
タイ  1991年（13％）から  

・飲料水の立と  ・鉄道高速道路楓性  ・降雨バ  
ベトナ  宅、学校が損乱  ターンと  
ム  ・1mの海面上昇一移住  乾期．而   

の利用などの項目があげられた。   

これらの結果を組み合わせることにより，社会的受容性を考慮した上で各対策項目がどの程度  

の排出削減効果があるかを求めることができる。また，実施された場合の削減量は大きいが社会  

的受容性の低い項目を中心に，対策の受け入れを阻害している要因を分析し，対策の実行を促進  

するための知見を提供することも今後の課追である。  
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1965  ユ975  1980  
年度  

1985  1990  

図6 部門別二酸化炭素排出量とGDPの推移  

図7 棍済活動の最終需要から見た二酸化炭素排出構造  

l勺周：最終需要の分類  

外周：各最終需要分簸でCO2排出を誘発した財の種類  
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測の仕方の」二夫‘  
冷l■万のイ亡用押銅－  

フロン虻晶の利用をやめる  
テレビの損触え●  

自■用事の農書・す気1の雪慮■  

暮増野菜の■入■  
外出疇のごみの持ちカり  

闇茸の正月押出●  

世の利用  
リサイクルをナる●  

朝遭生活の心がけ●  

▲業散布の卿納  
柚の使いさりや排水流出の期刑  

捌包蔵の礪過  
宅l巳t亡の利用の抑別  

浴重全体のポたの二大  
コタツ周囲の断■  

使い捨て商品の不∫、不嵐用●  

天然世の衣鳳の利用●  

tの■iれのエ夫  

凰昌の水①汲み■き  
住宅のリフオ←ム●  

羊の断■の工夫●  

tい捨て審農を使わない●  

天然湘の石■の利用  
霞の目張り・■≠材の装傷  

中元・■暮の簡★化  
棚のt気使用卿甘  

絨ででさる魔物血圧の工夫  
れ交洪d■気扇の利用  ガレージセールやバザー▼でのリサイク  

／レ  布田の日光職  
掌光灯のt用一  

月への相木のt扱  

ごみの分別収拾の■應  
自書用す使用の抑如●  

国書館①利用  
自壬用ヰタクシーの相★り  

太■熱血太さの使用●  

□既にれり入れている ロー向書  8はとんどできない ロー節はれり入れられる ■tり入れられる  

図8 二酸化炭素削減行動56項目の英行可能性の回答結果  

（3）電気自動車の普及促進による二酸化炭素排出抑制交通システムヘの転換に関する研究   

以上の技術評価によって二酸化炭素削減に効果のある多くの技術が選び出されたが，中でも電  

気自動車の有効性は特記すべきものである。   

我が国における部門別二酸化炭素排出シェアによると，運輸部門は20ヲ右で，そのうち85％  

が自動車から排出されている。また，自動車からの排氾量はGDPの伸びに比例して増えており，  

今後も排出還が益々増加することが懸念されている。自動車からの排出を抑えるた捌こは自動車  
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の低燃費化もさることながら，低公害車の導入が重要である。わけても．電気自動車はエネルギー  

効率が著しく高いことなどのため排出長の大幅な低減が期待できる。だが．これまでの電気自動  

車にはいくつかの問題があり，普及台数は極くわずかである。   

本研究では，電気自動車の導入がふさわしい分野について検討を行い，さらに．普及のための  

社会システム作りに関する研究を行うことを目酌としている。月一体的には，導入分野別の車両の  

走行実態を踏まえて，要求される性能と機能を検討するとともに，電気自動串の二酸化炭素削減  

効凍，掛斉性性能及び機能の総合的予測・評価を行い，電気自動車により代替可能な導入分野  

を検討する。さらに，電気自動車の普及促進の観点から，普及阻害嬰l当の分析，電池等構成質素  

のリサイクルシステム，及び給電・充電システム等インフラストラクチャーの整備方策，地域導  

入システムの総合評価等について検討を行う。   

本年度は特に次の成果があった。  

1）乗用及び業務用に用いられる各種自動車の使用実態に基づく利用分野別のモデルの抽出   

2）物流用の電気自動車の普及阻害要因の使用実筋に基づいた英態調査，及び物流用の電気自  

動車の実走行調査   

3）電気自動車用電池資源の物質収支についての現状把握と電池資源に関する調査．及びそれ  

に基づくデータベースの構築   

4）電気自動車の適正な車両運行支援システムと電力供給システムの概念設計   

5）大量普及のための社会システムの基本設計と，普及に供するモデル車両の性能に関する定  

量的解析   

上記成果のうち，5）に関連してモデル車両の性能評価のために開発したシミュレーションプ  

ログラムを鞘介する。’このプログラムは図9に示すように動力性能評価プログラム，運動性能評  

価プログラム，個別袈素特性評価プログラムからなっている。動力性能計佃げログラムは各コン  

ポーネントの特性を与えると，■一・充電走行距離，最高速度，加速性能，燃料消費率を定められた  

条件の下で計算する機能を持っている。このプログラムを用い，4人乗りの乗用車を仮定し，か  

つ各コンポーネントに入手可能な最高レベルのものを使用すえものとして計算した最高速度と加  

速性能の計算結果を凶10に示す。この固から最高速度は160km／h，0～400m加速時間は18  

秒が得られる。  

図9 シミュレーションプログラムの基本構造  
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図10 シミュレーションプログラムによる計算例   

（4）家庭等における二酸化炭素排出抑制システムに関する研究   

温暖化対策技術の適用を検討する場合，家庭等の民生部門の検討は重要である。我が国のエネ  

ルギー消費は近年増加の傾向にあるが，中でも民生部門の伸びは目覚ましく，その中の家庭用の  

需要は1980年から1990年の間に24％以上の伸びを示している。また，1990年度における二  

酸化炭素の総排Ⅲ貴のうち民生部門の寄与率は23％，その中でも家庭用の寄与率は16％近く  

あるとされており，今後温暖化対策を図る上でこの分野における各種技術の普及促進は重要な役  

割を果たすものと言える。このため，二酸化炭素排出抑制の観点から，家庭における省エネシス  

テムの最適化及びライフスタイルのあり方等について検討を行う。   

具体的には，建築物の断熱構造化の推進，省エネ型の建築物に普及促進，建築物における太陽  

エネルギーの利用の促進，家庭等における冷暖房温度の適正化エネルギげ抑制システムの導入，  

エネルギー効率の高い住宅用機器の利用促進等を図るため，その現状の把曝．普及促進を阻害し  

ている要因の解析，モデル建築物の設計ヤユーザーヘの情報伝達手法等対策に検討，社会・経済  

的効果の分析などを行うため下記の項目の研究を行うことにしている。   

①家庭等における二酸化炭素排出抑制のための建準物の断熱構造化の普及促進に関する研究   

住宅の断熱構造化の現状把握，普及のための阻害要因の解析，並びに普及促進のための対策の  

検討を行う。具体的にはある程度普及が進んでいる北海道地域とあまり断熱化が普及していない  

本州地域を比較検討する。これらの検討結果に基づいて断熱構造住宅の普及促進のための施行法，  

設計指針，ネットワークシステムの構築を検討する。   

②家庭等における二酸化炭素排出抑制のための太陽エネルギー利用促進に関する研究   

家厳における大腸熱等の自然エネルギー利用の現状把握と普及のための阻害要因の解析を行  

い，利用促進の方法を検討する。具体的には太陽熱給湯などをとりあげる。これらの検討結果に  

基づいて太陽エネルギー利用促進のための施行法，モデルシステム，ネットワークシステムの構  

築を検討する。  

（卦家庭等における二酸化炭素排出抑制システムの導入に関する研究   

家庭等におけるエネルギー消費が都市環境に及ぼす影響とエネルギー消費の推移等に関する研  

究を行う。具体的には家庭等におけるエネルギー消費が都市気候，郡市大気汚染等に及ぼす影響  
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をデータ解析，モデル実験，数値計算等により定量的に明らかにする。このためにモデル都市に  

おけるエネルギー消費の推移等に関する実態調査を同時に実施する。   

この結果をもとに二酸化炭素発生の少ない性生活と家庭エネルギー消費，並びに都市環境との  

関連分析を行う。   

平成3年度においては住宅の断熱化と住宅における太陽熱の利用に関する現状評価並びに仙台  

市及びその周辺地域を対象として家庭におけるエネルギー消費の推移に関するアンケート調査を  

実施した。平成4年度は研究用モデル住宅における断熱効率，太陽熱利用効率並びに居住性の解  

析を行うとともに，気象特性を考慮した住宅基本マニアルの基礎的な検討を行う。また家庭エネ  

ルギーの利用実態の解明と都市環境との関連性の検討を行う。研究の全体構成を図11に示す。  

図11家庭等における二酸化炭素排出抑制システムに関する研究の全体構成  

（5）植物影軌こ関する研究   

一方，温暖化が防ぎきれなかったときにどのような影響が出てくるかについて，まず，植物影  

響の研究から紹介する。   

この研究では，気温上昇や二酸化炭素濃度の増加などによって植物個体や植生にどのような影  

響を及ぼすかを分析している。植物個体に及ぼす影響については，以下のような知見が得られた。  

1）気温が上昇すると対流圏のオゾン濃度が増加する可能性があるといわれている。そこで，   

二酸化炭素濃度の増加とオゾン濃度の増加が複合したときに植物がどのような影響を受けるか   

について実顔を行った。その結果，二酸化炭素が増加して，オゾン濃度が高い場合は，暴露の   

初期に二酸化炭素による促進とオゾンによる抑制効果が大きく植物に影響を与え，暴露が長期   

間になるとオゾンによる抑制の影響が小さくなっていくことが分かった。   

2）日本における南限種のひとつであるオンタデの分布南限域の富士山富士吉田側2600m付   

近において1991年8月に野外調査を行い，オンタデの乗温の日周変化を測定した。その結果，   

オンタデの葉温は，雲や覇の発生に伴って大きく変動するが，雲や霧が認められない日中に8   

月の平気気温（12．2℃）より約17℃も高い29℃台になることが分かった。この温度は，前   

年度のトロント実験においてもオンタデの生育阻害が認められた温度域であった0   

3）温暖化による開花や落葉時期の変化を予測するシミュレーションモデルを開発し，いくつ  
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かの分析を行った0表3に月平均気温との関係を示した0開花日についてみると1月平均気温   

が1℃上昇すると全国平均でツバキが7・51日，ウメは6・07日早くなる。紅葉については，   

9・10月平均気温が1℃上昇した場合，全国平均で4日前後遅くなる。これらの結果を用い   

て温暖化による植物影響マップを作成した。   

また，植生に及ぼす影響については，我が国の自然植生のポテンシャルシフトを推定した。前  

年度は．クラスレベルの植生のシフトを予測したが．本年度はさらに下位の区分であるオーダー  

から群臥こ相当するレベルの植生シフトを予測した。方法としては，まず，残存自然植生とその  

気候条件との関係を説明するモデルを構築し，そのモデルの気候パラメータを変化させることに  

より予測を行った。モデルとしては，ファジーモデルとロッジモデルの2つのタイプのモデルを  

読みた。その結果，ロッジモデルの方が的中率が高かった。そこで，ロッジモデルの気候パラメー  

タを変化させることにより・ポテンシャルシフトの予測を行った0条件として 

l℃＿上二界，2℃上昇，3℃上昇の3通りについて試みた（衷4）。その結軋 年平均気温1℃  

＿ヒ昇によって，全国379，611メッシュのうち，その約23％に相当する86，565メッシュで現在  

の植生分類とは異なる植生分類に推定されることが分かった。  

／  

（6）健康影響に関する研究   

次に，温暖化の健康影響についての研究を紹介する。この研究は地球温暖化の健康影酎二間し，  

国内外においで社会医学的調査を実施すると共に，人工環境制御下でのモデル実験に基づくシ  

ミュレーションの結果と有機的に結合し，次世代を中心とした人類の健煉リスクを予測していく  

ことを目的としている。このため第1に，内陸性気候帯において観察される夏期の異常高温や，  

ヒートアイランド現象による熱帯夜等の熱ストレスによる直接的健康影響の予測，第2に．熱帯  

域の拡大に伴うマラリア，デング等の熱帯病の地上・拡大の可能性を検討する間接的健康影響の  

予測について，研究を行っている。   

まず，温暖化による健康リスクと手法開発に関する研究については，IPCCの地球温暖化によ  

る気温上昇量の予測を適用して，細胞，租軌個体レベルの障害と適応現象を解明するため，調  

査とモデル実験を行った。国内では内陸性気候の長野県を対象に，海外では大陸性気候の中国南  

部を対象に調査を実施し，この調査結果に基づいて人工環境制御下でのモデル実験を行った。   

その結乳高温環境下では摂食量が減少し成長抑制が見られる一九 中枢神経による体温維持  

機能が破綻し，深部体温が上昇することが分かった。図12に示すように．熱ストレス下の実験  

動物の肝臓における生化学的変化としては，深部紘温上昇の初期にラジカル障害が引き起こされ，  

熱ストレスの負荷の続く間，脂質過酸化l琴吾が継続することが分かった。脂質過酸化障害は細胞  

の膜構造の変性や，代謝機能の低下に結びつくため，広範な生体障害作用へと進展する恐れが強  

い。また．熱ストレス下の肝細胞においては，細胞の恒常性維持のための数種の熟ショックタン  

パクが誘導されていた0熟ストレスは免疫系に対しても顕著な影響を及ぼしているが，感染抵抗  

性の低‾Fに結びつく免疫系の変化については，緊急を要する重要な研究課題と考えられる。   

夏期の暑熱の死因別死亡に及ぼす影響を予測するため，人口動態統計を用い1984年から1988  

年の5年間にわたり疫学的解析を行った。図13に示すように，敗血症に関する死亡月別集計の  

結果，夏期における死亡の増大が観察された。夏期の暑糾二よる免疫系への影響が予想されたた  

め．今後細胞性免疫と液性免疫への影響を検討する予定である。さらに特定疾患発生の季節変化  

について，疫学調査を進めつつある。   

今衡 モデル実験及び暑熱下の疫学調査研究と有機的に結合し，GCMモデルによる夏期の孝  

一42一   



衷3 温暖化における生物季節（植物）と月平均気温との関係  

イチtウ 落葉  11／2－12／16  10（17）  
11（8）   

イロ几古け  落糞  11／6－12／21  WI（8）  0．8－1．2日（0．‘2日）遅      紅1から尾＃までの日掛i20日前後遅れる。  

10（9）  

11（1り   

CI：寒さ指数、Wl；温五指欽  
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衷．4 年平均気温1℃上昇が植生分布に及ぼす影響の予測  

年平均気温1℃上昇を仮定した場合の推定 ・  

団  十  ¢）．  ④  団  団  回  ＋  計   
226  272   0   0   0   0  546  

①      0  48              41．4  49．8  0．00  8．8  0．0  0．0  D．0  0．0  0．1  
0   0   0  16329  

団  0  9166  4633  160Z  928            0．0  56．l  28．4  9．8  5．7  0．0  0．0  0．0  4．3  
D  55679  10510  131l   0   0   0  67500  

推                                                                                    ③  0                    0．0  0．0  8Z．5  15．6  1．9  0．0  0．0  0．0  17．8  疋  
0   0  7】538  2102  10700   0   0  84340   

さ  十  0                  れ た  
0   0   0  16204  10906   0   0  27110   

硯  
の  

0   D   0   0  100642  41313   0  141955   

吠  自  
砧  0   0   0   0   0   0  37284  2240  39524   

0．0  0．0  0．0  0．0  0．0  0．0  94．3  5，7  10．4  

0   0   0   0   0   0  2307  2307  

十  
226  9438  60312  83698  ZO545  1Z2248  78597  4547  379611  

計                      0．l  2．5  15．9  ZZ．1  5．4  32．2  20，7  1．2  100．0  

各カラム上段は3次メッシュ（約1kmXlkm）の頻度，下段は各行における構成比（％），  

丸数字は他生分頬をあらわし，それぞれ①コケモモーハイマツオーダー（高山帯・寒帯植生），  

（丑シラピソトウヒオーダー（激高山帯植生），③ナシマザサーブナ群団l（オオバポダイジュ  

ミズナラ群落など北海道型冷温帯植生），信）ナシマザサーブナ群同u（日本海型冷温帯植  

生）．⑤スズタケープナ群団＝太平洋旦竺冷温苛植生）．⑥シキミーアカガシオーダー（内陸型  

暖温帯柄生），（ヨイズセンリョウースダジイ許団（沿岸型曖温帯植生）．（秒ポチョウジースダ  

ジイ群団（亜熱帯側生）である。  
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図12 熱ストレス負荷による肝臓の脂質過酸化的障害  
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凶13 敗血症の月別死亡数  

熱の上昇量の予測値に基づき，次世代を中心とした人類の健康リスクのシミュレーションを行う  

予定である。   

一九動物媒介性感染症の拡大予測に関する研究については，マラリア及び媒介蚊の分布と地  

理的気象条件との関連を明らかにするために，①東南アジア地域におけるララリア分布北限の一  

つと考えられている中国雲南省における現地調査，②沖縄における過去のマラリア流行の歴史  

及び③現在の沖縄における媒介蚊の分札 について検討を行った。   

まず，中国雲南省における現地調査については，書簡省南部に伯：置する西双版納（シーサンパー  

ナ）の向東（シャンドン）とその周辺地械で予備調査を実施した。この結果によれば，向束にお  

けるマラリア陽性率は約10％で，周辺地域を含めればマラリアの有病地から無病地までを連続  

して選ぶことが可能と思われる。これにより，マラリア分布と気象条件との関連を示すデータの  

人手が可能となろう。   

また，沖縄におけるマラリアの流行の歴史については，図14に示すように，1945年戦火の拡  

大とともに，山岳地への避難が始まるとマラリア雁患者数が急増したが，1958年以降患者発生  

は減少し，1962年には患者発生は見られなくなったことが分かった。この間の種々マラリア防  

あつ対策が施されており，決してマラリア流行に必要な自然環境か消失したためではないことに  

は，十分留意すべきである。   

次いで，沖縄における媒介蚊の分布の現況については，マラリア媒介蚊であるコガタハマダラ  

カ，シナハマダラカは一時期消滅したと考えられていたが．現在では再び．石垣島や宮古島等に  

おいて市街地を離れた渓流等に普通に生息していることが確認されている掴15）。気象条件の  

みを考えれば，我が国においてもマラリア媒介蚊及びマラリア原虫の生息は現在でも可能である  
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1925   1930   1935   1940   1g45   1950  柑55   1g60  

図14 沖縄県ノし韮山群島におけるマラリア催患者数の年次推移偶島直規，1ら76）  

1944年度は不明。  

○ 調査水域37  
●m：A†L仰ふ油棚高が生息していた水域  

●S：A軋出血珊癒が生息していた水域   

凶15 石垣島における血呼んgJgぶ属幼虫の生息調査（1990年8月9日～15日）  

－46－   



ことを裏付けた。   

今後，これらの調査データを用いてマラリア流行モデルを利用したシミュレーションにより，  

温暖化によるマラリア分布域をできるだけ正確に予測することが必要である。  

（7）都市現場への影響に関する研究   

位後に温暖化の都市影響に関する研究を紹介する。この研究は，人間晴動や財産それに人口が  

集中する都市において．温暖化影響がどのように現れるかを総合的に解析しようとするものであ  

る。平成2年度においては，国立環境研究所で開発した知識ベース・システムを適用して，温暖  

化の都市影響を総合的に評価するシステム開発の可能性について検討した。平成3年度では，こ  

の知識ベースの改良を試みるとともに，知識ベースに入力するデータを収集して，このデータを  

もとにいくつかの分析を行った。   

まず，知識ベースの改良については，知識ペースとモデリング支援システムとのリンケージを  

改良して，温暖化の都市環境影響モデルの基本構造を収集された知識から推定する2つの方法に  

ついて検討した。1つは，知識の構造からダイレクトにいくつかの簡単なモデル構造を推定し，  

この構造に直観的なパラメターを与えて思考実験を支援する方法で，他の1つは，知識の構造と  

ともに実際の定量的データから最も望ましいモデル構造を推定して，統計的にパラメターを推計  

する方法である。後者のリンケージについてはいくつかの解決すべき閃題点が確認され，平成4  

年度に継続して実施する予定である。   

次に，知識ベースに人力するデータについては，地球温暖化の都市影響や人間居住への影響に  

関して今までに世界各国で実施されている研究報告，約60件を収集してそ甲知識の槻要をレ  

ビューした。表5はそのうち．まとまbた成果の得られているもので，影響の直接的原因及び影  

響の種類によって分類整理している。この表に示すとおり，今までに温暖化の都市影響分野で研  

究された主な対象は，海面水位の上昇に伴う都市災害や土地資産への影響である。これに比べる  

と，温度上昇や降水パターンの変化による影響の研究は扱が少なく，蒸発量増加，水温上界，二  

酸化炭素濃度の増加による都市影響についてはほとんど研究がなされていない。この調査結果に  

よって，今後の評価総合システムの開発方針にいくつかの再検討が不可欠であることが明らかと  

なった。第1に，今のところ温暖化の都市影響に関する体系的知見が得られておらず，総合評価  

が非常に難しいこと，第2に，したがって総合評価に際しては専門家の直観による知識データの  

補完が不可欠であること，節3に，総合評価の方法箪について，確定できない要因の数とその不  

確実性の幅が大きいことから，不確実さを前提として総合評価の方法論を再検討する必要がある  

こと，である。これらの設計条件をもとに，平成4年度においても総合評価システムの開発を継  

続する予定である。   

一方，温暖化による都市廃棄物処分場への影響についても，研究を行っている。廃棄物埋立処  

分地において，メタン放出量とメタン放出量に影響を与える気象条件との関係を明らかにするこ  

とを目的として，埋立終了後，約7年が経過した廃棄物腹立処分地に設置されているガス抜き非  

戸で1年臥 メタンガス放出鼻の連続測定を行った。同時に降水量や気温などの気象項目も連続  

測定を行った。ガス抜き井戸からのメタン放出量はかなりの時間変動を示した。その変動は地上  

気圧の影響を受けており，地上気圧が低下傾向にあるときにはメタン放出量は増加し，地上気圧  

が上昇傾挿‖こあるときにはメタン放出最は減少した。晴天時の地上気象が安定しているときでも，  

大気潮汐による地上気圧の24時間周期に伴ってメタン放出量にも24時間周期が認められた。以  

上の結果は，廃棄物埋立地からのメタンガス回収技術を確立する上で，埋立槽内の圧力と吸引庄  
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衷5 温暖化の都市影響に関する収集知識一覧   

温度上昇   降水パターン変化   CO2濃  
雪の 、少  発皇 増加  火塩の 昇   の上昇   海面水位の上昇   

・塩良化に上る良房す自1減予ボ  
・カリフオルニアーー201¢年のt  

エネルギー消費    消費予測、年国電力滴罫増加 ・・ニュージーテントせ房讐i瞳  

・インドネシアー一滴費i増加   

・都市の水供給への影轡  
・北欧－一降水1と流水量の増加  

・地中蕗周辺紘一流水量増加による水不足  
・日本一・水管理システムの圧迫  

水資振，水利用  ・カナター「地下水の減少、折で      ・ニュージーランドーー水質羞イと  ・塩水化同属  
渇水   ・イギリスー・水管】望システムの再設計  ■オーストラリアー♯西和の大都市（バー  

・デラウェア州一劇著な水1低下  ）の水供給の減少   

・こユーヨークーー水不足  
・五大桝・「水滴罫1賦少・増加の手折  

・地中海沿岸・花王による港湾都市の影響  
・地中海周辺墳－一放水量増加による水不足  
・日本一一千はつの泉南イヒ、降水月内の短期  
ヒ  

水環境  ・ニュージーラント「降水王増加  ・根岸侵食対兼   
・－イギリスー年平均l堅水量増加、最高水量  

季節変動の増大  
・フィラデルフィア・塩水侵入  

・人体や都市大気への＃轡評価  

・酸性雨への露轡  
・成層圏オゾン杜娩の地上への  

大気質     ●  
・大気中のオキシダント蛙オ  
ゾン濃度上昇による汚染域鉱夫  

近郊点差  ・わ市欄への洪水．塩水イヒニ地下水面上  

など¢影轡子房I   

都市緑地  
レクレーション   

環境  
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温度上昇   降水バターン変化  雪の  
’少   昇  

‥隆株高】也域で洪水  
・シナリオそ用いた洪水よ  ・海岸地域での線材的危険性や影響  
る被書手オl  ■豪雨による排水、下水禁偏に影讐  
・地中料沿岸・ヾ払更に上る港  ・折職への洪水．塩水化．地下水面上昇など  
著l市の班  影瞥予示ー  
・日ヰニー低地の氾左  ・シナリオを用いた洪水による被害予測  
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タロン被害増大、海岸侵  ．人口淀入局慮  
都市災書  によるま丘畿専、河川付  ・イギリスー一向口♯1；発達した蕊真木市への脅  

‾の洪水、地下水面上昇に  
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中家雨による斜面の不安  被専（ラゴス）、ブラジルーメこ都市の侵食・  

化、ま丘の風音は減少、  被害、マレーシア一橋岸侵食、  
水雛増大、河口付近の  カール増水餞入、サヘル地♯の干はつ   
、水で住居不可能  
・地中障沿岸一億Eによる港  

土地資産  
和布の影瞥  ・海岸地域での租対杓危検性や＃鬱  

・ニュージーラント1降水増  ・海岸侵食   
軟弱基盤に上る建設同塵  

都市住民  
健康   ・人体．生働．病気への影轡  

・カナダ・一輪迭粛の崩洩  ・五大材一内隆水上交  ・西アフリカ、中央アフリカ海岸地域一河口域  
交通  ・鹿地方一亜文孟可臨調問の軍  のよ搬許容1¢減少  

に発達した都市への脅威  
長、道為冬季縫持質蛙減  ・高速道臆に打撃   

・建造物、8、高速道鶴、発電所に打撃  

・ビデオマツピングを用い  ・洪水による都市域への人口泣入く西アフリカ、  

た＃岸侵食畿書手猟人ロ  
中央アフリカ蕗岸地牧、バングラデシュ）  

同月】  ・シナリオを用いた洪水に上る被害予測  
・太平洋諸島からの亭民の  ・ゴ胱大西洋岸、メキシコ湾岸のバリアー烏の  

・ビデオマッピングを  くの都市（ガルベェストン、マイアミビーチ、  

移住   
・カナタ一人口移動（居住空眉                        け入れるま丘のレンタル  

病巣）   の発達  いた海岸侵食線審予  メリーランド、オーシャンシティ、アトランテ  

リ〈ンダラデシュー僕水によ  ．人口魔人同月  ィクシティ）、三角ガ1地帯及び地帯の都市（カ  

る都市壌への人口泣入  カワタ、上席、バンコク、ジ十カルタ、東京、  
灰、ロンドン、ロッテルタム、ヴェニス、こ  
ユーオリンズ〉の危機  
・サヘル地域一千はつによる人口魔人   
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力とのバランスが重要な操作要因であることを示すものである。   

廃棄物埋立処分地からの温室効果ガスの発生抑制対策として，埋立工法の改良の検討を行った。  

具体的には，内径485mm，高さ50mの塩化ビニール製の廃棄物埋立模型槽に都市ゴミを充て  

んし，1基の模型槽は底部から6．25J／時間の空気を吹き込む好気性埋立槽でもう1基は空気を  

遮断した嫌気性埋立槽とし．これらを感度0．1kgから2tまで計算できる大型重量計に乗せた。  

埋立廃棄物の重量変化は，日降水量，蒸発散量，浸出量，浸出水中の蒸発残留物量とガス化消失  

量による物質収支から決定される。ガス化消失量を好気性の場合は二酸化炭素，嫌気性の場合は  

二酸化炭素及びメタンとして，物質収支式から求めた。ここで，これら温室効果ガスの発生源を  

埋立廃棄物中の易分解性有機物と考え，易分解性有機物量当たりのガス化消失量を無次元化して  

ガス化牢として定義して，ガス化率の経時変化を求め，好気性及び嫌気性の埋立コニ法別予測モデ  

ル式を導出した。  

（8）おわりに   

地球温暖化の防止対策や影響に関する研究は非常に広範囲な対象を含み，また大変多くの研究  

領域にまたがっている。このため，国内外の研究者との交流や共同研究を進めるとともに．着実  

な研究推進体制を確立するよう努力しているところである。  
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2．4 酸性雨に関する研究  

〔研究組綴）地球環境研究グループ  

統括研究官  

酸一性雨研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  

地域環境研究グループ  
都市大気保全研究チーム  

社会環境システム部  

情報解析研究室  
化学環境部  

計測技術研究室  
計測管理研究室  
動態化学研究室  

大気圏環境部  
火気反応研究室  

水二1二壌凶環境部  

水環境工学研究室  

土壌環境研究室  
生物圏環境部  

環境植物研究室  

秋元 拝  
○藩口次夫・村野健太郎・舌仙史郎・佐竹研一・  

河合崇欣  
野尻幸宏  

若松仲司  

須賀伸介  

向慨二人史  
西川雅高  

田中 敦  

福山 力  

海老瀬潜一  

高松武次郎t服部浩之・土井妙子  

大政謙次・名取俊樹・藤～召康実・清水英幸・  

戸部和夫  
岩熊敏夫・多田 摘  

出中 浄・榊  剛  

5名  

生態機構研究室  
分子生物学研究室  

客員研究員 35名，共同研究員  

〔研究概要〕   

地球環境問題は1980年代の半ばから世界の科学者あるいは国際政治の場で注目され．論議さ  

れている。このうち，酸性雨は成層圏オゾン層の破壊や地球の温暖化等の問題と並び現実的かつ，  

緊急の課題となっている。   

ヨーロッパ大陸中東部，北東部及び北米大陸東部では20年以上前から酸性雨による森林の枯  

乱 陸水域の酸性化による水生生物の死滅が顕在化し，国際的な越境汚染問題として論議されて  

きた。   

妓が国ではこれまでのところ，欧米のような大きな被害は出ていないが，最息 関東地九 中  

国地九 北九州地方の一部でスギ，モミ等の被害が問題となっている。我が国は昭利30年代の  

終わりから，酸性開の原因物質であるSO2の排出長の削減に努めており，環境中のSO2濃度はエ  

ネルギー消費量の増大にかかわらず低いレベルが保たれている。しかし，束アジア地域はヨーロッ  

パ大阻 北米大陸に次いで酸性雨の前駆体物質であるSO2，NO∫の排出是が多く，今後さらに増  

大することが予想されている。酸性開は大気圏，水圏，土壌幽，生物圏などあらゆる環頓に関与  
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する問題である。したがって，その解明には自然科学の多くの研究者からなる学際的，総合的な  

研究が必要である。本研究ではそのために当研究所の他のグループ，基盤研究部門及び大学，地  

方公害・環境研究機開からも多くの研究者の参加を待て総合的に研究を推進している。   
酸性雨の生成機構，輸送過程及び北上への降下メカニズム、人体，動植物，建造物などへの被  

害の定量化，土壌，陸水滅の酸性化プロセスの解明，それらの有効な対策を樹立するための総合  

的な研究を遂行するためには少なくとも10年程度の研究期間が必要であるが，本プロジェクト  

では，3か年の研究計画を立てた。   

本年度は3か年計画のうち2年目に当たり，次の4課題について研究を行った。   

なお，本研究で酸性雨とはそれが与える被害の観点から単に渥性（雨，雪など）の降下物だけ  

でなく，乾性の降下物及びガス状の酸性物質，酸化性物質も含めていうこととしている。  

（1）東アジアにおける酸性雨の動態解明に関する研究   

ヨーロッパ大陸，北米大陸では前述したように酸性雨の被害が古くから顕在化していることも  

あって．酸性雨の大気中での反応，生成機構，その輸送プロセスなどもかなり解明されている。   

我が国を含めた束アジア地域では酸性雨の動態はまだほとんど明らかになっていない。東アジ  

ア地域でのこれらの動態解明のためには東シナ海，日本海上空での反応，生成が特に重要である。   

束アジア地域において地上の発生源から大気中へ放出されたSO2やNo∬が，大気中でヒドロ  

キシルラジカル等の過酸化物と反応して硫酸や硝酸に酸化されるメカニズムと，それらがエアロ  

ゾルヤ望に取り込まれて輸送され，地上へ到達するプロセスを明らかにするため次の研究を行う。  

1）東アジアにおける酸性雨及び関連物質の動態解明のための地上モニタリング及び‾束アジア  

からの酸性雨の影響を的確に評価するための地上モニタリング   

2）東シナ海及び日本海上空での航空機観測とデータの解析   

3）地上モニタリング及び航空機観測のための微量酸性，酸化性物質計測システム及び校正シ  

ステムの開発   

4）酸性霧の生成と汚染物質の取り込みプロセスの研究   

5）酸性，酸化性物質の物理的，化学的過程の研究  

以上が3か年の研究課題である。年次計画をブロック囲で示す（図1）。  

（Z）自然植物系における酸性雨の影響に関する研究   

“酸性鞘’’の自然植物系への影響を考える上で，特に硫黄，窒素，カリウム，カルシウム，マ  

グネシウム，アルミニウム，重金属等の諸元素の生物地球化学的挙動を的確に把握することが重  

要である。そこで，これらの元素のうち本年度は捌こ硫黄及び鉛に注月して研究を進めた。硫黄  

については，以下に示すように植物試料や土壌試料に含まれる各種の硫黄化合物の化学形態別定  

量分析手法を検討し，植物及び土壌試料への応用を行った。また，鉛については特にICP－MS法  

及び固体ゼーマン庶子吸光法による分析手法を検討し，スギの樹皮及び木質部の分析を行うとと  

もに，鉛等による植物試料の汚染の経時変化を評価するためのプレート被覆法を考案してその検  

討を開始した。さらに，“酸性雨”の自然植物系への影響を室内実験によって検証するため前年  

度製作した霧（フォグ）チャンバーを用いた植物の生長及び生理機能に関する研究も行った。  

1）樹木へ及ぼす影響が大きいと考えられる酸性霧暴露チャンバーの開発とそれを用いた実験   

2）実験に供する針葉樹（スギやモミ）の育成方法の開発   

3）フィールドに】おいて樹木の枯損の原因を明らかにするためのオープントップチャンバー法  
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平成2年度  平成3年度  平成4年度  

図1 東アジアにおける酸性雨の動態解明に関する研究  

及び配直法による実験手法の開発   
4）高感度分析法を用いた樹木各部の元素分析法の確立と樹木枯損原因の追求   

5）赤外線画像計測法を用いた樹木枯損の早期評価法の確立   

6）酸性降下物のモニタリングのための指標植物の検索  

研究の年次計画をブロック図で示す（回2）。  

（3）酸性降下物の陸水，土壌への影響機構に関する研究   

環境庁の第1次酸性雨調査の結果によると扱が国の酸性降下物量は欧米の被害が顕在化してい  

る地域と余り変わらない。しかし，同時に行われた湖沼の調査では酸性降下物によると思われる  

酸性化は確認されていない。陸水域の酸性雨による影響は土壌の酸性化から始まる。我が国の土  

壌中での酸性降下物の挙動を明らかにし，土壌中和能の定意化及び各陸水域の酸性化を予測する  

ために次の研究を行う。  

1）酸性降下物量の計測と陸水蟻酸性化予測のためのモニタリング   

2）酸性化しやすいと推定される湖沼や河川の調査と解析   

3）土壌中和能推定のための研究   

4）降雨流出水質に及ぼす酸性雨の影響の研究   

5）湖沼や河川の酸性化が水生生物相に与える影響の研究  

研究の年次計画をプロ・7ク図で示す（図′3）。  

（4）東アジアにおける酸性雨原因物質の制御対策とその評価に関する研究   

東アジア地域はヨーロッパ大陸，北米大陸に次いでSO2，NO∫など酸性雨前駆体物質の発生鼻  
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図2 自然植物系における酸性雨の影響評価に関する研究  
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図3 酸性降下物の陸水，土壌への影響機構に関する研究  
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の多い地域である。この地域には判乱 インドなど多くの人口を抱え，エネルギー消賓の滞在能  

力を持つ途上国が存在する。したがって，これらの地域のSO2，NO∬の排出量の現状を正確に把  
握し，産業構造の進展等の予測と合わせて，将来の排出量をできるだけ正し〈予測すること，及  

びこれらの地域から排出されるSOz，NOズなどを効率的に制御するための技術を評価するために  

次の研究を行う。  

1）東アジア地域における酸性硝原因物質の排出量の推定と将来予測に関する研究   

2）東アジア地域におけるエネルギー形態の将来予測に関する研究   

3）排便脱硫及び脱硝装置の評価に関する研究   

4）流動層燃焼プロセス技術の評価に関する研究   

5）開党途上国における脱硫及び脱硝の最適プロセスに関する研究  

研究の年次計画をブロック図で示す（図4）。  

図4 束アジアにおける酸性雨原因物質の制御対策とその評価に関する研究  

〔研究成果〕  

（1）東アジアにおける酸性，酸イヒ性物質の動態解明に関する研究  

1）地上観測に関する研究   

束アジアにおける酸性，酸化怪物質の動態解明のために，南西諸島（沖縄本烏，西表島，奄美  

大畠），日本海（隠岐島），及び国内の適地（八方尾軋八甲田山）を選定し，雨水成分，エアロ  

ゾル成分，オゾン等の地上観測を継続している。   

①沖縄辺戸岬大気化学研究ステーションにおける観測   

オゾン濃度の観測が行われたほか，ステップサンプラ一によるエアロゾルの捕集分析が9月下  

旬－11月上旬に行われた。オゾン濃度は日内変化をほとんど示さず，ステーションは人為起源  

物質の影響が少ない低汚染地域であることが明らかとなった。エアロゾル中の化学成分の律時変  

化によると，Al，Si，Fc等の土壌起源物質とS，Naは異なる変動を示している。また，Sは海塩  

起源と人為起源の加わった成分でありNaと同一変動を示す部分と異なる変動を示す部分があ  
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る。  

（訓急岐烏における観測   

洗浄比について：冬期と夏期の個々の雨に関して洗浄比を求めた場合の雨量と洗浄係数の問に  

は，冬期はほぼ一定の関係式が得られるが，夏期はばらつきが大きくなった。しかし，夏期のデー  

タのいくつかの点は冬期のデータから求めた回帰直線上に乗っており，洗浄係数に季節差のない  

場合もあることが分かった。残りの点は，すべてが洗浄係数が′トさくなっており，雨の降り方に  

よる違いが現れている。その理由として，降雨強度が榛端に大きいような雨の場合（どしゃぶり）  

や，雨を降らしている上空の暖かく湿った空気と地上で観測している下層の空気の気団が異なる  

ことなどが考えられる。本年度の観測から前年度のように粉じんの1か月平均値を地上のデータ  

として用いた場合には，特に夏期の場合は実際の洗浄比を示していないことが考えられる。   

気流線解析について：気象庁の客観解析データを用いて，バックトラジェクトリーの手法よ  

り，隠岐島に到達している気流を3日間さかのぽって計算した。この解析を毎日繰り返し，どの  

ような気流によって隠岐島の大気が影響されているかを検討した。周5，6は夏，冬のそれぞれ  

1か月間のトラジユタトリーの結果である。冬期はほとんどが大陸から気団が来ていることが明  

らかである。一九 夏期には太平洋からの気団の影響がかなり強〈あることも分かる。この解析  

により，隠岐島で観測される冬期の成分が大陸に影響されていることがうかがえる。   

硫酸イオン濃度のトレンドについて：粉じん中の化学成分の中で，硫酸イオン濃度はここ7年  

ばかりデータが出ているが，その長期トレンドは大気中濃度の微増を示している。冬期だけでは  

な〈夏期においても濃度増加が見られており，近年の日本海周辺の発生量の増加があると考えら  

れる。その¶つには，桜島を含む火山活動の活発化であろうと考えられる。1988年以来，桜島  

や阿蘇山の活動が活発化しており，島根県の観測によっても，桜島火山の影響と考えられるSO2  

の高濃度が観測されている。これは，広域的に硫黄酸化物の放日量の増加があることを示す。冬  

期での硫酸イオンの増加は火山以外にも人為的な増加の要因が潜在的に存在するため今後のトレ  

図51990年8月の1か月間のトラジェク  

トリー  
図61990年12月の1か月間のトラジェク  

トリー  
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ンドに注目する必要がある。  

2）モニタリングネットワーク構築のためのワークショップ開催   

矧軋 中臥旧ソ連を中心として東アジア地域の研究者を招へいして，東アジア地域のモニタ  

リングネットワーク構築のためにワークショップを開催した。  

3）lGAC／PEACAMPOT航空機調査及び集中地上観測   

東アジアの太平洋岸地域は工業の発展と人口の増加により，SO2，NO∫，炭化水素等の大気汚  

染物質の排出量が急速に増加している地域である。SO2やNOェが大気中に放出されれば．これら  

の酸化反射こより硫醸塩や硝酸塩の降‾F量が増加し，いわゆる酸性雨の被害が我が国を含む東ア  

ジア諸国において拡大することが懸念される。そこで，本研究ではIGAC計画（国際地球規模大  

気化学計画）に基づき，PEACAMPOTプログラム（太平洋上の対流圏大気に対する東アジアの  

大陸性気塊の影響）と名付けた航空機調査を，韓国，中国を含めた国際共同観測として行った。   

本観測の科学的目標は以下のとおりであった。   

①東アジア地域における1次及び2次汚染物質の長距離輸送と沈着の過程を明らかにする。こ  

の目的のため，粒子状物質の定性，定量を行う。   

②東アジア地域における大気汚染物質の輸送と化学変化過程を明らかにする。この目的のため，  

オゾン，PAN等の酸化性物質及びその前駆体である炭化水素，NO∫の空間分布・濃度変化を測  

定する。   

本観測において観測の主な対象とした汚染質と測定方法は表1のとおりである。これ以外に外  

気温，湿度，全天E［射及びUVも測定されている。なお，使用航空機はCESSNA404型（所属：  

昭和航空（株））である。観測は長崎大村空港を基地として以下の日程及びルートで行った。  

（DlO月5t6日：長崎一与論島 往復   

②10月7・8日：長崎－ソウル 往復   

③10月10・11日：長崎一新潟 往復  

観測結果の一例として10月6EIの観測で得られたオゾンの濃度変化を図7に示す。   

さらに航空機観測時には集中的な地上観測を沖縄本島，対馬，隠岐島，八方尾根で実施した。  

観測項目を表2に示した。ステップサンプラ一によるエアロゾルの捕集分析が9月下旬－ユ0月  

上旬に行われた。エアロゾル中の化学成分の経時変化を図8に示した。Al，Si，Fe等の土壌起  

源物質は対馬と沖縄で似た変動を示しているが，S，Naは2地点で異なる変動を示している。ま  

表1 観測項目及び測定方法  

測定項目  測定方法  

（紫外線吸収法）  

（オゾン化学発光法）  

（真空容暑旨採集法）  

（含浸フィルター法）  

（カートリッジ捕集法）  

（ハイポリューム・サンプラー）  

（インバククー法）  

（真空容器採集法）  

オゾン  
NO芳  

非メタン炭化水素  
SO2，HCl，Nf†3  

アルデヒド類  
無機エアロゾル  
エアロゾルの形態  
一酸化炭素  
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図71991年10月6日の与論良一長崎間のオゾン濃度  

表2 集中地上観測地点と観測項目  

観測地点  
測定項目  サンプリング装置  分析法  

隠  
岐   

爾  ○  ○  ○  ○   バケツ式   
03  ○  ○  ○  ○  8asibiOヨ計   UV  

SO2  ○  ○  ○  ○  ローボリューム   IC   

NH3  ○  ○  ○  ○  〝   IC   

WO3  ○  アニューダー   IC   
H肘0】  ○  拡散スクラバー   IC  

RO？  拡散チューブ   
RCtlO  ○  IC                ミストチャンバー   

RCOOH  ○  ′′   IC   

PAIl  ○  
○  血川  
○  CL  

○           ○   
Imor8．loms  0 0   ○  ○  ローボリューム   IC   

EC．OC  （⊃  ○  ○  ○  ハイポリューム  C7ナライサ’－   

HSA  ○  ○  ○  テーナサンフラー  IC   

た．八方尾根は標高が高く雲の中であり，隠岐島と含め両地点はすべての成分で濃度が低かった。  

4）微量酸化性物質の計測システムの開発   

有機過酸化物のうちヒドロペロキシド類は自然起源の炭化水素とオゾンとの反応で生成するこ  

とが知られており，関東地方のスギ枯れ等植物の被害に関連している可能性がある。しかし，ニ  

ー 58－   



－  

∴■r∴．、∴丁 ‥ 
．  

、ニーー‥‥‥∴．‡．二■い‥∴  
∴：叫－∵．∵∵  

‥－ 

∴、 
－ 

こ：て■■′∴‥  

－1 

一
■
－
一
一
．
囁
－
 
 

○■■j■■  

．、ごご1い・・小・・ト．  

図8 国内5地点におけるAl，S，Na濃度の軽時変化  

れらヒドロペロキシド類の収率や生成機構に関する情報は現在のところ極めて少ない。本研究で  

は前年度構築した高速液体クロマトグラフー化学発光検出器の有機過酸化物分析システムを用  

い，イソプレンオゾン反応によって生成するヒドロペロキシドの分析を試みた。反応には内容  

積4m3のエアロゾルチャンバーを用い，生成物を蒸留水に捕集したのち分析した。図9に示す  

ように数種類の過酸化物が検出されたが．従来重要な生成物と考えられゼいた過酸化水素の生成  

がほとんど見られないことは注目に値する。最も高収牢のピークは保持時間の一致からメチルヒ  

ドロペロキシド（Crl300H）とヒドロキシメチルヒドロペロキシド（HOCH200H）と考えられる。  

（2）自然植物系における酸性雨の影響に関する研究  

1）硫黄の化学形態別定量分析手法の検討と応用   

酸性雨などによって植物一土塊生態系に負荷された硫黄は，系内で移動や形態変化などを繰り  

返し，結果的に生態系に何らかの影響を及ぼす。そのため，その影響を評価するには，負荷され  

た硫黄の生態系内での形態を知ることが重安である。この観点から，土壌や植物試料に含まれる  

硫黄の形態を分別定量する方法を確立した。分析できた硫黄の形態は，全量硫乱硫酸，敵化物，  

黄鉄鉱，元素状硫黄及び有機硫黄である。また，有機硫黄をエステル硫軌 スルホン乳 チオー  

ル及び炭素鎖硫黄に分別する方法も同時に確立した。①全量硫黄：試料（約30mg）を30％の  

過酸化水素水（3mりを用いて二重容器の高圧ボンベで酸化分解（140℃，4h）した後（植物  

試料の場合には，微量の酸化鉄を触媒として加える），50％のフッ酸（500／り）を用いてホット  

プレート上で追加分解する0分解液は・一皮蒸発乾回させた後，0・1M炭酸ナトリウム溶液を加  

えて振とうし，摘出された硫酸をイオンクロマトケラフィー（1C）で分析する。②硫酸：約100  
mgの試料を5mJの0．1M炭酸ナトリウムまたは2％酢酸（アンモニア水でpH3・5に調整）で  

抽出し，lCで分析する。③硫化物：窒素置換した反応容器（容器の説明は省略）に試料（約100mg）  
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図9 ヒドロペルオキシド類のクロマトグラム  

を取り，6％の塩酸ヒドロキシルアミンを含む9M塩酸（10mり を加えた後，加熱（約105℃）  

しながら窒素通気（10血／min）を行って（1．5h）硫化物を分解する。発生する硫化水素は少量  

の過酸化水素を含む0．1M水酸化ナトリウム溶液に捕集し，ICで分析する。（む黄鉄鉱：窒素置  

換した反応容器に試料（約1POmg）と砂状亜鉛（1g）を取り，10％の塩化第一スズ（2水和物）  

を含む35％塩酸（20mJ）を滴々加えて分解する。塩酸溶液を加え終わり，水素ガスの発生が  

穏やかになれば，溶液を加熱（約105℃）しながら窒素通気（2h）を行って分解を完了させる。  

発生する硫化水素は③と同様にして分析する。⑤元素状硫黄：試料（約100mg）に10％酢酸  

亜鉛（100／∠り を加えて酸化を防止しながらシクロヘキサン（3mりで2回抽出する。抽出液は  

反応容器に取り，溶媒を揮散させた後，④と同様の方法で硫黄を分析する。④の分析値には，硫  

化物や元素状硫黄からの硫黄も含まれるので，黄鉄鉱の濃度は，④の分析値から③と⑤での値を  

差し引いて求めた。有機硫黄は，全量硫黄から硫酸と（むでの値を差し引いて求めた。本法を火山  

性酸性土壌ヤその周辺の植物試料に適用して手法の信頼性を検討した結果，大変良好であること  

が確認できた。  

2）スギの鉛汚染及びプレート被覆法の予察的検討   

過去30年間にわたってスギ樹皮に蓄積した鉛の量を評価するため，日光及び屋久島で採取し  

た樹齢約350年スギの樹皮を深さ方向に分析した。日光の試料は，日光街道スギ並木から採取  

したもので，管理のためのアルミニウム梨のプレート（4×14亡m）がアルミニウム製の釘で固  
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志されている。このプレート直下と上下の樹皮，及び非汚染地域である屋久島のスギ樹皮とを比  

較した。試料は，カミソリで表層から0、5mm以十の厚さにはく離し，フッ素樹脂製容器中で，  

硝酸蒸気によって加圧分解した後，主成分，微量成分は1CP発光分光法により，鉛はビスマスを  

内部標準に用い，1CP質量分析法により分析した。   

屋久島試料の殴表層（厚さ0．14mm）では，他の層に比べわずかではあるが，いくつかの元  

素で汚染が認められた。表層の鉛濃度は3．5ppmで，探さとともに急速に濃度が減少し．約  

0．1ppm以下となった。また，日光試料でも深い部分では0．1ppm以下となり，木質部ではさ  

らに濃度が低く，ブランクと同等のレベルとなった。したがって，植物自身の持つ樹皮中の鉛の  

バックグラウンド値が，0．1ppm以下であることが確認された。   

El光の3本の試料（R5973，R5975，R5985）では，多くの元素（Al．Cu，Fe，Pb，Ⅴ．Znなど）  

の深さ分場の形は類似したものとなり，屋久島と同様，表層に高濃度を示し，深層で低濃度となっ  

た。しかし，表層鉛が20”150ppmの値を示したように，その濃度分布，いいかえれば汚染の  

程度は一様ではない。   

日光の場合，想定される汚染源としては，アルミニウムのプレート自身からくるもの，沿道を  

通行している自動車等の排F11粒子や，汚染した土壌粒子の巻き上げ．樹幹流による棄等に蓄積し  

た粒子の流失と樹皮への浸透などがあげられる。プレート由来を除いて，いずれも類似した組成  

を持つと予想される。プレート自身からの汚染の可能性は存在するが，以下の点からその可能性  

は低いと考える。スキに打ち付けられたプレート中の鉛漉度は約23ppmで，非プレート部の樹  

皮に含まれる鉛よりも低い濃度であった。それに加えて，プレート直下にはプレートの溶解によっ  

て生じた約10％もの高濃度のアルミニウムが含まれる部分が見いだされたが，高濃度アルミニ  

ウム部の鉛濃度は，非プレート部に比べて同等かそれ以下であった。したがって，プレートの溶  

解とそこに含まれていた鉛の析出が．樹皮表層に見られた多くの元素の集積の主たる起源とは考  

えられない。ただし．R5975の非プレート部試料では，鉛とアルミニウムの相関係数が0．99と  

非常に高く，確かに，ある一定の組成を持った汚染凍に支配されていることが示唆された。駁上  

層の樹皮がは〈落してから経過した時間の長さや汚染源である道路に対するプレートの方向，雨  

水の浸透しやすい位置にプレートがあったかどうかなどの変動要因が，濃壕差に反映されている  

と考えられる。また，屋久島の場合，日光と比較して直接的な汚染源と接しておらず，長期間に  

わたる広域的な汚染を受けた結果，表層にわずかな濃度増加として検出されたものといえる。   

以下のように葛積量を求めた。深層の鉛濃度が表層に比べて無視できるほど低いため，探さ分  

布の積分が外部から受けた汚染の蓄積量と考えられる。さらに，試料中に検出された鉛濃度と試  

料の量及び試料の面積から計算した鉛総量をプレート部，非プレート部で比較することで，プレー  

トが打たれて以後の鉛蓄積量が計算できる。その量は，3本の試料でそれぞれ，4．5（R5973）．  

1．8（R5975），5．OmgPb／cm2（R5985）であった。   

このように，樹皮とプレートとの組み合わせにより，過去における汚染の蓄積量をさかのほっ  

て評価できることが示された。しかし，もともとモニタリング用に設定されたものではないため．  

初期値に関するデータや条件設定，コンタミネーション対策などが不十分である。材料からの汚  

染が少なく，長期安定なプレートを用い，吟味された実験計画を立てることで，今後進行しつつ  

ある環境変化を樹皮を利用して，モニターできると考えられる。この手法については今後プレー  

ト被覆法としとしてさらに検討を進める予定である。  
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3）植物の∠l三長及び生理機能に関する研究   

野外において観測される酸性霧のpHは酸性雨のそれよりもかなり低く，植物に直接的な被害  

を与えることが懸念されている。そこで．酸性霧の柵物影響を実験的に検討するために開発した  

酸性霧暴露装置（フォグチャンバー）を用いて，その基本的な性能を検討するとともに，環境制  

御室内に同チャンバーを設置し，草本及び木本植物をpHZ－3の酸性掛こ数日一致週間暴露し，  

業面可視障害の発現や植物の生長，光合成活性に及ぼす影響について実験的検討を加えた。また，  

長期間の酸性雨処理の植物影響を解析するために，30週間にわたってpH2～4の人工酸性雨を  

植物体地上部に与え，落葉や生長に及ぼす影響について検討した。さらに，酸性雨によって引き  

起こされる土壌酸性化の植物影響を解析するために，土壌への酸添加処理を行い，土壌のpHヤ  

アルミニウムイオン溶出量と樹木の生長や生理痛性との関係について検討した。－・方，光化学オ  

キシダントの森林衰退に及ぼす影響を明らかにするため，人工光型の環境制御室内で木本植物を  

始めとする種々の植物を，0．1ppmオゾンに数過聞暴露し，これら植物の生長や光合成などの生  

理機能，またクロロフィルなどの生体成分に及ぼすオゾン長期暴露の影響について検討した。   

一方，野外における森林衰退の現状を，相同県や兵埴県において継続的に調査し．森林衰退度  

を明らかにするとともに，雨水のpHや成分，またオゾンなどのガス状汚染物質濃度や，樹木・  

植生・土壌・着生植物の状態などとの関係についても，前年度に引き続き検討を加えた。本年度  

はこれらの野外調査時の手法についてもいくつかの検討を行った。野外における森林衰退との関  

係が注目されている酸性霧や，林外雨，林内子軌樹幹流等の種々の採取方法についてこれまで報  

告された方法や独自の方法について詳細に検討した。また∴酸性術の植物影響の－▲つと考えられ  

る薫からの必須微量金属元素の溶脱を評価するために，，樹木の菓内微還金属元素の分析について  

基礎的検討を行った。さらに，酸性・酸化性物質の影響の指標として，地衣植物からのイオン成  

分の潜脱についても新たに検討を加えた。  

（3）酸性降下物の陸水，土壌への影響横構に関する研究  

1）日本における集水城の酸性化予測と陸水・土壌生態系への影響に関する研究  

「日本でも陸水の酸性化が起こるとしたら，いつ軋 どこから始まるか」という視点から，日  

本の最弱点を絞りJ廿すことを目標に，隙性岩を主たる母岩とする7つの変成帯に流域を持つ河川，  

湖沼のアルカリ度を中心に調べた。測定を高頻度化して現場の変動を十分に追跡するために自動  

採水器とデータロガーを用いた。土壌動物への影響に関する文献調査を行った。   

前年度末の段階で，酸性降下物の影響に対する抵抗力を示す流域の緩衝能と現在の酸性物質の  

負荷の状況と将来の変化予測とから，飛騨変成帯に属し，冬の酸性物質総負荷量が多い日本海側  

の若狭湾以北に含まれる北アルプス日本海側流域が，国内では最も早く酸性化する可能性がある  

地域であると推定した。しかし，現在はこの地域でもまだ酸性化は見られないだけでなく，ま  

た，調査結果は，北アルプス北端の日本海側斜面を下る抑Jlのアルカリ度は0．2meq／J以上あり，  

まだ余裕があることが示された。   

北海道の一部で現在の負荷量でも局所的一時的に酸性化が起こっている可能性やそれに近い状  

態の観測結果・資料も得られたが，以後，積雪量が少な〈融雪期のpH低下は観測されていない。  

また，日本では，融雪初期のpH低下は余り顕著に起こらない場所も多いことが示唆された。東  

アジア地域の祥離己展に伴う負荷量の増大も予測されているので，日本でも陸水域の酸性化によ  

る生態系被害が出る可能性を否定できないという指摘もあるが．負荷量増加についての信頼性の  

高い予測が必要である。奥日光の外山沢では8月終わりから9ノj初めの大雨による増水に伴って，  
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アルカリ度が最大4倍にも増大し．他の潜在元素もそれぞれ増減不変様々な濃度変化を示すこと  

が見いだされた。   

前年度調査・研究の中心フィールドを北アルプス北側流域におき，国内の低緩衝能地域での調  

査結果と比較しながら研究を進めたが．緩衝能の′トさい頂上付近では，雪はむしろ塩基性で，酸  

負荷量の大きい高度の′トさい地域は十分な酸中和能を有することが示され，現状では，すぐに酸  

性化が起こる心配は少ないことが示された。   

日本の変成帯と調査地点及びp札電導度（水温），アルカリ度を蓑3に示す。一般に溶存成分  

の濃度は同じ河川でも集水域面積が小さい上流部で佃が小さいのでこれは目安である。集水域の  

酸塩基反応にも重要な未知の部分があることも示されたが，以上の調査・研究の結果から，暇性  

化の時期とごl三態系影響に関する正確な将来予測をするための十分な研究と迅速かつ適切な発生減  

対策の必要性が示唆された。  

2）地質・土塊の酸性雨に対する水文地質学的応容特性に関する研究   

日本で沖‖llや湖沼の酸性化が顕在化していない主たる理由は，適度の保水性と浸透能を待った  

塩基性の厚い土壌層が流域の緩衝能を大きなものにしているためであると思われる。このままさ  
らに酸性雨が降り続いた場合や駿の負荷量が増えた場合の流域酸性化め将来予測をより精度よく  

行うことと併せて，酸性降下物に対する日本の集水域の特徴を示すことを目標として，土壌浸透  

層の酸中和力に関する特性を評価するために，①深さごとの地下水の平均滞留時間（年代）を測  

定し，流路分配を推定する方法を検討し，トリチウムー3He／4He比法を用いて井水試料の年代  

決定を試みた。②塩基成分の溶脱が進み酸に対する中和力が′トさくなっている関東ローム層及び  

シラスの不かく乱試料を採取し，カラム実験による浸透能及び吸着性・反応性の測定を行った。  

③土壌層表面付近の浸透水の移動に伴う無機元素の移動溶脱・地下からの供給・イオン交換など  

を現場で測定する方法を開発する目的でイオン交換樹脂を充てんしたポーラスカップの機能試験  
を行った。結果はこの方法が有望であることを示した。   

土壌浸透層の穏衝能の定量的評価を進めるには，浸透層の酸中和容量，浸透水流路分配と滞留  

時間，風化による土壌層の生成速度などについて十分正確に知る必要がある。   

地下水や土壌層の試料は，河川・湖沼水の試料に比べて格掛こ採取が困難なため精度のよい定  

量的な結論を得るためには，必要十分な試料を手に入れる条件を整えることが必要である。   

衷3に北アルプス山上湖の双六池で観測された，降水の酸塩基度によって変わる他の酸塩基度  

の変化を示す。これは，集水域の緩衝能がきわめて′トさいことを示すものである。  

（4）東アジアにおける酸性雨原因物質の制御対策とその評価に関する研究   

1）so2，NOJ排出量の現状   

中国，インド，韓国をはじめ東南アジア25か国の1975年から5年ごとのSO2及びNO才の排  

出量を化石燃料の消費量から推定した。中臥 インド，韓国については地域ごとの分布彙を推算  

した。化石燃料中の硫黄含有量，NOズヘの排出係数など，まだ不確定要素はあるが，先進国（13か  

固）との燃料と排出量（SO2，NO方）との割合と比較して妥当な推定値であると考えられる。  

2）so2及びNOズの排出制御手法   

現在，我が国をはじめ北米，ヨーロッパなどの先進諸国で実用化されあるいは試験運用されて  

いる排煙脱硫及び脱硝プロセス，及び重油脱硫装置を網羅し，それぞれの特徴と問題点虻抽出し  
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表3 河川の電導度，PH，アルカリ度  

採取日  採取地点  電導覆 水温  アルカリ度  

［北九州三郡変成帯河川］  

900328   那珂川最上流部細流  
900328   同下村市境流入  
900328   同南畑ダム流入部  
900328   同発電所上碧水棲  
900328   阿南面里  
900328   寅見川樵原  
900328  おかさぎ川志水橋  

［領家変成管内河川］  

9003Z6   六甲天王ダム  
900326   同綱川湖出口  
900326   同布引谷砂防ダム ，  
900326   同住吉川霊園‾F  
900326   那賀川新大橋下  

［飛騨変成帯河川］  

901103   青木湖左岸  
901103   木崎湖右岸  
901104   鹿島川矢沢伏流  
901104、 鹿島川同合流点上  
901104   梓川島々谷川上  
901105   鳥川本沢三叉  
901105   鹿川二沢二号橋  
900829   北ア双六池  
900904   同 上  
900906   同 上  
900909   北ア鷲羽池  
901012   同湖岸  
901012   同湖心表層  
90101Z   同湖心中層  

［秋田市岩見川水系三内川】  

901016   中芝沢中流左流入  
901016   中芝沢橋下  
901016   中芝沢橋下右流入  
901016   中石沢水位観測所上  
901016   同 上  
901016   井出無沢橋上  
901016   井出無沢  

［日高変成帯内河川1  

910305   幌満州  
910305   楽古川上楽古橋  
910305   野壕川R336  
910305   豊似川R336  
910305   札内川瓢箪僑  
910305   戸蔦別川端成梼  
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た。   

①排煙脱硫プロセス   

排煙脱硫方式には湿式法，半乾式法及び乾式法があるが，石灰によるSO2の吸収を基本とした  

ものが多い。週式法では石灰一石こう法，マグネシウム石こう法，塩化カルシウム石灰一石こう  

法，亜硫酸吸収法，アンモニア水溶液吸収法，希硫酸吸収法及び水酸化マグネシウム法がある。  

半乾式法にはスプレードライヤー法及び乾式石灰石，水スプレー法がある。また，乾式法には乾  

式石灰石法，乾式消石灰法，石炭灰利用乾式脱硫法，活性炭吸着法及び電子線照射法がある。  

（∋排煙脱硝プロセス   

排煙脱硝プロセスには湿式法及び乾式法がある。湿式法には酸化反応を基本としたものと還元  

を基本としたものがあるが，乾式法は還元反応に基づいている。湿式法ではアルカリ吸収法，酸  

化吸収法及び亜硫酸塩還元法がある。乾式法には接触還元法，接触分解法及びモレキュラーシー  

プ法がある。なお，燃焼プロセスからのNO∬の排出低減技術にはこのほかに低NOエバーナーの  

使用，二段燃焼法などがある。  

（∋排煙脱硫脱硝同時処理プロセス   

排煙脱硫及び脱硝を同時に行うプロセスも何種類かが実用化されており，興味ある方式も採用  

されている。アンモニア注入電子線照射法，活性炭吸着／アンモニア接触還元法，酸化銅吸着還  

元法，循環流動層燃焼法などがある。   

④韮油脱硫技術   

燃料油の硫黄分を除去するのがSOzの排出制御のためには最も有効であり，そのための技術開  

発は古くから行われている。原油蒸留による残漆油を熱分解法，ガス化脱硫及び直接，間接脱硫  

によって硫黄分が除去されるが水素添加脱硫方式が基本である。  
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2．5 海洋汚染に関する研究   

〔研究組織〕地球環境研究グループ  

統括研究官  秋元 肇  

海洋研究チーム  ○原島 省・功フブ正行  
地域環境研究グループ  

海域保全研究チーム  木幡邦男  
水土壌困環境部  

渡辺正孝  
高松武次郎  
原田茂樹  

須賀伸介  

高村典子  

部 長  
土壌環境研究室  
水環境工学研究室  

社会環境システム郡  

情報解析研究室  
生物圏環境部  

環境微生物研究箋  

〔研究概要〕   

人間活動の結果生じる諸物質は最終的にはすべて海洋に流れ込んでおり，その結果と－して海洋  

でどのような現象が起こり，また，逆に海洋の環境変化が地球環境に対してどのような影響を及  

ぼしているのかを明らかにすることが地球環境の保全を図る上で急務となっている。海洋に流入  

する物質には，炭酸塩や各種栄養塩のように，海洋プランクトンの増殖に大きな影響を及ぼすも  

のや，有害化学物質のように食物連鎖の中で生物濃縮を起こすものなどそれぞれの物質の特性等  

により異なった挙動をする。また，海洋は不均等な系であり，環境の空間分布や時間変動が顕著  

であり，しかも，これらの変動は複雑な海洋生態系を通して地球物理学的・生物化学的な素過程  

の連環（ダイナミカルリンク）によって生ずるものである。したがって，海洋環境で起こってい  

る現象を把握するた捌こは，物質ごとに物理的・生物的な輸送速度（フラックス）を見積もり，  

海洋生態系における各素過程の持つ機能を解明するとともに，それら素過程問の連環を明らかに  

する必要がある。  

（1）大陸棚海域循環過程における沿岸一外洋の物質フラックスに関する研究   

沿岸から外洋へ向けての物質循環フラックスを生み出すものの中で，①潮汐．②風及び③水温・  

塩分に基づく密度の3要素が複雉に作用し合った流動は海洋物質循環の中の物理的な輸送フラッ  

クスを生み出す。一方，海洋生態系を通しての生物・化学過程は海洋物質循環の中でも最も重要  

な要素である生物化学フラックス（Biochemicalflux）を生み出す。生物・化学過程に基づく物  

質循環素過程を現場隔離生態系を用いて種組成変化とそれに伴う化学環境動態解明，及び安定同  

位体を用いた物質循環経路や循環速度の解明を行う必要がある。さらに，それら実験・観測デー  

タを用いて生物・化学過程に基づ〈物質循環のモデル化を行う必要がある。一方，海洋物質循環  

の変動の歴史は，沿岸域，’大陸棚や南極海の海底堆積物中に記録をとどめている。この堆積物中  

の長期海洋物質循環機構を解明することは，地球環境変動や海洋汚染物質の機構解明にとって最  

も重要かつ有効な方法と考えられる。採取した海底堆積物試料に含まれる各種微化石，微量金属  

－67一   



元素含有量，有機物質，人為的化学汚染物質等の分析から長期にわたる海洋物質循環の変遷を明  

らかにする必要がある。   

当研究所においては本研究課題の中で，（D海洋物質循環の変動機構に関する研究を平成2年度  

より，さらに平成3年度には，②海底堆積物の化学組成を用いた長期海洋環境の変動に関する研  

究を開始した。  

（2）海洋汚染物質の海洋生態系への取り込み，生物濃縮と物質循環に関する研究   

人間活動により海洋にもたらせられる汚染物賀（重金属や有害化学物質など）は，まず一次生  

産者に摂取され，捕食を通して次第に高次捕食者へと取り込まれていく。動物プランクトンは，  

食物連鎖の底辺近くに位置する生物で，海洋での物質循環に重要な役割を果たすとともに，そこ  

に含まれる汚染物質濃度は局所的海域の汚染状況をよく反映する。本研究では，日本近海で採取  

した動物プランクトンの汚染物質濃度を分析し，汚染物貿の海洋生態系への取り込み経路と濃縮  

機乳 ならびに汚染物質の食物連鎖を通しての循環機構を明らかにしようとしている。  

（3）人工衛星可視域データによる広域海洋環境指標化に関する研究   

植物プランクトンバイオマス量は，クロロフィル量に代表され，栄養塩などの海洋環境要素に  

依存している。化学量は通常リモートセンシングの対象になりにくいが，クロロフィル量は，可  

視光城データ（海水色）という形で，衛星によるマッピングが可能である。したがって，クロロ  

フィル量に基づいて，リン，窒素循環への人為介入や自然起源による海洋環境変動を指標化する  

ことが有力である。たたし，衛星取得量は，海洋の比較的上層の間接的な光学的情報であるから，  

海洋環境のパラメータと．衛星取得量の関連を明らかにしてゆく必要がある。   

〔研究成果】  

（1）－①海洋物質循環の変動機構に関する研究   

平成3年度は生物化学過程に起因する物質循環機構を明らかにするため，自然海域に存在する  

海洋生態系をそのまま捕獲し，連続観測美観セデイメントトラップ実験及び13c安定同位体を  

用いた無機態炭素の物質循環経路と循環速度の計測実験を行った。実験開始後7月Z4－28日に  

かけてケイ藻類が卓越し，その後8月3日までは渦ベン毛藻類，ケイ藻類ともに同程度の現存愛  

であった。8月3日から渦ベン毛藻類へ遷移し，ケイ素制限となっていたためケイ藻類は増殖す  

ることができなかった（図1，2）。植物プランクトン分画（GF／F及び20／ノm）への炭素フラッ  

クスは7月28日には92及び140／上が／J／4hrであったが，ケイ藻の減少及び沈降により7月28  

日には20FLm分画への炭素フラックスは急激に減少（約10FLgC／l／4hr）した（図3）。GF／F分  

画への炭素ブラックスはクロルフィルαの変動によく合致しており，特に8月5日に炭素フラッ  

クスのピークが現れ，1E】遅れてクロロフィルαのピークが見られるのは摂取した炭素を用いて  

分裂を行い，翌日のクロロフィルαに反映されるためである。8月1日の100／′m分画への炭素  

フラックスのピーク及び8月8－10日の200／∠m分画への炭素フラックスの増加は，動物プラ  

ンクトンによる捕食によるものである（図4）。光合成速度は仝実験期間を通じて10－20  

〃gC／油r／〃がh卜α程度であるが，8月8日ほ21・6〃妊／血r／〃gCh卜αと高い光合成速度を示  

している。しかし8月8日のクロロフィルα現存量は1・85〃g／Jと低い値となっており，8月8  

日には大きい捕食庄が働いていたと考えられる。このように植物プランクトンの増殖に伴う物質循  

環は棄嵐リン，シリカ等の親生物元素濃度とともに捕食も大きく影響していることが判明したロ  
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沈降物中の7ェオ色素は動物プランクトンによる捕食を受けたことにより，クロロフィルが分  

解して形成されたものである。実験期間中クロロフィル現存量（0－5m積算値）は平均12．1  

爪－g／m2／dayである。一方クロロフィルαとフェオ色素の和としての沈降量は平均8．6  

mg／mZ／dayであり，このうちフェオ色素は平均3．Omg／m2／dayでありクロロフィルαは平均  

5．5mg／m2／dayであった。これにより植物プランクトン現存星の約70％は沈降してしまう。そ  

の中で捕食を受けず直接沈降するものは植物プランクトン現存量の45％程度であり，捕食を受  

けた後ペレットとして沈降してくるものは植物プランクトン現存量の約25％程度である。植物  

プランクトンが直接及び捕食によりペレットという形で沈降することによる鉛直物質ブラックス  

の推定が可能となった。  

（1）－②海底堆積物の化学組成を用いた長期海洋環境の変動に関する研究   

平成3年度は南極海域のユングピー沖海域ケルゲレン海台にて採集した柱状試料GClOO2につ  

いて中性子放射化分析を行った。   

GClOO2柱状試料の一部は63／ノーmのふるいにかけ，分離された63〃m以上の粗粒粒子につい  

■て有孔血の有無が調べられている。それによると0．4－0．8町1．7～2．2m，3．0－3．9mの部分  

に浮遊性有孔虫を多く含むことが顕微鏡下で確認されてい昂。今臥 中性子放射化分析により得  

られたCaの鉛直分布はこの63／川l以＿1∴の粒子中の顕微鏡観察結果を定量的に基付けるものと  

なっている。特に3．2～3．9mにかけての深い部分では乾燥試料中最大16ヲ≦（重量％）ものCa  

が含まれており，大量の有孔虫が存在していたことが判明した。Feの鉛直分布は1．8－2．5mに  

かけて5％程度と多く，深い部分ではFeは低い濃度になっている（図5）。その他Al，Zn．Mn，  
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図5 堆積物試料（GClOO2）中のCa．Feの鉛直分布  
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Co，Ba．Sc．La，Hf．Ce，Crについてもその鉛直分布が得られている。   

現在，柱状試料の年代測定が行われておらず，ケイ藻類種組成からの大まかな年代推定がなさ  

れている段階である。さらに有機物等については分析が行われておらず，元素分布だけからでは  

その解析は困難な状態である。南極海周辺海域は湧昇流に伴ってリン酸も硝酸も高濃度であり．  

植物プランクトンの生産量はその栄養塩の量からは本来もっと多くあってもいいと考えられてい  

る。しかし現乱それが低く抑えられているのはこの海域への鉄の供給が′トさく，鉄が植物プラ  

ンクトンの生産の律遠因子のためではないかと考えられる（Marting′α′．．1990）。ボストーク氷  

床コア中のアルミニウム量等から推定される大気を通してのダストに伴う鉄の供給は，最終氷期  

には間氷期の50倍あったと推測されている。氷期には，このダストに伴う鉄の供給により植物  

プランクトンが栄養塩を利用して増殖したことが大気の二酸化炭素濃度を低下させた煉囚ではな  

いかと考えられている。しかし南極海海底堆積物中の化学組成についての分析と有孔虫をはじめ  

とする生物組成を含めた詳細なデータ蓄積は始まったばかりであり，今後行うべき重要な課題で  

ある。   

（2）海洋汚染物質の海洋生態系への取り込み，生物濾鱒と物質循環に関する研究   

前年度までの結果から．プランクトンネットを用いて日本近海から採取した動物プランクトン  

（バルク試料）には，遠沈やフルイによる洗浄を行っただけでは容易に除去できない無機物が混  

入しており，それはプランクトンの消化器官などに取り込まれたものであると推定した。そのた  

め，バルク試料の分析によって動物プランクトン本来の元素組成を知るのは困難であった。そこ  

で本年度は，既に提案した2種類の酸で生体組織と生体組織十無機物を選択的に湿式分解する方  

法をより詳しく検討した。また．船上での試料の保存方法の改良や実体顕微拉を用いた種別試料  

の分別・・採取を行った。   

本年度に明らかとなった一＃を以下に要約する。   

1）ネットで採取した試料（バルク試料）では，しばしば高濃度のアルミニウム，ケイ素，ス  
カンジウム，チタン，鉄などが検出され，無機物の混入が認められる。試料は．0・328mm目の  

相当に荒いネットで採取したものであるので，無機浮遊粒子が混入した可能性は少ない。また，  

試料外部に付着した無機物は，試料の洗軌掛ニフルイを用いた洗糾こよりほぼ完全に除去され  

ていると思われるにもかかわらず，無機物はよく洗浄した試料にも残存した。これらのことから，  

バルク試料に混入する無機物は，プランクトンの消化器官などに取り込まれたものである可能性  

が高い。   

2）硝酸だけで分解した試料と硝酸とフッ酸の混酸で分解した試料の分析値の差から，無機物  

の混入量とその質が評価できる。また，混入無機物の影響を完全に除くのは不可能であるが，分  

解に硝酸のみを用いれば，バルク試料についてもプランクトンの生体組織が持つ本来の元素組成  

を知ることができる。その場合，試料重量として灰分量を補正した値を用いる必要がある。上記   

2種類の酸分解法で得られた分析値の差を地殻元素組成と比較して（図6），検討した結果，Si，  

Al．K．Ti，Ba及びScなどの土壌や底泥に比較的均一に存在し，しかも地殻から可溶化され難い  
元素では両者の間に非常に良い相関が見られた。一方，人間によく利用され，環境で動きやすい  

ためにしばしば特定の環境に偏在する重金属などは，プランクトン試料に混入した無機物に高濃  

度で含まれた。この寓化された重金属篠のパターンは廃棄物汚泥のものと類似しているので，混  

入無機物は，土塊や底泥などの粒子と人間活動を反映した浮遊粒子（例えば投棄汚泥など）で構   

成されている可能性が高い。  
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図6 硝酸分解と硝酸／フッ酸分解によって求められた動物プランクトンの元  

素濃度の差と地殻元素組成との比較  
△Ⅹ：（硝酸／フッ酸分解による分析情）－（硝酸分解による分析偲）。   

3）試料の船上での保存に関して，採取試料をそのまま－4℃で保存するだけでは不十分な  

場合があり（特に温度が不安定となった場合），1991年の試料で付着微生物あるいは試料自身の  

体内酵素によると見られる試料の部分変質が観察された。そこで，船上で試料を保存瓶に移すと  

きに，アジ化ナトリウムを約0．01Mとなるように加えて－4℃で持ち帰る方法を検討し，良  

い結果を得た。  

（3）人工衛星可視域データによる広域海洋環境指標化に関する研究   

平成2年度には．主にVOS（VolunteerObservationShip）による，海域の時空間連続計測の  

概念設計を行った。この概念設計に基づいて，地球環境研究センターの兼務として，クロロフィ  

ルと溶存態栄養塩の自動計測機器の開発が行われ，平成3年度末に神戸と釜山間を結ぷフェリー  

億皇・への設置工事と海上試験が行われた。平成3年度には，同船への乗船調査を行い，植物プ  

ランクトン属性の調査を行った。   

植物プランクトンの属性としては，種組成及びマクロな量としてのクロロフィル量のほかに，  

その細胞粒子膿凰サイズ分画が重要である。 

大学と共同で，ファイバーを経由したレーザーによる蛍光粒子計測法（以下，Bio－Particle  

C。unterの略称BPCを用いる）を発展させた。   

図7は，日韓フェリー上での連続計測による，釜山神戸間のpH，塩分（S），水温（T），蛍  

光度（Fl）を示す。蛍光光度とpliが相関を持っているのが見てとれる。これは光合成による  

CO2吸収のため，pHが上がるためと考えられる。   

BPCの室内実験により，サイズ分画ごとに体積を概算して積分した量とクロロフィル計測値  
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図7 連続計測記録によるp軋 塩仇 水温，蛍光度の空間分布  

との岡によい相関があることが確認できた。ただし，プランクトン種ごとに，相関の度合いが異  

なることも見られた。また，サイズの検机限界の検討を行い，6－60／‘であることが確認された。  

これらの室内実験と並行してフェリーの取水サンプルの計測を行った。図8は図7と同じ航海で  

の，粒子サイズ親戚の空間分布を示す。名サイズ分画の総和はクロロフィル量あるいは蛍光度の  

空間分布とよく対応している。また，比較的大きいサイズ分画（＞20〃）の粒子数が栄養塩濃度  

によく対応しているようである。   

以上，フェリーの連続取水による計測データから，海洋のクロロフィル分布が海洋環境要素を  

反映しているとともに，pH等が植物プランクトンバイオマスに依存していることが確認された。  

また，海洋の生物量・化学量ともに，空間的に非常に非均質（heterogeneous）であり，従来の  

杜散的な海洋観測では十分とはいえないことも推測さ■れる。また，図7以外の日時のデータの処  

理により，植物プランクトンのブルーミング，栄養塩枯獄補給，回帰等l三よる，時間変動が顕  

著なことが分かった。また，このことから，時系列的な意味でも，衛星のクロロフィルマップか，  

あるいはVOSによる海域の常時観測が必須であることが分かる。衛星とVOSは相補的な役割を  
果たす。すなわち，衛星データ値を確定するためには，VOSによる－海洋の実測データが必要に  

なるし，衛星によって，面データヘの拡張が得られる。また，オペレーショナルな意味だけでな  

く，このような常時モニタリングデータが確保された上で，海洋生態系・環境変質の解析を行う  

ことが重要となる。  
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図8 レーザー蛍光による植物プチンクトン粒子数のサイズ分画の空間分布  

縦軸の単位は1J当たり106佃。  
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2．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔研究組織〕生物幽環境部  
上席研究官  

地球環境研究グループ  
森林減少・砂漠化研究チー‘ム  

野生生物保全研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  
社会環二囁システム部  

情報解析研究室  
資源管理研究室  

共同研究員 2名  

安野正之  

○古川昭雄・宮崎忠国・可知直毅  

（⊃椿 宜高・高村健二・奥田敏統  

竹中明夫  

安岡着丈  
乙間末贋  

〔研究概要〕   

本研究は，「熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究」，「熱帯林生態系における野生生  

物種の多様性に関する研究」，「熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究」，「熱帯林生態系の修  

復に関する研究」，「NOAAAVHRR（LAC）画像データを用いた東南アジア地域の植生指数図及  

び植生分布図作成に関する研究」の5研究課題よりなっている。この研究に参画している研究機  

関は，国立環境研究所の他に森林総合研究所，農業生物資源研究所，熱帯農業研究センター，東  

京大学，名古屋大学，京都大学，大阪市立大学，愛媛大学，九州大学．岩手大学と日本野生生物  

研究センターである。以下に，各課題の内容と国立環境研究所が携わっている各サブテーマの研  

究目的を記す。  

（1）熱帯林生態系の環境及び構埠解析に関する研究   

野生生物の宝庫でもある熱帯林の減少は大規模で，多くの野生生物種が消滅，もしくは棲息場  

所が狭くなって種の維持が困難になっているといわれている。現在，熱帯林伐採跡地への植林が  

試みられているが，過去に熱帯の各地で見られた熱帯林更生にはほど遠い。とりわけ単一樹種に  

よる植林では，動物種の極端な減少を防ぐことばできない。このような事実を考えると，自然条  

件における熱帯林生態系の基本的な知識，特にその環境と構造に関しての知識が研究の基盤とし  

て必要である。   

以上の研究目的にしたがって，この研究課題においては森林内環境の特性の基礎調査を行いそ  

れと植生型の関係，各植生型における代表的な樹種の特性，分布様式，動物相の特徴などの基本  

的な研究を行う。  

（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関する研究   

熱苛林に生息する生物は，地球上に生存している生物の50－80％になるといわれている。し  

かし，熱帯林の伐採によってこのような動植物種が滅びたり，種の維持が困難なほどに生息地が  

狭められている。一度滅びた種は，二度と地球上に戻志ことはなく，生物資源の保存，確保といっ  

た面からも緊急に解決しなければならない問題である。さらに悪いことには，熱帯林にどのよう  

な種が生存しているのかさえも分かっていない。以上の観点に立って，本研究では，熱帯林生態  
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系において見られる野生生物種の多様性について，動植物の個体群動態，生活史及び動植物の相  

互関係に関する生態学的知見の蓄積とその応用を目指す。  

（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

熱帯林の急激な減少が地球環境に多大な影響を与えているとの考えがある。すなわち，熱帯林  

の年間降水量は温帯林の4倍以上にもなり，その約半分が蒸発散によって大気中に放出されてい  

る。さらに，熱帯林の伐採や焼払いによって熱帯林がCOzのシンクではなくソースになってい  

るとの見解もある。しかし，環境形成要因としての熱帯林の役割に関して，実際のデータに基づ  

いた解析はほとんどなされていないのが現状である。一方で，熱帯林の伐採は土壌の急速な劣化  

をもたらし，森林の再生を困難にしているとの報告がなされている。そこで，本研究では，熱帯  

林内外の微気象要因の測定，土壌形成に対する熱帯林構成生物の役割を解明することによって，  

熱帯林及びそれを取り巻〈周辺地域の気候に対する影響と周囲環境の熱帯林生態系への影響を現  

地調査とモデルの構築によって解析し，地球的規模での熱帯林の環境形成作用を明らかにする。  

（4）熱帯林生態系の修復に関する研究   

乱伐や開発によって破壊された森林の生物資源と生態系の機能を回復させるためには，熱帯林  

生態系の持つ自己修復機能を利用して自然林の修復を区ることが重要であり，その機構を解明し  

これらの知見に基づく熱帯林修復手法の開発が急務である。   

この研究課題では，熱帯林生態系の復元に寄与する修復機能の解明を最終的な目的とし，熱帯  

林生態系の自然更新機能の解析に関する研究を行う。この研究で目指していることは，皆伐によっ  

て土壌荒廃が回復不可能になることを避け，択伐による森林資源の獲得を行うべきであるとの提  

言をするための科学的根拠を得ることである。しかし，択伐によれば熱帯自然林が必ず回復する  

とは限らない。そこで，どのような機構で更新が進行するかを解明し，熱帯林修復に対して貢献  

できる知見を集積する。これらの研究によって得られた知見と技術は，荒廃した熱帯自然林生態  

系の効率的な修復に寄与するものと期待される。さらに，ここで得られた知見は，熱帯地域以外  

の自然林修復にも応用が可能である。  

（5）NOAAAVHRR（LAC）画像データを用いた東南アジア地域の植生指数国及び植生分布図  

作成に関する研究   

東南アジア地域において，大洪水，台風，異常高温といった従来見られなかった大型災害が近  

年発生し，大きな被害に見舞われている。これらの現象の一個として森林減少による中規模の気  

象変動が指摘されており，森林減少の実態を正確な調査・解析によって把握することが緊急課題  

となっている。1990年10月に開催された汀TOの国際会議においても，森林の広域的な現状調  

査の必要性が指摘され，リモートセンシングの活用が期待されている。   

本研究では，人口衛星NOAAに搭載されたセンサーAVHRRからの画像データ（l．AC，1k．n  

分解能）を用いて，東南アジア地域の森林の現況及びその変化を調査する手法を開発する。すな  

わち複数の衛星画像からモザイク画像，広域植生指数分布乳広域植生囲を作成し，さらにそれ  

らの時系列固より地域の植生環境の変化を調査する手法を開発する。  
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〔研究成果〕  

（1）熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究  

1）マレーシアの低地フタバガキ林における埋土種子の組成と空間構造  

（Dはじめに   

熱帯林の持つ多様性は，さまざまなレベルで見られる空間的な森林構造の異質性に負うところ  

が大きい。この研究では種の空間分布構造を解析し，空間構造を形作るプロセスとしての種子散  

布の裡特性を調べることにより，熱帯林の空間的な異質性（Heterogeneity）及びその維持システ  

ムを解明することを目的としている。現在までの研究ではその手始めとして，低地フタバガキ林  

の埋土種子の組成とその空間分布に関する調査を実施した。  

（∋調査方法   

調査地はパソー森林保護区で∴明瞭な優占種を持たず，■高い棟多様性を持った低地フタバガキ  

林である。マレーシア森林研究所（FRIM）によって作られた100×200mの調査区内で20m間隔  

の格子状に40か所の地点で，名33×33×2cm（0．1m2；2りの森林土壌を採取し，師を用い  

て径1．4mm以上の種子を抽出した。ここで得られた種子を分類し，さらに生死を知るために軟  

X線を用いて種子内部を透視し，一部の充実種子については発芽試験を実施した。一方，埋土種  

子の同定のために調素地周辺に生育するマカランガなどの数種類で結実している個体から梯子サ  

ンプルを採取して同定用標本を作成した。  

（∋調査結果   

埋土種子の同定ができたのは一部の種のみであるが，約20種類が出現し，出現個体のうち過  

半数を肋cαⅢ”gαSPP．が占めた。平均埋土種子密度は160／m2（うち几毎αm柳Sppが105）で，  

出現種のうち個体数が多かったのは肋cαm柳ん8ぶgi（76．8／m2）〟．九り明ef（21．6）〟．わ伽Jg初Cα（4．9）  

Cjγ川れfβmSpP．（33．0）であった。空間分布を見ると，極めて集中的な分布を示し，ほとんどが  

親木の下にしか埋土種子を持たないことが分かった。また，肋cαγαれgαでは約90％，Cれ棚減Ⅶ  

では100％が発芽力のない中空種子であった。   

鳥によって広く散布されると考えられるマカランガの種子が親木の近くにしか分布しないの  

は，パソ一においてマカランガの種子散布を担う鳥類和が欠落していることを示唆し，また，直  

接的な結果として調査地域で見られる林冠ギャップに典型的な先駆種であるマカランガの維樹が  

極めて希にしか出現しないことが観察された。   

2）植生の反射スペクトル測定   

熱帯地方の植生の基礎的な反射スペクトルを把捉するために，ポータブルフォトメー（阿部設  

計2703MM型）を用いて，各種の植物の反射スペクトルの測定を行った。使用したフォトメー  

タは，400－1050nmの波長範囲を17バンドに分光し，対象物からの反射光の強度を測定する装  

置である。平成3年庭は，このポータブルフォトメp夕を用いて，7月31日のLANDSATL5  

号及び8月2【］のMOS－1号衛星の飛来に同期して，クアラルンプールを中心とする半径約50  

kmの地域で，各種の植生（熱帯経木林，パーム椰子林，ゴム林，マングローブ林，畑，芝等）  

及び土壌，水 砂地，人工物等の反射スペクトルの測定を行った。また，8月7日には，ランカ  

ウィ島において，LANDSAT－5号の上空通過に合わせて，同様なスペクトル計測を行った。測  

定されたデータは絶対輝度倦校正を行った後，計算機処理の可能なスペクトルデータベースとし  

てデータベース化した。ここで得られたスペクトルデータは樹種の違いによる反射スペクトルの  

差，植物の活性度と反射スペクトルの関胤衛星画像データを利用した熱帯林の植生分類，熱帯  

林の減少や回復状況の把握等のための基礎データとする。  
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（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関する研究  

1）生態的特性の異なる樹種の走者過程に及ぼす動物の影響  

（Dはじめに   

多くの熱帯の森林群落は種組成的に非常に不均一で，数ヘクタールにも及ぶ広大な面積の中に  

数個体の同一種しか見いだせないほどの高い多様性を保っている。他の気候帯の植物群落に比べ  

異常なまでに高い種多様性の謎を説明すべく，さまざまな仮説が立てられきた。例えば，年中高  

温，高湿度な環境ヤ熱帯林特有の複雑な階層構造がさまざまな生物の適応を許容するニッチェを  

作りだしたという説，あるいは地球の歴史的視点から寒冷と乾燥化が非常に厳しかった時期に生  

物の避難場所揉efugia）のようなところが現在の熱帯地方のあたりに出現し，そこへ逃げ込ん  

だ生物が新たな種分化を引き起こし，高い種多様性を生み出したという説などがあげられる  

（Mabber【ey199Z）。確かに熱帯地方ではい冬”という季節的淘汰圧がかからないため，多種多  

様な生物進化が許容されてきたのであろう。また土こで新たに形成された生物間の相互作用も特  
異的なものとして崩れることなく継承されてきた可能性がある。   

このような背景からJanzen（1970－1971）やRichards（1973）は動物と植物の相互作用に着Elし，  

熱帯林の種多様性にかかわる興味深い仮説を打ち立てている。それによれば，熱帯林では大型ほ  

乳獣から微少な昆虫に至るまで多様な植食性の動物相が存在し，それぞれが特定の植物と“食う  

一食われる”の関係を持っているという。親個体の回りにはこの特異的な関係を待った捕食者が  

高密度で存在し，親の回りではその高い捕食庄のためにあまり子供は育たず，遠くへ飛ばされた  

個体がよく育つと予想している。   

この説は熱帯林での捕食者の多様性と動植物の種特異的な相互作用を前提としている。また，  

多くの植物が遠方にまで種子を散布する能力を持つという仮定に基づいている。たしかに親木が  

死んだ跡を別の種の個体が埋めるように更新が起これば種の多様性はそうでない場合に比べて高  

く維持できる。Janzenはその後も南米熱帯林においてのこの説を裏付けるようなデータの提示を  

行っているが，東南アジアでの報告例は知られていない。   

本研究の目的は南米やアフリカの熟苛林とは種粗軋 多様性，森林構造等において異なった様  

相を示すといわれる東南アジアの熱帯林で樹冠構成種の実生の生存率と種特異的な捕食者の関係  

を調査し，これらの機構が種多様性にどの程度貢献しているかを明らかにすることである。  

（む調査方法   

調査地はマレーシア・クアラルンプール郊外（Kepo噂）にあるFRIMの敷地内の実琴林と  

NegeriSembilan州のPasohである（北緯2059●，東経102D19’）。   

Pasohでは，最近アメリカのAshtonらによってこの森の中心部に50haの大面積プロットが  

設置され，直径1cm以上の植物の直径や位置情報がすべて記録されている。この地域は熱帯多  

雨林気候下に入るが，年間降水量が1850mm（Manokaran＆Kochummen，1990）とマレーシア  

半島部の他の地域やボルネオ島に比べると低く，績やかな季節性が見られる。年による変動も大  

きいが平均すると1年のうち．1～3月と7～9月頃に比較的雨の少ない時期があり．このとき  

は森林内に所々見られた泥沼地も干上がり，このあたりに頻繁に出没する野豚の足跡が石膏で固  

めたように白く残っている。   

調査の対象とする植物は．フタバガキ科恥・βわα血中∫αれ刑α∫血（現地名KapurL（k混血湖一  

用ゆり酬血（同Chengaり，ウルシ科の蝕血頑血加刑叫南（同Pelong）である。   

Kapurはマレー半島部とボルネオ島に分布し，30m以上にも達する大木となる（Symington，  

1974）。FRIMの敷地内の丘陵地には高木層の構成穐がKapurからだけなる森林がある。この  
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Kapurは1930年代，種子や郡として人の手によって植えられたものである。Chengalは樹高50  

m以上の大径木になる植物でマレー半島の低地から海抜1000mの地域まで広く分布している。  

Chengalの特徴として他の多くのフタバガキ科の植物と異なり種子に羽がついていないことがあ  

げられる。   

Pelongは羽状複葉をもつ枝を樹冠部に広げている。Pelongも高さ40－50m以上の林冠木とな  

りマレー半島に広く分布している。年2恒1の花期（3－5札10”11月）を持つという。属名  

の舘血河山加は5つの不稔性の雄ずいを意味する。   

Kapurに関しては1991年8月にFRIMの敷地内にあるKapurの森の中の調査区（約1ha）で  

集めた種子を以下の4つの処理に分け，それぞれの処理区における実生，桂子の生存率を調べた。  

4つの処理は集めた種子をそのまま林内に直播きにした場合，育苗床で発芽させて林床に移植し  
た場合（子葉期），2週間程度まで育苗床で生育させて移植Lた場合（4乗用），2か月程度まで  

育苗して移植した場合（6葉期）である。これらを，Kapurの優占する林とKapurがまった〈生  

育していない森（NonKapur）へ移植した。   

調査区（約Iha程度）で平均して1日当たり300個以上の種子を集めることができた。この  

種子は休眠性がなく地上に落下した種子は早ければ2－3日で発芽した。播種直後に草食獣（げっ  

し類，野豚）の被食が認められた。ほとんどの場合，播種後1－2日の間にほとんどの種子が食  

害を受けたため，プロテクトケージを設けた（網目の大きさ18×8．5mm）。   

Pe】ongとChengalは林床に当年生の実生と思われる個体が多数見づかったことと，種子の採取  

ができなかったため，自捌こ生育している実生個体を調査の対象にした。Pelongの調査地では  

親木から束西南北の4方向に放射状にのばした線上に5m間隔で1×1mから3×3mのプ  

ロットを設置し，そのプロット内でマーキングした実生個体の生存率を調べた。   

また，林床の光環境の違いによって異姓の生長や生存率が影響を受けることも考えられるので，  

KapurやPelongについては樹冠の租割犬態が異なる場所を選んで実生を移植しそれらのモニタ  

リングを行うことも試みた。   

どの種の実生についても1週間ごとに生存個体数，乗の回転率，被食の程度などをチェックし  

さらに1月ごとに各個体の高さ，地際直径を測定し地上部現存量の推定を試みた。   

③調査結果   

Kapur   

第1回の調査では各プロットに72個の種子をまいた。ほとんどの種子が1週間以内に発芽す  

るのでこれ以降の残存個体数は実生の個体数を示す。また，第3回目の調査では被害を最小限に  

とどめるため，KapurとNon－Kapurの林内に分散してまき（12本の本を選んでその株元に8個  

ずつまいた）， それを落ち葉で覆って隠したりしてみたがその効果は認められなかった。Kapur  

の実の殻斗と堅采のすき開から出て〈る芳香性の自液が捕食者を誘引している可能性がある。第  

1回目と第3回目（第2回目は第1回目とほとんど同様の傾向になったので省略）の実験では  

NonKapurの森にまいたもののほうがKapurの森にまいたものに比べて高い生存率を示し，稜  

特異的な捕食者説を暗示させる結果であったが．第4回目の実験では両者の関係が逆になり  

Non－Kapurの森にまいた種やそれから発芽した実生の方が早く消失した。このときの桂子の捕  

食も草食獣によるものと思われ，発芽後25甘頃まで掛けておいたプロテクトケージの効果がよ  

く表れている。   

主たる捕食者であると思われるげっし類や野豚の探食によるKapurの実生期（子葉期，4柔肌  

6棄期）での日当たりの死亡率はほぼN走で，約4－7％／dであり，KapurとNon－Kapurの森  
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との間ではほとんど差が認められなかった。概して種子から実生に至るまでの過程での死亡率は  

まいた時期によって変動するようで，種子の直播きよりも子葉期，子葉期よりも4葉期まで育苗  

して移植したものの方が生存率が若干高くなった。   

Kapurの実生の生存率に親木からの距離が有効に働いているかどうかという点に関しては今回  

の調査結果は告定的であった。これは，種子や実生を食べた捕食者の行動域がKapurの森と  

Non－Kapurの森の両方にまたがっていたためかも知れない。すなわち，捕食者の活動期がKapur  

の種子散布時期と重なっており，この捕食者は種子の供給がない時期は他の植物の種子あるいは  

別の植物を餌としている何でも屋（generalist）である可能性が高い。多くのフタバガキ科の植  

物がそうであるようにKapurもまた隔年結実性を示すという（Symington，1974）。率〉る特定の  

植物の種子のみを食物源とする動物にとって，その種子が定常的に得られなければ，その動物が  

種子を捕食するためだけの目的で親個体の周辺に固執するとは考えにくい。すなわち．このよう  

な植物では種子散布から種子の定着に至るまでの過掛こおいて種特異的な捕食者がその植物の分  

布に関与している可能性は低いといえる。このような植物で親個体の回りに子供が少ないとすれ  

ば，それはむしろ種子定着後の実生生長過程における種特異的な植食性昆虫などによる影響では  

ないかと考えられる。   

Pelong，Chengal   

Pelongの被食された個体の割合は非常に低く、植食性の昆虫による食痕と思われる小さな穴  

が葉身上に残っている程度である。・草食獣によって採食されたものは認められなかった。   

親木から南北，東西にのばしたトランセクト上での実生の残存率を見ると，親木の近隣域で残  

存率が東西，南北両方向とも低下し，Janzen（1970）らの仮説を裏付ける結果となっているが，  

死亡要因については現在解析中で，種特異的な捕食者が関与しているかどうかは今後の調査の進  

展に伴い明らかになってくるものと思われる。一方E5，S5等の親個体からいちばん経れた地  

点でも残存率が低下している。この原因について，親個体から離れるに従い親株と特異的な共生  

関係にあった菌類などによる実生の生長促進作用が低下することが考えられるが，この点も推測  

の域をでない。もしこういった要素が実生の生存率に強〈影響するとすれば，種特異的な捕食者  

による効果と相まって親木からある一定の距離を置いた地点で実生の生存率が最大になる可能性  

がある。Janzen（1970），Richards（1973）らは実生の個体密度が親個体からある一定の距離を  

置いたところで最高値に達するというモデルを提示しているが，生存率について，このようなモ  

デルが成立するかどうかについては触れていない。   

さらに，親個体から離れた場所では個体密度が非常に低いため，わずか数個体の枯死が全体の  

生存率に大きく影響する効果も無視できない。   

また，実生個体密度と生存率との間には有意な関係が認められなかった。林床の実生密度は高  

いところで15－17mZであった。調査しているエリア（約50×50m）の中でマーキングした個  

体は約600個体に及ぶ。高さは10－20cm，地際直径が1．5－2mm程度，地上部現存量は30－  

150mg程度の範囲にほとんどの個体が納まる。いずれも調査開始時期（1991年8月測定時）の，  

値である。これより1か月おきの現存量の変化を調べたが林冠がすいた比較的明るい林床以外で  

はほとんど増加していない。   

これだけの密度で実生が生育しているにもかかわらず，低木層，亜高木層にはこの種が見あた  

らない。何年かに一度，まとまった種子供給があり，林冠にギャップが生じるまで実生の状態で  

待検しているのか，ある㌧ゝは毎年種子供給があるがほとんどの実生が1年以内に消滅してしまう  

のか，今のところ不明である。実生の死亡が何によるのか，またそれは親木との距離によってど  
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う変わるのかは継続調査の結果を待たねばならない。   

Cbe喝a】に関しては1991年ユ1月に調査を開始して，まだ1回分のデータしか得ておらず，生  

存率や個体生長に関する解析や考察ができるまでには至っていない。Zainudin（1990）はPasoh  

の森でChengalの実生生長と発芽について調査を行い，実生の個体密度は親から離れるにしたが  

い減少し，その生存率は実生の密度，林冠のギャップの有ま削こ強く影響を受けるという報告を行っ  

ている。残念ながらこの報告においては実生の生存率と親からの距離との関係や動物による採食  

の影響などの詳しい解析が行われていない。本棟は前述のように種子に羽がついていない。種子  

についている羽が必ずしも種子散布の飛距離の拡大に有効に働いていないのではないかという説  

（Whitmore，1984）もあるが，種特異的な捕食者と種子散布能力との関係を解きあかす＿とでも興  

味深い植物である。  

（む今後の課題   

現在のところ親木に特異的な捕食者のためにその回りで子供があまり育たないという仮説は種  

によって当てはまる場合とそうでない場合があるということがいえそうである。もちろん今回の  

結果だけで熱帯林の種多様性と稲穂特異的な捕食者との関係を論ずることは不可能である。ただ，  

種子落下から椎樹に生長するまでの過程で関与する捕食者も変化し．それらが種特異的であるか  
どうかによって実生の定着率や分布範囲が影響をうけるということが予想される。また親木がパ  

イオニア種であるか極相桂であるかによって捕食者とのかかわり方が異なる可能性があるのでこ  

の点についても今後対象種を絞って調査する必要があると考えられる。   

さらに植物は樹齢に応じて動物に対する防御機能を変化させることが知られているが，実生か  

ら椎樹にいたる過程においてこれらの防御機能がどう変化するのかという点も重要である。   

2）熱帯樹種の光合成速度と気孔コンダクタンス   

①はじめに   

熱帯樹種の光合成速度がどの程度あるのかにつ■いての知見は極めて乏しい。過去には，極めて  

高い光合成速度が報告されたこともあったが，その後の報告では温帯樹種と比較して高くはない  

との報告もなされている。そこで，潜在的な光合成速度を求めるために，マレーシア農科大学の  

キャンパスに植栽されている熱帯樹棟の光合成速度と気孔コンダクタンスの日変化を測定した。   

¢）調査方法   

光合成速度の測定にはADC社製の光合成ポロメーターを用い，気孔コンダクタンスの測定に  

はLiCor社製のポロメーターを用いた。  

（釘調査結果   

樹種による差異を明らかにするため，気孔コンダクタンスと光合成速度の日変化の測定結果か  

ら，それぞれを光との関係で示した。測定点のバラツキは，測定手法によるものと思われ，光の  

測定とCO2ヤHgOの測定に要する時間が異なるためと，天候によるための測定数の少なさが原  

因である。測定地点では午後に昼降剛二よって測定が中断されるため，温帯では1日の変化が得  

られるのに対して，熱帯では午後の測定結果を得るのは極めて困難であるからである。   

気孔コンダクタンスを測定した8種の熱帯樹種の中では（図1），〟f肋Ji…fゆ，匝柁αが最も  

高い値を示したが，それでも温帯樹種の中でも高い気孔コンダクタンスを有する樹種と比較する  

と約1／2以下であった。この他は，温帯の常緑樹種の気孔コンダクタンスに近く，熱帯樹種の  

気孔はそれほど開いていないことを示している。   

熱帯樹種の気孔コンダクタンスが低いことの一因として，周囲の濁度が高く（80％以上にも  

なる），気孔がそれほど開かないことが考えられる。また，温帯での測定結果から，概して常緑  
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図1 熱帯樹種の光量子密度と気孔コンダクタンスとの関係  

－－82－   



樹の気孔コンダクタンスは落葉樹のそれよりも低く，落葉樹の気孔コンダクタンスの約1／2程  

度しか有しない樹種による差異も考えられる。一般に，樹木の気孔は葉の裏面にのみ分布し，草  

本植物と比較すると気孔の大きさは小さく密度が高い。この傾向は常緑樹で顕著である。′トさい  
気孔と気孔密度の高さは，拡散の概念から考えれば高い気孔コンダクタンスを示すはずであるが，  

実際には気孔密度と気孔コンダクタンスとの間には相関関係が見られず，気孔密度と気孔開度と  

の積とが気孔コンダクタンスと正の相関関係を有することから，気孔密度よりも気孔開展が気孔  

コンダクタンスを支配する要因としては大きいものと考えられる。それゆえ，熱帯樹種や温帯の  

常緑樹種の気孔が大きく開くことはなく，その結果として気孔コンダクタンスが低いのであろう0   

光合成速度も気孔コンダクタンスと同様に，温帯の落葉広葉樹の値と比較すると1／2から1／3  

の倍を示すにすぎなかった（図2）。今回測定した熱帯樹種は3種にしかすぎなかったので，熱  

帯樹種の光合成速度が全て低いとは言い切れないが，8種で測定した熱帯樹種の気孔コンダクタ  

ンスの結果から，その他の樹種の光合成速度も決して高くはないと考えられる。すなわち，光合  

成速度の律遠因子である気孔コンダクタンスが低いことから，熱帯樹種の光合成器官へのCO2  

の供給は低く，その結果として光合成速度が低いであろうことが推測できるからである。  
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図2 熱帯樹種の光量子密度と光合成速度との関係  
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（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

＝直径成長の季節性  

1991年8月に，マレーシアのパソ一国有林において現地調査を行った。気象観測塔設置予定  

地に隣接するマレーシア森林研究所の永久方形区（2ha）内に，より多くの個体が生育してい  

る樹穐を対象にデンドロメ一夕の装着を行った。デンドロメ一夕は38樹稜197個体に装着した。  

装着時には，その個体の樹冠が林冠上部にとどいているか．林冠内にあるれ 林冠下にあるのか  

を記録した。1991年11月に再測定を行ったのち2週間間隔で継続測定を行っている。   

再測定を行った1991年11月8日から1992年3月17日までの130日間に，7個体に装着し  

たデンドロメ一夕が破損したり紛失したりして測定不能となったため，現在は190個体につい  

て測定を継続している。バンドタイプのデンドロメ一夕は，装着後しばらくのあいだバンドのゆ  

るみのために測定値がふらつく，いわゆるFjrstyearsIackが起こることがあるが，本調査では  

装着後3か月日に測定を継続測定を開始したためデータのふらつきは認められなかった。   

測定した190個体のうち51個体は，130日間でまったく成長していなかった。また，0．1mm  

しか成長しなかった個体が30個体で，1mm以上成長したのは44個体で全体の21％にすぎな  

かった。肥大成長が最も大きかったのは，g乃d吋gm祝椚mα加cg乃ぶgで5．2nlnlの増加があった。  

比較的大きな直径成長を示した樹種間にも成長過程に違いが見られ，常時肥大成長を行っていた  

樹種と肥大成長速度に変化が見られた樹種があった。また，同種内でも直径成長過程に個体差が  

見られた。   

2）林内植樹の葉群動態  

1991年3月に，ケボンのマレーシア森林研究所の植林地内に生育している先駆性樹種の  

九九cαm氾gαgfgαナ1Jgα1個体とA毎αmmgα／り少OJg混Cα3個体について，それぞれの主軸及び各枝の最  

下位実の下に白ペンキで印をつけ頂端までの長さを測定し，葉数を数えた。1991年8月に再測  

定を行ったところ，約3か月で各枝のほとんどの菓が入れ替わっていた。しかし，業病を調べた  

ところ必ずしも先に展開した棄が先に落葉しているというわけではなかった。現在は，3月にマー  

クした4個体8枝に新たに5個体抽＝押め昭㍉ 4個体＝娩肌肌町卯∵紆㍍－′αJα，1個体）7樵を  

加えて，各個黄の展開及び落葉過程を追跡している。  

1991年8月に，パソ一国有林において，林床に生育している樹高0．5－3mの5h〝eα属の椎樹  

（5．0わαわざ，7個体；S．αC祉miれαJd．1個体；∫．♪α以仁研Om．5個体）を対象に，棄群動態に関する測  

定を開始した。1991年の11月に再測定を行ったところ，多くの個体は．＿じ郡の枝は伸張し新た  

な柴を展開していたのに対し，下部の枝は伸張も停止し其の展開も起こっていなかった。   

3）落葉の分解による土壌形成   

①はじめに   

熱帯域に存在する土壌は，落葉・藩校の分解が温帯域に比較して極めて速いためにその層が薄  

いことが知られている。さらに，熱帯域の中でも熱帯多雨林地帯では年間降水量が温帯林の4倍  

以上にもなり，裸地になった場合の土砂の流出が激しいといわれている。そのため，熱帯林の伐  

掛こよる裸地化は土壌の急速な捌ヒをもたらし森林の再生を閣難にしているとの報告がなされて  

いる。そこで，本研究では．熱帯林土壌の形成過程を明らかにするために，土壌形成過程におけ  

る植物群落構成種と土壌生物の役割を解明することを目的とする。   

一方，熱滞林における養分循環の機構の把握には，土壌の分解系における落葉藩校などの有機  

物の分解過程についての研究が必要である。本計画において．マレーシアのパソを中心とした低  

地熱帯雨林の落葉分解過程，土壌の有機物堆積様式，土壌動物の個体群及び群集の動態・分解能  
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力についての調査をマレーシア国の研究者と共同研究する。   

森林に供給される落葉藩校などの有機物は，土壌生物の住み場所と食物源となっている。また，  

土壌生物により有機物は分解され無機化されて養分が虐物に供給されている。この調査では，ま  

ずマレーシア森林研究所のβゆJgγ肛αゆ↓ざムα祝dfiの人工林とパソのフタバガキ科の森林において年  

間に供給される有機物量とそれに含まれる無機養分量の測定を目的としている。   

また，熱帯薩雨林における樹種の構成は多様であることを反映して，これまで落葉の分解は，  

混合した落葉を用いた分解実験から研究されてきているが，樹種別の落葉分解の実験例は少ない。   

熱帯の樹木の落葉の分解様式を，土壌条件と樹種の形態の関係から明らかにすることを目的と  

して，マレーシア森林研究所のβ．地肌拍の60年三l三の森林において分解の実験を7月から開始し  

た。葉の厚さ，硬さなどの形態的ならびに養分的に異なるβ．ぬ机山，上旬蛸Ⅶmゆ那た細 と2次  

遷移初期に出硯するE抑d坤βm川m肌α加cg”ざe．餌班血吋珊m肋ね匝の4棟を分解実験の材料とし  

て選んだ。種類の落葉の分解過程を調査することから．熱帯林の樹木の落葉の分解様式を明らか  

にする。   

②調査方法   

パソとマレーシア森林研究所の森林に調査区を設定して，各調査区に面積0．5mの＝形のり  

タートラップをそれぞれ10個を1991年7月に設定した。その後，1か月間隔でリグーの回収  

を行った。現在，1991年7月から1992年3月までのりター・最を測定している。   

マレーシア森林研究所の試験地に20×20mの調査地を設定し，1991年7月に調査地付近から  

新鮮な落葉を搾取して分解の材料とした。各樹種について100枚の落葉を採集し，実験室で40℃  

の条件下で乾燥させた。乾燥の後，各樹種についての落葉の重最を測定した。表1に単葉の重罷  

を示す。  

表1分解に用し、た樹種の単葉の重量  

明地W呵加減頑  0．96（g）  

叫坤職W匝‖肌心  1、93  

EJαJg河0ざ匝mM和上α如5  2、30  

Eれdo5如m江別d加cgル∫g  l、26   

熱瑞の樹木の菓のサイズは大きいので，1種について8枚の準葉をサンプル単位として落葉サ  

ンプルを準備した。落葉分解の実験は，1991年7－12月までの6か月間にわたり行った。分解  

の実験を1991年7月から開始した。20×20mの調査区内に2×2mの調査区を10個設け，各々  

の分解調査区に4種の樹木の落葉サンプル（8枚，合計32枚）を林床の落葉を除去Lた後に設  

置した。分解の実験の開始後10佃の分解調査区から無作意に2区を選び落葉を回収した。   

回収した落葉は風乾の後，重量，柴面積，土壌動物による摂食跡を計測し，研究室に持ち帰り  

窒素，リン，カリ，カルシウムなどの養分の分析を行う。さらに，分解に伴うセルロース，リグ  

ニンなどの有機物の分析を行う。   

③調査結果   
現在，8，9．10，12，1月に回収した落葉について．分解速度，分解に寄与する要因，含有成分  

の減少様式を分析する予定にしている。  
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4）土壌の堆積腐植層の微細形態の観察  

（Dはじめに   

森林生態系における分解様式は，土壌に堆積する土壌有機物の量ヤ形態に反映されている。さ  

らに．熱帯林の土壌での分解過程の結果は，土壌断面の形態に反映されている。熱帯林では有機  

物堆積の少ない，おもに落葉層からなるムルー型の土壌有機物の堆積をしめすが，同じムルー型  

の土壌においても立地条件に対応して落葉層の堆積量は異なることが観察された。   

分解様式．土塊断簡形態の形成は，森林の立地条件を反映している。本調査では，土壌水分条  

件の異なる森林を調査地として選定した。乾燥した条件の調査地とし‘て，パソの森林保護区が選  

定された。さらに，湿潤な立地条件の森林としてマレーシア森林研究所のβ．ねM拍の人工林と  

クアラルンプール近郊のゲンチン高地の高度1000m付近の森林を選んだ。これらの異なる立地  

条件の森林において1991年7月に土壌と土塊堆積腐植の微細の観察を行った。   

②調査方法  

1991年7月にパソ，クアラルンプール近郊のゲンナン高地森札マレーシア森林研究所のD．  

ぬM拍において土壌に堆積する有機物の量を推定した。調査地に斜面の上部から谷に向かって調  

査線を設定し，調査線にそって2m間隔で土壌堆積腐植の厚さを測定した。同時に，堆積量の推  

定のために400mJの探土円筒を用いて土壌堆積腐植を採集する。   

土壌堆積腐植の形態の観察，堆積量の推定を行うことにより，調査森林における有機物分解の  

速度と分解の様式を明らかにする。  

（卦調査結果   

3つの森林における土壌堆積腐植の調査地内での堆積量の平均値と変動量を検討する。調査線  

に沿って土壌有機物の重量の測定を行い，森林における土壌堆積腐植の量を推定した。3つの熱  

帯林での土壌堆積腐植層の特徴と重量を表2に示す。  

表2 3つの熱帯林での土壌堆積腐植層の形態と重量  

土壌堆積壌 土壌堆積腐  
植層の形態 植層の重量  場  所  森林の特徴  

フタバガキ科の熱帯雨林  ムル製  4，30（t／ha）－0．53  
ゲンテン高地の森林  低山地林  ムル型  3．92  －0．45  

FRIM■の止血≠輔の人工林 低山地林  ムル型  4．89  －0．27  

●マレーシア森林研究所   

この結果をもとに土壌の堆積腐植量は1ha当たりの量により評価し，これまでの温帯森林で  

の土壌の堆積腐植の量と比較を行う。   

土壌の堆積腐植層は，いずれの林分においてもムル型であり落葉層から成り立っていた。パソ  

とゲンチンでの土壌堆積腐植には，カビにより分解の進んだ落葉が多く見られたが，F層は余り  

発達していなかった。人工林の土壌堆積腐植は，おもに新鮮な落葉から成り立っていた。   

土壌堆積腐植の量は，温帯の森林の約半分程度であった。毎年，供給される落葉量は，温帯に  

較べて熱帯では多く．分解が速く進行することを示唆している。  
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5）土壌動物群集の動態様式   

①はじめに   

熱帯林は，温度的にはやや画一的な環境条件のもとに発達しているが，熱帯地域内での降水量  

の相違を反映して異なる土壌の水分条件が認められ，こうした土壌の水分条件を反映して異なっ  

た森林が成立している。   

これまで熱帯林における土壌動物の動態についての研究例は，乾燥地域での熱帯林におけるシ  

ロアリの研究を中心に進められてきている。しかし，熱帯地域での異なる土壌の水分条件下に発  

達した各種め森林生態系における土壌動物の群集の比較研究の例は少ない。   

今回の調査において乾燥した森林の土壌動物群集の構成と動態をパソの森林保護区において重  

点的に行い．パソの森林の土壌動物群集の特徴を，クアラルンプール近郊の比較的湿った条件の  

森林を比較調査区として土壌動物の群集の調査を行うことにより明らかにする。   

土壌動物の群集の調査は，優占的な土壌動物の個体数変享臥トビムシの群集変動から調査する。  
さらに，土壌動物群集の研究から得られた結果を基にして，パソ及びマレーシア森林研究所の森  

林での分解過程における土壌動物の役割を明らかにする。  

（∋調査方法   

パソとマレーシア森林研の落葉分解の調査区において土壌動物の調査を行う。調査期間は  

1991年7月から2年間行う。1か月おきに各調査区から15の土壌コアーを採集し，実験室で土  

壌動物抽出装置を用いて土壌動物の抽出を行う。採集した土壌動物iま，液潰標本として持ち帰り，  

トビムシ，ササラダこ，中気門ダニについては種の同定と個体数の計測を行う。他の動物群は札  

目のレベルに分類する。   

③調査結果   

土壌動物の個体数の推定を1991年7月から1992年3月まで行った。土壌動物の個体数は，  

温帯の森林土壌に較べてきわめて少なく，1m2当たり5，000－10，000個体程度であった。土壌  

動物では，ササラダニ，トビムシが優占している点は，温帯と変わらなかった。   

6）材分解におけるシロアリの役割  

（Dはじめに   

熱帯林において枯死材の分解はシロアリによって担われているといわれているが，熱帯林に  

よってはシロアリが少なく他の食材性昆虫が多い場所も存在する。そこで，シロアリを中心にし  

た食材者群内の競争とその材分解に対する影響を明らかにすることを目指した。   

②調査方法   

2か所の低地熱帯林において材分解実験を行った。調査地はクアラルンプールの森林研究所内  

林地とクアラルンプール東南東約70kmのパソ森林保護区とで行った。直径5cmほどの木を長  

さ20cmに切り，地面上に置くかあるいはシロアリに食われないように地面より数cm上につる  

すかして，その後の食われ方を追跡した。材の樹種はそれそれの調査地に生えていたもので，ク  

アラルンプールは肋甲南沌肌ゆい川面皿1cα，パソは伽βγ用ざggmgJJ仲γαを用いた。  

（釘調査結果   

両調査地とも地面上に置いた材のほとんどすべてがシロアリによって食われたが，つるした材  

はシロアリに食われず，かつ他の食材性昆虫（例えばカミキリ）にも食われなかった。材の重量  

減少速度はパソのQ，gg机¢叫伽mではシロアリに食われた場合が食われない場合より顕著に速  

かったが，クアラルンプールの〃．αγ㈹lα掠αでは両方の場合で目だった差がなくシロアリの摂食  

が遅いことが分かった。この遠いの解明のため別の実験を計画中である。  
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（4）熱帯林生態系の修復に関する研究  

1）熱帯林内外の光環境   

①はじめに   

生物種の多様性に富む熱帯林の消滅は，単に熱帯産樹木資源の枯渇による建築資材やチップの  

供給が不足し価格の高騰を招くといった掛那勺損失に現われるのみではない。熱帯林の消失は，  

野生生物の生息環境を狭め，希少な野生生物種の絶滅をもたらしている。   

一万，熱帯林の再生のために早生樹種を用いた造林による施策が行われている。しかし，早生  

樹種による単一▲樹種を用いた造林では，熱帯産の材の供給には有効であり，熱帯域の産業振興に  

は多大の貢献をするものの，多様な生物種の復元を計ることは到底不可能であるといっても過言  

ではないであろう。単一樹種による造林では，植物種の多様性が失われるばかりではなく，植物  

種を食糧として生存している動物棟の減少を招くことにもなる。植食性動物‖ま，餌のし好性があ  

り，いかなる植物種でも餌としているのではな〈，特定の植物種の果実や葉を餌としており．他  

の植食性動物種とで餌のレベルで住み分けを行っている。すなわち，単一樹種による造林によっ  

て熱帯林の再生が行われたとしても，植物穫の多様性が失われるのみではなく，動物種の減少に  

もなるということを認識するべ きであろう。そこで，本研究課題では．自然林の再生をどのよう  

に行うべきかの知見を得るために，熱帯林の天然更新に焦点を絞り．天然更新が容易に観察でき  

ると思われるギャップ更新について，これまで温帯林で得られている知見を踏まえ，本年度は  

ギャップの環境要因，とりわけ光環境に的を絞って調査を行った。   

熱帯に分布する森林は物質生産量が温帯林と比較して高いといわれている。温帯林と熱帯林と  

の生産量の差を決めている要因として考えられるものに，植物種の遠いのほかに光，温度，湿度，  

降雨量といった環境要凶がある。光は植物の成長に第一義的に作用する環境要因であり，熱帯地  

域は赤道に近いこともあり，温帯地域と比較して光強度が高いものと考えられる。そこで，熱帯  

と温帯における光環境の違いを明らかにするために熱帯林内外の光環境を調べた。   

②調査方法   

低地林が保全されているパソーのマレーシア森林研究所試験林で1991年8月8日から9月3  

日まで，ギャップサイズを異にする4地点とオープンエリアで光量子密度の日変化を測定した。  

光量子密度を測定した各地点の全天写真を図3に示した。光量子密 度の測定には′ト糸製のカンタ  

ムセンサーを用い，出力をコーナーシステムの1チャンネル，データロガーに集録した。集録し  

たデータは計算横で処理し，7時から20時までのデータについて図4に示した。   

③調査結果   

オープンエリアでの光量子密度の変化から，最大光量子密度は川00／川0〃mZ／sを超えること  

もあるが，15時頓には降雨のために光量子密度が著しく低‾Fし，低下が最も顕著であった9月  

3日には，14時以降は光量子密度が100′fmO〟m2／s以下にまセなった。   

比較的開けたギャップ2の地点では，1Z時頃と15時頃に2つのどークが見られた。これは，  

ギャップの構造に起因するもので．西側の樹冠部が空けているためである。   

一九 ギャップ3では13時頃に高い光量子密度が観察され，その他の時間帯における光量子  

密度は100′川0〟m2／s以下であった。同様の傾向はギャップ4でも観察され，ギャップ3，4の  

樹冠部は真上のみが空いているギャップ構造であることが，全天写真と光量子密度の日変化から  

明らかである。   

ギャップ5の地点は，全天写真からも明らかなように，樹冠部は閉鎖されており．50  

〃mO〃m2／s以下の光量子密度が林床に降り注いでいるだけである。  
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ギャップ1  

ギャップ2  ギャップ3  

ギャップ4  

図3 異なったサイズのギャップの全天写真   

林床には，どの地点でも椎樹が見られたが，椎樹の高さはギャップ2から5に光量子密度が低  

下するにしたがって低くなる傾向が見られた。現在，このギャップサイズを掛二した地創こ実生  

苗を植栽し，成長速度を測定している。今後，得られた光のデータと成長速度の関係から，ギャッ  
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国4 異なったサイズのギャップにおける光量子密度の日変化  

プ内に生育する実生の光利用効率を明らかにする計画である。   

2）徴気象観測のためのタワーの建設   

熱帯林生態系の生物種を調査し，生息密度や樹種構成，植物の生理機能等を調凰測定して熱  

帯林生態系の有する特有な現象を把握するには，そこでの環境特性を的確に把握する必要がある。  

すなわち，植物の成長にとって重要な要因である光環境一つをとっても，熱帯林内外の光の水平，  

垂直分布を経時的に測定することが重要である。また，熱帯林全体の熟，水，CO2収支を求める  

ためにも，これらの環境要因の水平，垂直分布の測定が必要不可欠である。   

上に述べたような熱帯林内外の気象要因を測定するには，どうしても気象測器を設置するため  
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のタワーが必要である。さらに，熱帯林の樹冠部で生物種がどのような挙動をしているかを知る  

ことは，熱帯林の多様性を知る上でも避けて通れないことである。このような気象観測用のタワー  

を建設すれば，樹冠部での光合成の測定も可能になり，これまでは地上でしか観察し推測しかで  

きなかった樹冠部に生息する生物種を容易にしかも精度高〈観測することが可能になる。   

以上の見地に立って，現地で資材を購入し．現地の労働力を使用してタワーを建設した。それ  

までの樹高の測定によって，タワー㌢建設する予定地での突出木は40m以上になるものの，そ  

の他の多くの木の樹高は30mであることから，30mのタワーを建設すれば，生物種の観察，測  

定には充分であろうと考えた。また．気象安岡を観測するには樹冠部から突き抜けたタワーが必  

要で，そのためには40mタワーが必要となってくる。   

一方，気象要因の観測のみにタワーを建設するのであれば1本のタワーでも充分であるが，樹  

冠部での±】二物種の調査のためには，樹冠部を面的に動いて調査できるようなタワーが望ましい。  

そこで，経費や安全性．利便性等を考慮して30mのタワー2本と40mのタワー1本を建て，  

タワーの間を檎で連結し，面的調査が可能となるように設計した。タワーはl辺が20mの正三  

角形になるように配置した。   

完成したタワーの写其を図5，6に示した。図5では40mのタワーが樹冠部から上に突き出  

ているぁが分かる。また，区6ではタワーとタワーの間を橋で連結しているのが分かる。すべて  

の材質はアルミニュウムアロイでできており，腐食も起きにくく．長期間にわたる使用が可能で  

ある。また，熱帯地方では雷雨の頻度が極めて高いため各タワーには避雷針を設置してある。こ  

のため，雷雨の時にはタワ∴の最上部では落雷の危険性があるが，タワー内部は安全である。雷  

雨時に起こる強風によってもタワーはほとんど揺れることもなく．信頼性の高いタワーが完成し  

た。  

凶6 タワー問を結ぶ橋の概要  図5 40mタワーの概要  

樹冠部から突き出ているのがよく分かる。  胤こは手すりが設けてあり，落下防」卜に  

なっている。、  
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（5）NOAAAVHRR（LAC）画像データを用いた東南アジア地域の描生指数国及び稲生分  

作成に関する研究   

東南アジア地域の植生状況を把握するための手法の確立を目指し，観測日と軌道の異なる複数  

のNOAA衛星データを用いて地域のモザイク画像及び植生指数分布図を試作した。   

対象地域及び使用データ：インド及びインドシナ半島全域を含む北緯0－35度，東経66－110  

度を対象地域とした。使用した衛星データは．赤道直下で1画素1．1kmの解像度を有する  

NOAA AVHRR（LAC）画像で観測期間が1989年12月7日から1990年3月2日までの11シー  

ンである。   

作成方法：各シーンは，可視・近赤外チャネルをアルベドに，熱赤外チャネルを輝度温度に変  

換し，さらに1シーン内のパスラデイアンス相対補正したのち，地上基準点（GCP）と3次多項  

式による幾何補正を行った。各種補正をした仝シーンを用いてモザイク合成をするとともに，可  

視・近赤外チャネルから正規化植生指数（NVI）を算出しその分布図を作成した。なお，雲除去  

はNVlと熱赤外チャネルを用いて画素単位で行った。   

図7と図8はそれぞれ試作された東南アジア地域のモザイク画像と正規化植生指数分布図であ  

る。これにより，モザイク画像と正規化植生指数分布図の作成に見通しがたち，また，より精度  

良いモザイク画像作成には高度な幾何補正手法の開発が必要であることが明らかになった。今  

後，各種補止手法の高度化，相生分類手法の開発，及び異時点モザイク画像の比較による植生変  

化抽Jtl手法の開発を目指す。  

図7 NOAA AVHRRのモザイク画像  図8 正規化植生指数国  
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2．7 野生生物種の減少に関する研究  

〔研究組締〕生物圏環境部  
上席研究官  安野正之  

地球環境研究グループ  

野生生物保全研究チーム   ○椿 宜高・高村健二・奥甲故紙・永田尚志  

森林減少・砂漠化研究チーム ○古川昭雄・可知直毅   

〔研究概要）   

野生生物種の減少は熱帯地域をはじめとして地球上のあらゆる場所で生じている。そして，狩  

猟対象となる種の乱獲や環境汚染を除けば．野生生物種の減少の主な原因は開発による森林，湿  

地，草原などの生息地の破壊にあるといわれている。この研究セは複数のタイプの野生生物生息  

地における種多様性の差異を明らかにすることによって，森林破壊に伴う野生生物種の減少の機  

構解明を行う（図1）。本研究は国立環境研究所，森林総合研究所，日本野生生物研究センター，  

鹿児島経済大学による共同研究であり，研究期間は平成3～5年度までの3か年である（図2）。   

研究はマレーシア国の熱帯降雨林で行うことに決定した。本年度は，マレーシア側の共同研究  

機閉としてマレ，シア森林研究所（ForestResearchlnstituteMalaysia），マレー大学（University  

ofMalaya），マレーシア国立大学（Univc；sitiKebangsaanMalaysia）を選び，共同研究の折衝を  

行った。   

研究調査地点はクアラルンプールの東方約15kmに位置するウルランガット（HuluLangat）  

に決定した。この地域には．熱帯林が標高500－1500mまで広がっている。しかも．その中に  

は原生札 二次林，植林地がモザイク状に分布するので．森林タイプと野生生物種の多様性の関  

図1 研究計画の概念図  
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平成5年度  平成4年度   平成3年度  

図2 野生生物種の減少に関する研究の年次別計画  

連を研究するには絶好の地域であると思われる。本年度はこの地域内にまず2つの調査区域（山  

地原生林地域と植林地域）を設け，野生生物相の調査を開始した。   

また，平地林と野生生物群集を比較するために，パソー（Pasoh）林（クアラルンプールの南  

東約70km）にも調査区を設けた。ここにはマレーシア半島の中でわずかに残された低地熱帯降  

雨林が存在する。ただし，その周囲は開発されたオイルパームやゴムのプランテーションになっ  

ており，森林規模はかなり縮小され，かつ孤立化した森林となっている。この森林では，野生生  

物の種数や個体数は，すでにかなり減少しているようである。パソーとウルランガットを比較す  

ることによって，森林規模の縮小が野生生物群集に与える影響を評価できることが期待される。  

〔研究成果〕  
（1）バソー林における葉虫群集   

植物の被度が糞虫の分布を大きく左右することはよく知られた事実である。植物の影響は人間  
が作った裸地と森林とで葉虫の種類及び個体数を調べるとよく分かる。さらに．特定の種につい  

て裸地と森林を横切るライン上の個体数の変化を調べることでもその影響が把握できる。さらに，  

その森林に生息する野生動物の種類や個体数によっても，糞虫の群集構成は影響を受ける。   
したがって，糞虫の種類組成は糞虫そのものの種多様性を表現しているばかりでなく，同じ場  

所に住むほ乳類や鳥類などのセキツイ動物の種多様性を代弁する指標として有用である。   
ビットフォールトラップを使うことによって，パソー林の糞虫の種多様性を明らかにする≒と  

もに，森林の周辺部から中心部分への種類組成の変化を明らかにし，森林の大きさと種多様性の  
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関係を分析するための資料を収集した。   

今日までに少なくとも22種類の乗出がパソ「林に生息し，ある種類は中心部だけで採集され，  

ある種類は周辺部だけで採集されることが分かった。また，中心弧周辺部に限らず，どこでも  

採集される種類もある。   

糞虫は普通その行動と機能によって3つのグループに分類することができる。第1のグループ  

は糞の中に入り込み卵を糞の中に産みつけるし，自分でも糞を餌としている比較的′ト型の‘糞内  

生活者・である。糞の中に巣や子育てのための小部屋を作ったりすることはなく，直接糞の中に  

卵を産みつける。温帯ではマグソコガネ族（Aphodiinae）の大部分が糞内生活者であるが，熱帯  

ではこのグループはあまり多くないことが多〈の研究者により報告されている。第2のグループ  

は糞の真‾Fにトンネルを掘り糞の一部をトンネルの奥に運び込んで産卵する斗ンネル掘りであ  

る。トンネルの奥に詰めた糞は子の餌としてだけでなく，成虫の餌にもなるら′しい。ダイコクコ  

ガネ族（Coprini）の多くがこのグルpプに入るが，その中のエンマコガネ属（Onthophagus）が  

主なメンバーである。エンマコガネ属は種類が多〈，世界各地で糞虫群集の優占的な分類群となっ  

ている。第3のグループは，糞の球を作って適当なところまで運び，そこで糞を埋める穴を掘っ  

て産卵する大型の－ころがし屋▼である。糞の球はこの餌としてだけ利用される。系統分類学的に  

新しい種類がこの行動を示すといわれ，ダイコクコガネ族の中の一部がこのグループに入る。   

まだサンプル数が少ないが，今までの調査から次のようなことがいえよう。  

1）兼良群集の調査はこれまでに，スラウェシ北部（Knight，1988），サラワク（llanskiand  

Hamm。nd，1986），南アフ1）カ（Daviesetal．．1988），象牙海岸（CamberfortandWalter，1991），  

ガボン（CamberfortandWalter，1991）などの熱帯地域で行われたことがある。我々の調査結果  

をこれらの調査結果と比較すると，パソ一休内の糞虫個体数と種類数がきわめて少ない。おそら  

く，これはパソー林の特殊性（孤立した林であること，周囲をオイル椰子ヤゴムのプランテーショ  

ンに因まれ，そこでは除草剤や殺虫剤が多用されていることなど）によるものと考えられるので，  

マレーシア半島内の他の森林でも同様な調査を行い，比較する必要があると考えられる。   

2）熱帯降雨林では一乗内生活者▼は少ないことが知られている。かれらは普通は草地に見られ  

るからである。パソー林においては糞虫のほとんどは■トンネル掘りであり．この点は他の研究  

と一致している。しかし，林緑部で9月に多数の糞内生活者が採集された。そして，ここではト  

ンネル掘りはほとんど採集されていない。この月に雨が少なかったのが．その原因であると考え  

られた。つまり，森林の周辺地域は乾季と雨季の影響を受けやすく，本来乾燥した草地に生息す  

る糞内生活者が，雨が少なくて乾燥してしまった周辺地域に一時的に侵入したのだろうと思われ  

る。雨の多くなった10月にはこの仲間は森林からいなくなってしまった。   

3）今回の調査ではビットフォールトラップの餌として牛の糞を用いた。腐肉や果物を使った  

り，他の動物の糞を使うと異なった種類の糞虫が採集される可能性が高い。パソ一杯の糞虫群集  

を網羅するためには，今後さまざまなトラップを利用する必要があるだろう。  

（2）フタバガキ科樹木の種子捕食性昆虫   

熱帯雨林では，樹木がさまざまな形や性質の種子や果実を生産する。たとえば，東南アジアの  

熱帯雨林ではフタバガキ科の樹木が生み出す種子は大きさ，形，比重．成分などの特徴が樹種に  

よって大変に変異に富んでいる。これらの種子は森林に住んでいる多種の昆虫を含めたさまざま  

な動物にとって重要な食物資源である。従来の研究により，植物食性の昆虫は限られた数の植物  

種を利用するように特殊化していることが知られているので．異なった種の昆虫が異なった樹種  
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の種子を利用しているとも考えられる。   

この研究では，種子への捕食庄が選択圧として働いてフタバガキ科の種子の大きさに影響を与  

えるかどうかに焦点をあてて計画を立てた。種子1個当たりにどれだけの量のエネルギーを与え  

るのが最適かは，種子の数を増やす方向とそれとは逆に1個の種子当たりの重量を増やす方向の  

どちらの方向で親木が利益を最大にし得るかによると考えられる。どの方「如こ進むか，あるいは  

両方向の中間のどの当たりで安定するかは，個々の種子の生残可能性と個々の種子を形成するの  

に要する投資量との釣り合いで決まる。例えば，種子の発芽・生残に影響する温度・湿度・雨  

量・土壌成分などの物理的環境条件が異なれば，種子の例の生残に最適なやり方も異なってくる  

と考えられる。さらに，捕食者がどの大きさの種子を食うかも種子の大きさが決定される場合の  

選択圧となり得る。   

種子の捕食者が種子に影響する筋道は少なくとも次の3とおりが考えられる。①捕食者が種子  

の大きさを判別した上で大きい方の種子から食べる。②捕食者が種子の大きさを判別した上で小  

さい方の種子から食べる。③捕食者は種子の大きさを選択せず，ただ適切な樹種の種子を選択す  

ることに集中する。捕食が種子の大きさの進化に与える影響の大きさを調べるためには，捕食者  

が種子にかかわる頻度及びその方法を明らかにすることが必要である。この研究では現地名カ  

プールというフタバガキ科のβりロムα加坤ざα仰預αrイcαを材料に選び，捕食圧と種子の大きさとの関  

連を調べた。   

フタバガキ科のカブールβ．αγの埠αJicαの成木から落下してきた新鮮な種子を集めて，それらの  

種子から出現する昆虫を採集しその種類相を明らかにし，また種子が発芽するかどうかも記録し  

た。種子の採集は，カプール植林地の林床で大きさに関係なく新鮮な種子を拾った。場所はマ  

レーシア森林研究所構内で，、期日は1991年7月15日と17日であった。採集した桂子は0．1g  

の精度で湿重量を測定した。その後，1個ずつ透明なプラスチック容器に入れて容器ごと室内に  

保管し，昆虫が種子から出現するまで37日間待った。各種子の検査は毎週行い，同時に種子の  

発芽しているかどうかも記録した。   

合計591個の種子を採集した。採集した種子の重量の頻度分布を図3に，また各重量階級の  

種子のうち発芽した種子とゾウムシ，ゾウムシ以外の鞘麹目，鱗麹臥 膜趨臥 双趨目のそれぞ  

れの昆虫が出現した種子の割合を百分率で図4に示した。種子の重量は0．3～9．．9gにわたり平  

均土標準偏差は2．97±2．00gであった。採集した種子のうち10．7％の63個が発芽した。発芽  

した種子の平均重量は7．18±1．60gであったのに対して，発芽しなかった種子の平均重量は  

2．46±1．34gであり，大きい種子が発芽することが分かった。   

集めた種子のうち39．3％の232個の種子から昆虫が出現した。また平均重量は2．61±1．05  

gで．軽いか中ぐらいの重さの牲子から昆虫が出現した。昆虫の出現した種子のうち発芽した橙  

子はわずか3個であったので，昆虫に食われた種子はほとんど発芽しないことが分かった。1個  

の種子から出現した昆虫の数は20匹までで，それらは蹄麹日，鱗麹目，膜趨臥 双週目のいず  

れかに属していた。   

今回の調査では，発芽しなかったが昆虫も出現しなかった種子が50．5％にも上った。÷れら  

の種子では，種子の中でその種子を食べた昆虫が死んでいる可能性があり，種子内での昆虫の死  

亡を調べる必要が認められた。   

また，昆虫が出現したのは軽いか中ぐらいの重さの種子にほとんど限られるのは，昆虫かある  

いは樹木の側からなんらかの選択が働いていると考えられる。例えば，昆虫成虫が小さい種子を  

選んで産卵しているか，あるいは種子が′」、さい未熟な段階で昆虫に産卵されるとその種子は成長  
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図3 カプール種子の湿重量頻度分布  
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図4 カプール種子からの昆虫出現率と種子の発芽率  
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しなくなるという場合が考えられる。このことを検証するには．昆虫の産卵行動の観察が欠かせ  

ないので今後それも含めて調査対象を広げる予定である。  

（3）低地熱帯林と低山地熱帯林における鳥類群集   

マレーシア半島部において記録されている621種類の鳥類のうち．約370准は熱帯林及びそ  

の林縁を主な生息域にしている。さらに，熱帯林に生息する鳥類の60％は，スンダ地域の固有  

種である。これらの種は，フタバガキ科の混生する低地熱帯林，低山地熱帯林，マングローブ林  

の3つの森林地域で通人㌫放散し，種分化してきたと考えられている（We】】s1988）。林線や樹冠  

部に生息する桂を含めてZ82種類は低地熱帯林，96種は高地熱帯林，約50種類はマングロー  

ブ林に起源を持つとされている（Nisbet1968）。低山地熱帯林において高地熱帯林のグループと  

低地熱帯林のグループが出会うことになるが，低地林種の75％，高地林種の50％は低山地林  

に進出していない。また，低山地熱帯林の57％はスンダ地域の固有種であるのに対して，高地  

熱帯林では16％，マングローブ林では10％が固有種であるに過ぎない。しかし．マレーシア  

半民部においては，低地性熱帯林はほとんど残っていない。この研究では，隔離された低地熱帯  

林と大面積の低山地熱帯原生林及び二次林の鳥類群集の多様性を明らかにするとともに，森林の  

大きさや植生と鳥類群集構造を分斬する資料を収集する予定である。研究調査地点は，低地熱届  

林としてクアラルンプール東南東約70kmに位置するパソ森林保護区と低山地熱帯林としてク  

アラルンプール東方約15knlに位置するヌアンダ山麓，ウルランガット地域のバングスン森林  

保護区を選んだ。   

本年度は，マレーシア側共同研究者との研究内容の議論を行うとともに，予備調査を行った。  

各調査地域においてライントランセクトセンサスとカスミ細による捕獲標識を平行して行った。  

また，各調査地での鳥類群集構造を明らかにするために，各種の採食行動を記録した。   

予備調査において，捕獲された鳥類リストを表1に示した。ギルドタイプは，林床昆虫採食者  

（1JGl），プッシュ某層昆虫採合着（SFGl），樹上葉層採食者（TFGl），樹幹昆虫採食者（BGl），  

ヒタキ型探食者（FCI），花蜜一昆虫探食者（1／N），果実．昆虫採食者（I／F），樹上性果実食者（AF），  

地上性果実食者（TF），その他（Misc）に分類してある。バングスン森林保護区では6日間の調  

査で20種類62個体が捕獲されたが，パソ森林保護区では同じ調査日数で13種31個体が捕獲  

されたにすぎなかった。捕獲結果から得られたパソ森林保護区の鳥類の相対密度も，2・3個体／  

日！網であり，バングスン森林保護区の相対密嵐3．1個体／日・網，に比して明らかに少なかっ  

た。   

マレーシア半島部の熱帯林鳥類群集の種組成の25％はチメドリ科であり，さまざまなニッチ  

に適応放散している（Wells1988）。パソ森林保護区においては，林内に生息する鳥類群集の32  

％がチメドリ科で構成され，多く記録された種類はタンビムジナメドリ（TγJcんd5J抑α  

削α′αrCβ氾5g），サビイロムシナメドリ（T．占Jc8J8γ）であったのに対し，バングスン森林保護区では  

棟組成の45％がチメドリ科で占められタンビムジナメドリに加えて，チャイロチメドリ属  

〟α加（ゆfg伽，モリチメドリ属封即恒心が多かった。また，次に大きな割合を占めているグル∵  

プは，熱帯林に特異的な果実一昆虫採食者であるヒヨドリ科のグループであった。したがって，  

今後，植生や森林のサイズがマレーシアの鳥類群集に及ぼす影響を明らかにするためには，この  

Zつのグループ（科）に注目する必要があるだろう。  
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表1各調査地域において捕獲された鳥類リスト  

キ●ルト●タイ70体重 ハ○ソ ウルランがット  

カワセミ科   
Ce叩e′f〟∽C揖  

キツツキ科   
Gね血血び血沈鮎   

ヒヨドリ科   
Pyc〝β仰J揖βJ′わ甲∫   

C血fgビrムrビ∫   

Cr血fgerp加e∂C甲如加   
Cr毎geroc／∽JWe揖   
〃yp∫如‡e5Crimger  

チメドリ科   
アナ∫c庇げー（フ〝∽JI∽血c（、eJびe   
7ナJc／l（びわJI∽みfcクわ′   

7ナic／闘わJI∽J℃∫b′α一肌   

〃qぬc（）p【er（）柁C血re肌   

肋血叩聴馴JⅦg〃仰∫什e   
〟誠叩加〝物加   
古ねC／ヴrf叩∂Jわc甲ねぬ   

∫J肛カツr柑椚gr】C印∫  

Ak如eわ印刷g血血  

ツグミ科   
g〃血7C灯り即g   
C叩叩Cね鮎クツrrβのg加   

古乃血rMrl伊C叩JJ加  

ウグイス科   
舶r∂∫C甲揖∫甲rlC〃血イJ  

ヒタキ科   
F正e血Jdd仰J∂rぬ   

相加助川明加地   
〃）pOJわγ仇j∫αヱ〟reα   

Ⅳ柏餅eg′αJdfJ  

タイヨウチョウ科   
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乙8 その他の地球環境問題に関する研究  

2．8．1ペルシャ湾岸の原油汚染等が地球環境に及ぼす影響の評価に関する研究  

〔研究組織〕地球環境研究グループ  

統括研究官  ○秋元 肇  

酸性雨研究チーム 溝口次夫  

社会環境システム部  
情報解析研究室  須賀伸介 ■  

水土壌圏環境部  
部 長  渡辺正孝   

〔研究概要〕   
湾岸戦争がもたらしたクウェートの油田火災は700本以上の油井を炎上させた。これらの油  

井燃焼に伴う大量の汚染物質の大気中への放出は，クウェートをはじめとするペルシャ湾岸一帯  

の人体・動植物の被害及び気候への影響を憂慮させた。クウェートの油田火災はこれまでのどの  

人為起源汚染よりも大規模であり，したがってその影響も地球的規模に及ぶことが考えられた。  
クウェートを中心に大気汚染の影響の著しい地域を対象とした人体への影響の評価及びペルシャ  

湾岸一帯への気候変動も含めた大気汚染の影響を評価することを目的として本研究を実施した。   

一九湾岸戦争にかかわるペルシャ湾での原油淡けiは，ペルシャ湾の海洋環境破壊をもたらし，  

野生生物の絶滅や漁業資源への影響が心配されている。湾岸諸国水資源は海水淡水化プラントに  

大きく依存しており，原油流出に伴うプラント稼動停lヒの危険性が示唆された。キングファハド  

石油鉱物資源大学（KFUPM）では流出原油分布予測（GULFSLIKn）を行ったが，初期の予測  

段階で大きな予測誤差を生じた。この原因としてペルシャ湾全体の流動モデルの不備が指摘され，  

KFUPMとの会談の結果，流動モデルを改良することによりGULFSLIKIの予測精度を向上させ  

ることが合意された。   

このような経緯を踏まえ，運輸省気象研究所，農林水産省中央水産研究所，海上保安庁水路部  

との共同研究をスタートさせたが，国立環境研究所においては次のサブテーマを行った。  

（1）′油田火災などに伴う大気汚染が周辺地域に及ぼす影響の評価に関する研究   

クウェ丁卜浦田火災によって大気中へ放出された汚染物質は，通常の化石燃料の燃焼排ガス，  

自動車排ガス成分とはその種類，量，性状がかなり異なっていることが予測された。その理由の  

－・つは燃焼温度がかなり低いこと及び不完全燃焼の比率が高いことである。油井火災に伴うク  

ウェート及びその周辺地域での大気汚染物質を調査し，人体影響などの観点から評価すること及  

び燃焼排ガスの及ぶ範囲と気候への影響をシミュレーションすることを目的として研究を行う。  

（2）ペルシャ湾の海水流動解析に関する研究   

ペルシャ湾の海水流動はホルムズ海峡からの潮汐流，チグリス・ユーフラテス川から河川流入  

及び海表面からの水分蒸発に伴う塩分分布と水温分布が形成する密度分布に起因する密度流，及  

び年間平均風速が約6－7mの北西風に起因する吹送流により支配される。乱流に基づく鉛直  
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混合をも考慮した3次元クロージャーモデルによりペルシャ湾の海水流動の解析を行う。本研究  

の成果はKFUPMとの研究協力の一環として位置づけられる。  

〔研究成果〕  
（1）油田火災などに伴う大気汚染が周辺地軌こ及ぼす影響の評価に関する研究  

1991年12月17－19日までの3日間クウェート国内4か所個1）で測定した大気汚染成分  

の結果を以下に示す。SO2，NO，NO2は全地点で測定したが，いずれも簡易サンプラーでサンプ  

リングし，日本へ持ち帰って分析した。SO2，NO2は筆者らが開発した多孔性テフロンサンプラー  

を用い，吸収液にはトリエタノールアミン溶液を用いた。NO2は従来から用いられているフィル  

ターバッヂ式サンプラーを用いた。また，NO，NO2は横浜公研式サンプラ一によってサンプリ  

ングを行った。SOz，NO2はいずれの地点も低濃度であったが，NOは高濃度を記録した。03は  

プルガン油田地域だけで測定した。紫外線吸収式自動測定機を用いたので測定値はリアルタイム  

で処理されている0非汚染地域特有の目変化パターンを示し，8－39ppbの範囲であった。   

浮遊粒子状物質は10ミクロンカッター付ハイポリュームサンプラーを用いてジャハラ病院及  

びプルガン油田地帯で測定した。VOCs及びPAHsは，ハイポリュームサンプラ一によって得ら  

れたろ紙上の粉じんを分析した。Cl－C4までの軽炭化水素類は石英ガラス製ボトル（容量5り  

でサンプリングした空気を分析して求めた。またC6－C8までの芳香族炭化水素頼をTenaxTAを  

充てんしたガラスカラムでサンプリングしたものを分析した（囲2）こ また，マンソリヤ，ジャ  

ハラ及びブルガン油田地帯の土塊を持ち帰り分析した。   

油田火災鎮火後のクウェート国内のSO2，NO2の濃度は非常に低く我が国の非汚染地域よりむ  

しろ低濃度であった。特に，高濃度地域と予想していたプルガン油田地域が最も低い値を示した。  

油田だけでなく周辺の工業地域のほとんどが湾岸戦争で破壊され，まだ再開していないので当然  

の結果であるといえる。プルガン油田以外の3地点のNOが高濃度を示したが，それぞれ，すぐ  

近くに駐車場の影響と考えられる。ハイポリュームサンプラ一によって得られた浮遊粒子状物質  

の値はSO2，NO2に比べて高い値であった。4地点ともCl－C4までの軽質炭化水素類を分析す  

るために石英ガラスボトルによるサンプリングを行いFIDガスクロマトグラフで分析した。ま  

た，TenaxTAを充てんした石英ガラスカラム（4×170mm）でサンプリングした空気はC6－C8  

までの芳香族炭化水素をガスクロマトグラフ質量分析計で分析した。Cl－C4までの軽炭化水素  

類は我が国の都市域と同程度であった。ブルガン油田地域の値がいずれも最も高い値であった。  

芳香族炭化水素類は我が国の都市域の値よりもはるかに低〈，プルガン油田地帯で最も低い値を  

示した。このことは自動車などガソリン系からの放出物が多く他の石油化学産業からの排出が少  

ないことを推定させた。プルガン油田地点の分析値のうち，12月19日の最後の2国分のエタン  

からイソブタンまでの値がそれまでの値の約10培を示す高い値を記録した。ポンプで吸引して  

サンプリングしたため，電源が必要であり，ドイツグループの測定車用の電源の供給を受けたが，  

それまでは近くにある原油の他の風上に位置していたため低濃度であったが，12月19日の2回  

分は風向きが変わり風下となったためと推定される。原油池の直接の影響を受けると軽質炭化水  

素類は高濃度になることが確認できた。ハイポリュームサンプラ一によって得られた浮遊粉じん  

中のPAHsの分析値は我が国の都市域での値よりもはるかに低い値であった。マンソリア，ジャ  

ハラ及びプルガンの各測定地点周辺の土壌の分析値から特に異常はなかったが，．プルガン油田の  

土壌からはNaイオン，Clイオンが高濃度で検出された。これは消火作業に海水を使用したため  

と思われる。また，プルガン油田の土壌の「黒い砂」からダイオキシン類の分析を試みたが前処  
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服●  J柑●15′  47● 45′  

臨1 測定地点   

理操作が困難なため，まだ結果がでていない。他の地一旦の土壌からはダイオキシンは検出されて  

いない。  
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炭化水素濃度（Cl－C4）  

20  40ppb・  

芳香族炭化水菜濃度．  

2．0  4．O ppb  

図2 炭化水素類の測定結果  

（2）ペルシャ湾の海水流動解析に関する研究   

本解析で用いられたモデルはBlumbergandMellor（1983，1987），BlumbergandIlerring（1987）  

により用いられた3次元モデルである。シミュレーションは1991年1月1［］－2月20日まで  

の50日間について行った。メッシュサイズは10km格子で鉛直に10層をとった。初期値とし  
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て水温・塩分分布はSailjngDjre抽On．Pub．17Oより与えた。潮汐についてはBandarAbbasと  

LittleQuoinlslandで得られている調和定数をホルムズ海峡で与えた。チグT）ス・ユーフラテス  

川からの淡水供給量はWorldWaterBalanceandWaterResourcesoftheEarth（UNESCO1978）  

をもとに各月平均流出量を推定した（建設省土木研究所）。トルコ山岳地帯雪解け水を源流とす  

るため4月がそのピーク流出量を与える。風のデータはカフジにおける約25年間の頻度分布を  

もとに，北西6mノs，南東6m／sの風をそれぞれ2月1－10日及び2月11－20日の間与えた。   

湾岸の14点で水位変動の調和定数が求められている。その中のJaヱiratHalulで得られている水  

位変動とシミュレーション結果の比較は良好な一致を示した。   

北西風6m／sを与えたときの2月10日の表層及び9層目の日平均漁連分布を図3に示す。吹  

送流とチグリス・ユーフラテス川河川流入とが相まって，クウェート沖から沿岸に向かう強い鈍  

れが存在している。第1次政府調査団としてダーランからイラク，クウェート沖上空の偵察飛行  

を行ったとき，チグリス・ユーフラテス川河川水が塩水と混合することなく強いフロントを形成  

し，クウェート沿岸に向けて流れていることを確認している。原油流出地点はこのクウェート沿  

岸に向けての流れの中に位置しており，その後の原油流動に大きな影響を与えたものと考えられ  

る。9層目の水平流速分布は塩分成層に基づく表層とは逆の流れがクウェート沿岸からチグリ  

ス・ユーフラテス川及びイランに向けて流れている。このような底層涜の存在は沈降したタール  

ボールのイラン側沿岸への移送をもたらすものと思われる。チグリス・ユーフラテス川河口域で  

＼‾  
WIND VEL．6m／S・  

図31991年2月10日におlナる表層での水平流速の平均値  
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の鉛直流速分布は，湾に流入した河川水の表層の広がり，及び下層での塩分の濃い水の流れ込み  

による塩水くさびを再現している。上記計算に続けて，2月10日から南東風6m／sを10日間  

与えたが，2月20日のシミュレーション結果は，かなり複雑な流況が出現しており，吹送流が  

卓越した海域であることがうかがえる。クウェート沖に浮標を投入し北西風を6日臥 その後南  

東風を20日間吹かせ浮標の動きを追跡した。浮標は流速に乗って流れていくものと仮定して計  

算を行った。今回の浮標分布予測値は，米国沿岸整備隊及びNOAAが観測している現場海域で  

の阪油分布の中でも，特徴的な沿岸への吹き寄せと沖合いでの広がりを定性的に説明し得る結果  

を与えた。  
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2．9 総合化研究  

〔研究組織〕地球環境研究センター  
総括研究管理‘自一  
研究管理官  

○西岡秀三  
権弘崇嗣・原沢英夫  

地球環境研究グループ  
温暖化影響・対策研究チーム 森出恒辞・甲斐沼美紀子・増田啓子  

地域環境研究グループ  
交通公害防止研究チーム  森lコ祐一・  

社会環境システム部  

環境経済研究室  

客員研究員 2牢Ⅰ  

小野宏哉・青柳みどり  

〔研究概要〕   

地球環境研究センターにおいては地球環境研究総合推進費による総合化研究を実施している。  

この「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェクト  

と違い，次の3つの役割を持っている。   

第1に，地球環境研究は「課題別研究」により分野ごとた研究プロジェクトが推進されている  

が，これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を体系的かつ集中的に解析する  

「横断的研究」。   

第2に，個々の研究プロジェクトの成果を総合的かつ体系的に集約して，政策の具体的な展開  

に資する知見を提供する「政策研究」。   

第3に，個々の研究領域の重要性を地球環境問剋の解決という観点から総合的に評価する「リ  

サーチ・オン・リサーチ」。   

これらの役割を担って，平成2年度及び3年度においては3つの研究に着手している。まず，  

総合的な世界モデルの開発をめざした「持続的発展のための世界モデルの開発に関する研究」（世  

界モデル研究），環境と経済を統合する評価体系づくりをめざした「環境資源勘定体系の確立に  

関する予備的研究」（環境勘定研究），さらに，地球鱒境問題に共通する社会経済システムの変革  

方向を探る「地球環境保全のための社会経済システムのあり方に関する国際比較研究」（社会シ  

ステム研究）である。2番目の環境勘定研究はフィージビリティズタデイの段階で，平成4年度  

から本格的なプロジェクトを実施する予定セある。   

表1には，これら3つの研究の役割が整理してある。   

まず，「世界モデル研究」は平成2年度から実施しているもので，個々の研究プロジェクトの  

成果を活用しながら地球環境の変化を総合的に予測する「環境総合モデル」と／この環境変化に  

影響を及ぼす経済活動を分析する「世界経済モデル」の2つを開発中である。この研究によ．り，  

具体的な政策展甲につながる知見を総合化したり，地球環境研究全体の推進方針ヤ各分野に共通  

する経済的前提を明らかにすることができる。   

一方，「環境勘定研究」は環境資源や環境汚染物質のフローとストックに着目して，個々の地  

球環境問題を横断的に解析することを目的としている。この解析によって，自然の劣化や環境の  

汚染の収支決算を毎年集計し，それを経済的価値に換算することによって，従来の国民経済計算  
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表1現行の総合化研究一覧  

世界モデル研究  環境勘定研究  社会システム研究   

（モデル）   （評 価）   （前 提）   

個々の研究分野  各種地球環境間  

分野横断  

間の相互関係の  環境汚染物質の  共通した社会経  

的研究   フローとスト，クによ  済システムの国  

り統一的に分析  際比較分析   

個々の研究成果  

の組合化と総合  環境と軽済を統  地球環境にやさ  

政策研究          予測モデルの開  合する評価体系  しい社会経済シ  

発並びに世界経  ステムの解明   
済モデルの開発   

地球環境変化へ  人商社会へのイ  

岬－チオン  

押イ  
感度と 

体系に環境の大切さを反映することもできる。   

また，平成3年度から開始した社会システム研究においては．各種の地球環境問題の原因になっ  

ている社会経済活動をより体系的に解明するため，これらの活動の基礎となる社会経済システム  

の基本構造を国際比較により分析するものである。本年度は，都市構造，産業構造，ライフスタ  

イルの3つをとりあげて国際比較に着手し，これらの構造の差が地球環境への負荷にどのような  

影響を及ぼしているかを分析しており，地球環境にやさしい社会経済システムのあり方を見いだ  

したいと考えている。   

以下では，世界モデル研究及び社会システム研究のZつについて平成3年度の研究成果をとり  

まとめる。なお，環境勘定研究については，平成3年度はフィージビリティ研究の段階であるた  

め，その成果は／「課題検討調査研究」の項にとりまとめている。  

【研究成果〕  

（l）世界モデル研究   

地球的規模の環境問題を体系的に解明し，総合的な問題解決の方策を検討するためには，地球  

温暖化，オゾン層破壊．森林破壊，砂漠化 海津汚染などの個別の問題の相互関係を明らかにし  

て地球環境閉篭全体の構造を把握するとともに，地球環境保全と世界経済の間のトレードオフを  
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分析して，持続的発展の基本条件を見いだしていく必要がある。このため，従来からローマクラ  

ブの「成長の限界」や「西暦2000年の地球」などにおいて地球環境モデルが作成され，また，  

計量種苗モデルを用いて環境保全投資の経済影響が検討されてきたが，近年の科学的知見の蓄積  

を基礎にしたより体系的な研究が求められている現状にある。本研究は，地球環境研究総合推進  

費に基づく総合化研究として，個々の課題別研究の成果及び1GBPやIPCCなどの国際機関の要  

請や成果に基づいて，地球環境問題を横断閉・総合的に検討するとともに，、世界経済との関係を  

検討することによって，持続的発展のための基本的条件を見いだし，また，国際機関の研究活動  

に貢献することを目的としている。   

平成3年度においては，環境総合モデルの開発と経済モデルの開発に関する研究を進めた。こ  

のうち環境総合モデルについては，地球環境一経済系のすべてにわたる知見を総合化するフレー  

ムワーク・モデルの開発及び地球環境に関する自然現象を総合的に解析する3次元物質循環モデ  

ルの開発を進めた。・また，経済モデルについては，地球温暖化と経済成長に関する数量モデルの  

比較分析及び世界モデルの開発を進めた。以下にこれらの成果の概要を紹介する。  

l）地球環境フレームワーク．・モデルの開発   

地球環境問題の相互の関係やそれに関連する社会経済活動をマクロにとらえて，地球環境問題  

の構造やその重要なプロセス，それに閃邁の解決方針を見いだすためには，個々の課題別研究ヤ  

海外の研究活動から得られた知見を体系的に蓄積し，総合的に組み合わせるシステムが必要であ  

る。このため，人類の発展→その発展を支える基本的人間活動→これらの人間活動に不可欠な活  

動要素→これらの活動要素から生じる廃物→活動要素や廃物により変化する地球環境→地球環境  

変化によって生じる人間社会への影響→これらの影響による人規の発展の制約．といった一連の  

体系的分析が可能となるフレームワークモデルの開発を進めている。この構造は図1に示すよう  

に7つの指標群と8つのマトリクスによって構成され，各マトリクスの姿煮に科学的知見がファ  

イリングされる仕組みになっている。   

このフレームワークモデルの管理のため，4つのサブシステムからなる支援システムを開発中  

である。第1に，フレームワークモデルのオペレーション制御と管理を担当する「コントロール  

サブシステム」．第2に，指標項目ヤマトリクス要素の増減や構造モデルの修正を管理する「モ  

デル修正サブシステム」，第3に，構造モデルの項目間の関係の修正やパラメータの修正を管理  

する「関係修正サブシステム」，第4に，各指標の状態を分かりヤす・く表示する「状態表示サブ  

システム」，第5に，関係や構造の根拠となる各種知識を管理する「知識ベースサブシステム」  

である。平成3年度においては知識ベースサブシステムを除く基本プログラムが完成しており，  

今後，詳細部分のシステム開発や知識ベースの開発，さらにこのモデルに入力する各種の知見の  

収集を行う予定である。  

Z）3次元物質循環モデルの開発   

地球環境問題相互の関係をより詳細に分析するためには，3次元の大気輸送・変換プロセスを  

シミュレーションできる3次元物質循環モデルの開発が必要である。このため，図2に示す枠組  

みのもとでモデル開発を進めている。このうち大気輸送・変換サブモジュールでは，排出した大  

気汚染物質の大気中での移動・反応を算定するため．仝球を水平方向5度メッシュに区分し．鉛  

直方向にはげ座標を用いて地形の影響を考慮して，移流，反応，沈着のモデル化を試みた。移流  

計算はRussellらが用いた2次モーメント法を使用し，対流混合にはHeimannらがGISS・GCMの  
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図l地球環境フレームワークモデルの構造  

トA耶珊0和GENIC Sl】LF11RllP▲口PROJEml（〉M101〉EL  

図2 3次元物質循環モデルの基本フレーム  
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計算結果から井出したパラメータ植を用いた。また，輸送中に発生する反応，沈着等に関しては，  

池田らの研究を参考にして大気中のSO2濃凰SO。2濃度及び雲中に取り込まれたSO√、‾Zの大気  

換算濃度の関係を定式化した。   

このモデルを用いて，人為起源の酸性降下軌 特に硫黄酸化物の地球的なスケールでの環境影  

響を解析した。図3は，西暦2100年時点での硫黄酸化物の年沈着完の分布を予測したものであ  

る。前提としたシナリオは，中位人口相加，中位経済成長の標準（自然体）シナリオである。こ  

れにより，人為起源の硫黄酸化物排出の超長期的かつ地球規模での環境影響が解析できる見通し  

がつき．他の地球環虜泄】題との相互関係を解析する第一・歩が得られた。  

oS′■2／y   

■■0…】0  

護   
静一丁  
頭ト5  

遊密3一‘  

攣  

豊沼卜三  

間0．75－1  

＝≡≡洋0．5－8．75   

這≡；0．25－0．5  

ゲ玖0．l－0．為   

；；j；≡…ミ≡ミ；j；‡；ミ0．05－0．1  

＝三；くD．05   

図3 硫黄酸化物沈着ぷ：の分布，2100年  

3）地球温暖化と経済成長に関する数量モデルの比較分析   

経済究展に伴う二酸化炭素排出先の増大，温暖化防止対策がマクロ経済に及ぼす影響等，地球  

環境保全と経済成長の関係について分析するために各棟の数貴モデルが関与己されつつある。これ  

らのモデルをレビューしてその構造をやシミュレーション結米を比較分析することは，モデルの  

改良方向や新たなモデルの設計条件を見出すために不可欠な作業である。このため，この種の国  

内モデル及び世界モデルを詳細に検討した。   

まず我が国の経済への影響については，表2に示すように今までに7つの数鼠モデルが開発さ  

れている。このうち，2つのモデルは長期予測モデル，他の5つのモデルは中期予測モデルであ  

る。これらの数量モデルを用いて，二酸化炭素の排日童を安定化するためにどの程度の対策が必  

要かを分析し，次いで二酸化炭素排出量の安定化を図る場合にGNPがどの程度減少するかを予  

測している。二酸化炭素排出量の安定化に要する課税率は，炭素税で1炭素トン当たり25，000  

－30，000札 エネルギー税は石炭で30－100％の間で推定されている。二酸化炭素排出品の安  
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表2 地球温暖化対策が日本のマクロ経㈲二及ぼす影響についての数量モデルとその予測結果の一覧  

原 典   モ デ ル の 概 要   棲準ケースでの予測結果   COt 削減対策とその影響   検 討 課 題   

詳細なエネルギー部門をもつ動態的市塙均  ●GNP平均増加率：3．42タ‘（～2000年）  ●CO王排出量安定化のため25，000円／炭  新エネルギー開発などの  
後藤利行           衡モデル．一次エネルギー5隠鼠 二次エ   （年当たり） 3．18タ（（－2010年〉  素レの炭素税が必要（今後50年間の平均）  供給面での代替戦略やエ   

（19gl）  ネルギー9種類．需要部門は産業9部門と  ●CO仁排出量増加率：2．T3タi（－2000年）  ●この課税によるGNPの減少は 0．5％  ネルギ一利用効率向上な  
民生部門．計画期間は1990－2040年．   （年当たり） 1．53％（～2010年）  程度（対標準．全期間平均．税収還元有）  どの検討が必要．   

動学化された産業連関の計画モデルで，計  ●GNP平均増加率：3．8％（ん2000年〉  ●家計部門エネルギー消費の伸び率を半分  産業檎遥と価格変化との  
筑井甚吉           画期間中の消舅のフローを最大化する消費   （年当たり） 2．7，‘（～2010年）．  に．産業部門も石油ショック程度の省エネ  関係を入れたモデルの改   

（1991）  ターン′くイク・モデル．産業22部門．汁  ●CO量排出五増加率：2．0タ‘（～2000年〉  ●この対策によるGNPの減少はなし．  良が必要．  
画期間は1989－2010年．   （年当たり） 1．5タ‘（～2010年）   

世界エネルギーモデル．多部門モデル，エ  ●GNP平均増加率：3．9％（－2000年）  ●CO量排出量安定化のため31，500円／炭  補助金の効果．国際的な  
山地憲治           ネルギ一間放合モデル．9地域モデルから   （年当たり） 3．1％（～2005年）  莱けの炭素税が必要（全期間平均）   産業構造箔整の効果．新   

（1990）  なる中期経済予測モデル．産業13部門．エ  ●COt排出且増加率：2．2％（－2000年）  ●この課税によるGNPの減少は期間内最  技術や自然エネルギーの  
ネルギー10種顆．1988－2005年を対象   （年当たり〉   0．9タi（～2005年）  大5．0％程度（対標準汁帆 税収還元有）  検討が必要．   

一般的なマクロ経済モデルに簡略なェネル  ●GNP平均増加率：3．さ％（－2000年）  ●CO壬排出丘安定化のため石炭100％，  省エネ対策の効果、産業  
伊藤浩吉           ギーモデルを連結して、エネルギー価格や   （年当たり）   石油80％，LNG60％課税を1995年～導入  構造珂整の効果、技術革   

（1988）  省エネ投資の影響をモデル化．1988－2010  ●CO2排出丑増加率：2．8％（～2000年）  ●この課税によるGNPの減少は期間内最  新の考慮等の検討が必要  
年を対象．   （年当たり）   大6．0タi程度（対標準汁l廿税収還元有）   

エネルギー価格により要素代替や技術進歩  ●GNP平均増加率：2．8－5．8タ‘   ●CO量排出丑安定化のため石炭30タ‘．石  価格効果についての技術  

伴 金美           を決定する産業モデルと動学的な最適行動   （年当たり）  （－ZOOO年）  油24％．LNG16タ‘課税を導入．   的裏付けの検討が必要．   

（1991）  を決定する消費需要モデルを中心としたマ  ●CO2排出最増尭塵：乙3％（～2000年）  ●課税によるGNPの減少は19gl年1．1％  
タロ盲汁量モデル1g91－2000年を対象   （年当たり）   ～2000年0．3％（対標準．税収還元有）   

一般的なマクロ経済モデルに．エネルギー  ●GNP平均増加率：3．63％（全期間）  ●CO仁排出量安定化のため串▲f一課徴金  省エネ投資効果について  
山崎茂樹           価格と省エネ投資の影響を反映できるよう   （年当たり）   を50％課し．税収を省エネ投資に向ける．  の技術的裏付け．再瑳－   

（1991）  改良し．課徴金の効果と税収の省エネへの  ●CO2排出丑増加率：0．6T％（全期間）  ●この対策によるGNPの減少はなし．  多消費型産業の想定の整  
還元効果を分析．1990－2010年を対象＿   （年当たり）  合性について検討が必要   

エネルギーの価格や供給丘制限による消辛  ●GDP平均増加率：3．75タ‘（～2000年〉  ●CO2排出且安定化のたあ17：506円／  需要側セクタの細分化．  
森 俊介           者余剰わ変化を分析す右簡略な計重縁済   （年当たり） 3．25％（2000年－）  炭素トンの炭素税が必要．（全期間平均）  国際的調整メカニズムの   

（1g90）  モデル．一次エネルギー5種類，二次畠  ●CO℡排出且増加率：1．58（～2000年）  ●この課税によるGNPの減少は期間内最  検討などが必要．  
往頼，コ髪1ネ導入を設定．   （年当たり）   0．47（2000年～）  大3，6％（対標準シナリオ税収環元無）  



走化によるマクロ経済への影響については，標準ケースと比較したGNPの減少の割合でみると，  

0－6％の間で大き〈バラついている。このような予測のバラつきには，モデルの構造の差と  

ともに，前提条件ヤパラメータの違いも大きく影響している。特に，技術効率の改善や技術革新  

等の技術にかかわる諸前提，エネルギーの価格弾力性と代替弾力性の倍，それに税金の還元方法  

の違い等を明らかにする必要がある。   

一方，世界経済に対する温暖化対策の影響を予測するため，今までに10以上の数量モデルが  

開発されている。これらのモデルを′使った予測では，温暖化を防止する対策によって世界の経済  

成長率が0．3－0．5％・ポイント低下するという悲観的な結果から，低下したとしても0．01％・  

ポイント以下であるとする楽観的な結果までさまざまである。これらの結果は，予測の諸前提が  

異なるため，昨年から経済協力開発機構（OECD）が中心となって，同じ前提条件の‾Fで5つの  

世界経済モデルによる予測が行われ，その結果が比較されている。表3には，OECDに参加した  

5つのモデルとその予測結果の一一覧が示してある。二酸化炭素排川量増加率を2％削減するた  

めに，炭素税は1炭素トン当たり2000年で97－388米ドル，2020年で283－332米ドルが必要  

で，その経済影響は標準ケースのGNPと比較して，2000年0．3～3．7％，2020年で1．2～1．9  

％減少するという予測結果が出ている。これらの予測結果は我が国の国内予測モデルの結果よ  

りも軽済影響が′トさめに出ているが，予測値のバラツキは依然として大きい。OECDにおける  

検討によれば，予測値が違ってくる主要な瞭囚として4つの点をあげている。第1に，エネルギー  

利用効率改善（AEEりに関する仮定で，これの遠いにより標準ケースでの二酸化炭素排出量の  

伸びが大きな影響を受ける。第2は，クリーン・エネルギーを供給する技術（バックストノブ・  

テクノロジー）に関する仮怠 第3は，宴薫代替の弾力性（ESUB）の値で，いずれも炭素税の  

税率に直接影響を及ぼす。第4は，炭素税の税収の還元方法で，この還元をうまく行うことによ  

り経済への影響を緩和することが可能である。今後の検討が必要である。   

これまでの数量モデルによる予測から得られた知見は，次のようにまとめることができる。第  

1に，二酸化炭素排出量を安定化するために必要な課税の率は，1炭素トン当たり20，000－  

30，000円と比較的一致した結果が得られていること，第2に，しかし，この課税に伴う我が国  

の経済への影響の予測値には，かなりの開きがあること，第3に，諸外国に比較すると我が国の  

二酸化炭紫抑制の経済的コストは概して高めに推計されていること，である。   

これらの知見とともに，今までの検討結果から経済への影響を緩和するいくつかの重要な示唆  

も示された。これらを次にまとめてみよう。   

第1に，市場メカニズムを活用した方策の検討がぜひとも必要である。二酸化炭素抑制の経済  

的コストは大きく，市場メカニズムを活用してこのコストを減少させる必要がある。国内的な環  

境税や補助金がまず検討される必要があるが，さらに，国際的にも経済的手段の導入も検討すべ  

きである。国際的に二酸化炭素排出権を売買する制度を導入した場合は，経済への影響は半減す  

るという予測もある。第Zに，環境にやさしい技術の開発や採用を促す方策が必要である。マク  

ロ経済への影響は，技術革新によって大幅に穏和される。我が国の自動車排ガス規制の際に，低  

燃費エンジンの開発とそれに伴う需要創出効果により，経済が活発化したことは記憶に新しい。  

このような効果を引き出すために，補助金等の積極朝な方策も検討が必要である。第3に，発展  

途上国を支援する方策が必要である。環境保全投資のための財源調達や技術移転によって，途上  

国の経済影響は大幅に緩和されうる。また．先進国に比べて途上国の二酸化炭素抑制コストは′ト  

さく，途上国の対策を推進することが世界的にみてより経済的効率が高いといえる。第4に，こ  

れらの方策が有効に働くために，市場メカニズムを適切に維持する必要がある。エネルギー転換，  
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表3 地球温暖化対策が世界のマクロ経済に及ぼす影響についての数量モデルとその予測結果の一覧  

標準トスでの  COi排出1増加率を2タ‘削減する場合の予測（世界霹十又は世界平均）  
モデル名   モ デ ル の 概 要   地域  

分割  （10億け）        排出量（10偉け）   炭素嶺（米ル／け）  対標準GNP減少率   

詳細なエネルギー部門憧ヰつ動学的最肩化モデル．  

≠anIl一見ichels   バックストップ技術を含めてエネルギー9種．将   6．00 （1ggO年）   6．00 （1ggO年）   0（19錮年）   0．0％（1990年）   

5  6．97 （2000年）   5．72 （2000年）   171（2000年）   3．7％（2000年）  

（G10ba12100）   9．52 （202ひ年）   5．26 （2020年）   323（2020年）   1．8％（2020年）   

20g5年まで予測．  

詳細なエネルギー部門憧ヰつ部分均衡型シミュレ  
・E血onds－Re‖け   ーションモデル．一次叫粛－6種．二次ヰ瑳－4   5．77 （1g90年）   5．77 （1990年）   0（1990年）   0．0％（19gO年）   

9  6．71（2005年）   4．97 （以氾5年）   112（2帆5年）   軋8％（20q5年）  

（ERM）   8．18 （2020年）   4．帥 （2020年）   昂3（2020年）   1．9タi（2020年）   

のリンクは極めて単純．2100年まで予測．  

OECDが開発中の地球環境モデル．逐次型動学  

的一般均衡モデル．一次エネルギー4種．二次エ   5．05 （1990年）   5．05 （199¢年）   8（19gO年）   仇○％（1g90年）  

OECD－GRI宣EIq     9             ネルギー2種．完全な貿易リンクをもち．交易条  8．00 （2000年）   4．92 （2000年）   g7（2008年〉   0．3タ‘（2000年）  

件変化の影℡も考慮される．排出権売買もモデル  乱53 （2020年）   4．71（2020年）   332（2020年）   1．2％（2020年）   

化．2020年まで予覇札  

国際エネルギー機関（lEA）が開発した詳細な  

エネルギー部門をもつ中細計i経済モデル．OE   3．肪 （1990年）   3．04 （199ひ年）   0（19gO年）  

IEA     10             CD諸国のみを対象 エネルギー5種（ただし製  3．50 （2000年）   2．80 （2000年）  256－謂8（2000年）  

品の細目は多い）．マクロ経済とのフィードバッ  3．65 （2805年）   乙74 （2005年）  376～548（2005年）   

クはない．外拝借間はZOO5年までと短い．  

比較静学的一般均衡モデル．エネルギー2種．貿  

易を含む＿全地域で共通の炭素税を課し，課税の  

mlalley⊥Ⅵligle    国際的帰着を分析することを主眼とする．1990年  

から2100年の110年間を一期とするため途中の過  870（2100年）  13．5％α100年）  
程の分析はできない．   



産業構造の転換，国際間の調整等の成否は市場メカニズムに委ねられており，このダイナミズム  

を維持することが不可欠である。以上の検討課題に加えて，予測モデルの方法論上の課題につい  

ても検討が必要である。特に，技術革新やそれに対する補助金の効果をどのように取り壊うかは  

すべてのモデルに共通した課題となっている。さらにより根本的には，地球環境への投資による  

便益も正当に評価できるような経済モデルの開発が望まれる。  

4）世界経済モデルの開発   

地球環境の保全と世界経済の成長との関係を解析する数量モデル開発の第一歩として，中期計  

量経済モデルの開発を進めている。このモデルは凰4に示すように，Z9か国及び7地域からな  

る世界経済モデルであり．先進に引こおいては生産能力面と金融面の2つの制約条件を伴ったケイ  

ンズ型の需要主導タイプのモデルで，方程式致は1国／地域当たり80本，途上国においては需  

給調整を伴った供給主導型のモデルで，プJ柱式数は1国／地域当たり60本である。これらの各  

国／地域モデルは4種類の貿易マトリクスによって連結され，この貿易マトリクスを媒介にして  

各国の生産・貿易及び価格変動の国際的波及メカニズムが定量的に把握できるようになってい  

る。さらに，工業品生産モデル及び食料・粗原料・燃料生産モデルに環境汚染セクター及び自然  

環境セクターを連結して，地球環境と経済成長との関係が分析できる。   

本モデルは現在のところ試験的にシミュレーションを行ってモデルの改良を試みている段階に  

あり，政策評価に用いるにはもう少し時間が必要である。しかし，いくつかの試験的なシミュレー  

国別・地域別モデル（29カ国丁地域）  

先進括国モデル  

（l砲塁）  

マクロ桂済   
需 要  

肝E悌国モデル  輸 出  

図4 開発中の世界経済モデルの概要  
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ションは実施しており，表4及び表5にはこれらの中間的な結果の一部を掲げている。表4は西  

暦2000年までの二酸化炭素排出量及び国内総生産の各国別トレンドを，また，表5は先進7か  

国のエネルギー価格を20％増加させた場合の二酸化炭素排出量の削減効果と国内総生産の減少  

分を予測したものである。  

（2）社会システム研究   

地球環境保全のためには個別の分野の各種対策とともに，個々の分野に共通する経済構造，都  

市構嵐エネルギー構嵐 ライフスタイル等の社会経済システムの基本構造を変革していく必要  

がある。これらの社会経済システムのあり方は，各国の社会制度や文化によって大き〈異なり，  

総合的な国際比較研究が必要である。このような研究については，地球温暖化防止行動計画にお  

いて環境保全型社会システムの必要性を掲げる等，今後の地球温暖化への対応方針を検討する上  

からも緊急を要している。本研究は，経済構造，都市格嵐エネルギー構造，ライフスタイル等  

の地球環境保全の基本となる社会経済システムのあり方について各方面の専門家の参加により国  
際的な比較研究を行い，個別の分野別の保全対策の前提条件や対応方針を総合的に明らかにする  

ことを目的とする。   

本研究は平成3年度より開始したため，初年度の研究としては，種々の学識研究者からの助言  

を得ながら3年間の研究方針を検討するとともに，地球温暖化問題を対象にして社会経済システ  

ムとのかかわりについてのケーススタディを実施し，特に都市構造や都市配置と地球温暖化問題  

との関係について実証分析を試みた。以下にこれらの成果の概要を紹介する。  

表4 中期計量モデルを用いたCO2排出量の予測  

1．CO2  2．GDp  

【mlⅢonton）  （1980bmlon＄）  
19釦）  2（X氾  1990  

Jap8n  

U．S．  

Canada  

U．K  

France  

263．4  266．9  

1411．3  1490．1  

112．1  108．3  

154．4  157．1   

86．8  71．5  

瑚
M
∽
6
7
4
8
・
5
弼
弼
組
祖
 
 

1
 
3
 
 

2295  

4830  

498  

901  

1056  

1224  

712  

268   

32  

W．Gemany  190．9  180．6  

Italy  lO4．1  109．3  

Australla  7ら．9  99．1  

ⅣewZe由and  5．7  6．2  

【COク／GDP）●  3．CO2bten51   

2（X氾  2∝追／1990  

Japan  

U．S．  

Canada  

U．K  

France  

W．Gemany  

Italy  

Austr811a  

0．160  

0．387  

0．303  

0．229  

0．107．  

0．2  

0．188  

0．365  

NewZe山and  O．203  

Note：●m山10ntOn／bllllon＄  
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表5 先進7か国に20％のエネルギー税をかけた場合の効果  

（対標準シナリオ増減％）  

・2．455  －2．189   

－、351  －．395   

・1．182  －l．152  

】，UJ】jtedStates   

2．We5temEu∫Ope  

3．Devel叩edA51a－Paclnc  －・166   

4．EasternEurope  ・（刀1   

5，C山口a．ek．  ・．D42   

6．MlddleEast  －．013   

7．血ca  －．003   

8、bunAme山Ca  －．∝娼   

9．50u出Ea5tA占札ぞtC．  －．の9   

10．World  －．139  

．026  

－．289  

一．169  

．047  

－．436  

－．365  

－．885  

19SO  19g5  

1．UnltedState＄   

2．We与temEurope  

3．DevelopedAsla・Paclnc  －・100   

4．EastemEu∫Ope  ．（X）1   

5．Cmna．etc．  ・．035  

6．MiddleEa畠t  －．（X沌  

7．Aldca  －．031  

8．bun Amedca  －．093  

9．Sou仇EastAs1a．ctc．  －．025   

10．World  －、175  

1）研究方針の検討   

地球環境保全に大きな影響を与える社会経済システムの基本構造には・梓済・金融システム，  

技術システム，ライフスタイル，エネルギーシステム，資源環境システム・農業システム・工業  

システム，都市・交通システム，法システム，文化・倫理システム等があるが・このうち▼程済・  

金融システム，都市・交通システム，及びライフスタイルに焦点を当てて・研究の基本方針を検  

討した。この際，表6に示す15名め専門家に対してヒアリングを行い，それぞれの分野におけ  

る研究の切り口について助言を得た。その結果まず，各国ごとに環境保全のパフオー㌧ンスが  
比較できるような指慄の作成とそのためのデータ収集が必要であること，経針金融システムに  

っいそはこのパフォーマンス指標の作成後に焦点を絞った比較分析の方針を立てること，都市・  
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表6 研究方針検討の際のヒアリング対象者とヒアリングテーマ一覧  

分野等  氏 名   所属・現職   措置提供テーマ   

アF／りサー  手沢 弘文  新潟大学経済学部教授   経済・金融分野全般にわた  
るコメント  

経  
済  「海外における取組状況j  

講師   設備投資研究所主任研究員  
金  
融  「正統派経済学からみた  
分  地球環境問題」  
野  

サロン  
秩師   と地球環境問題J  

ヒ7ルグ  「政治経済学的視点からみ  
対象者   た地球環境問題J   

サロン  「生態都市の再生J  

講師   
郁  
市  「環境と共生する   
柵  岩村アトリエ代表   建築計画」  
遥  
分  r都市配置論」  

野   

サロン  フーチェン  国際連合大草プログラム   r巨大都市化と地球環境問  
講師  一 口t   参事官   題」   

サロン  「環境意敦の竪史的変速J  
講師   

ラ  
イ  
フ  タイル」  
ス  
タ  「途上国の人口問題とライ  
イ  フスタイルJ  
ル  
分  「生活スタイルの比較文明  
野  論」  

ヒ7ルグ  守佳 信員  電通マーケテイング局参事  「地球環境問題と  
対象者  地球環境プロジェクト主宰  ■ マーケティング」  

ヒ丁ルグ  木全 ミツ  （槻イオンフォレスト代表取締  「地球環境問題と企業の敢  
対象者  役．ボディショップ経営   組み」   

交通システムに関してはいくつかの都市をとりあげた詳細なケース・スタディが必要と・なるこ  

と，ライフスタイルについては背景となる家族関係や企業間係，それに国民の幸福観等について  

も併せて分析する必要があること，・などを重点的に勘案することになった。  

2）地球温暖化を対象にしたケーススタディ   

地球温暖化問題の解決にとって，社会経済システムの基本構造の改革は重要な政策オプション  

である。このため，地球温暖化問題と社会経済システムの関係にらいて種々の側面からケースス  

タディを実施した。検討対象とした社会システムは．まず節1に，日々の生活においてエネルギー  

や自然資源の消費量を減らす可能性のある「ライフスタイル」の転換，第2に，経済活動や生活  
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活動が集積する都市においてエネルギー消費を抑制する可能性がある「都市構造や交通システム」  

の転換，第3に，人と物の移動や資源の消輩を節約させる可能性を持つ「情報システムの」転換，  

第4に，環境保全型の産業活動や経済取引を導く方向で改革が検討されている「産業や市場を支  

えるシステム」の改良，第5に，農業分野からの温室効果ガス排出を抑制したり，森林による二  

酸化炭素固定を促進するための前提条件となる「農林業を支えるシステム」 ，第6に．発展途上  

国の経済活動を環墳保全と両立させるための基本条件となる「人口増加と経済成長との関係を調  

整するシステム」である。これら6つの対象を検討するため，表7に示す研究会を設立してこの  

研究会のメンバーによりケーススタディを行った。その主要な結果は以‾Fのとおりである。   

①ライフスタイルについて  

・槌犀は「エネルギーに係るライフスタイルの変化を促す政策」において，21世紀にはいず  

れにしてもライフスタイルに言及しなければならなくなる状況を踏まえて，個人の省エネルギー  

行動の効果を計算し，各方面での省エネルギー活動に加えてライフスタイルの変化により，20  

年彼のエネルギー消費は10－18％減少する見通しを示した。そのためには，「エネルギー消費  

を人々に気付かせるてだて」「賞・コンテストによる奨励」「補助金」「無駄の多い技術に対する  

税金・罰金制度」を使うべきであるとした。  

・青柳は「地球温暖化防止のための消費者学習」で，日本の600世帯への調査から，消費者  

の自発的な行動を促進することにより，二懐化炭素排肛量を全国排出量の5．3％減少する可能  

表7 地球温暖化防止のための社会経済システムの構造改革に関する研究会の  
メンバーー見  

青柳みどり  国立環境研究所社会環境システム市  

井村秀文  九州大学工学部  

宇田川武俊 前農業環境研究所環境管理官  

小川直宏  日本大学経済学部・人口研究所  

熊崎 実  筑汝大学よ林学系  

倉坂智子  会計事務所  

鈴木利治  名古屋経済大学  

槌屋治紀   システム技術研究所  

名和小太郎 新潟大学法学部  

西岡秀三  国立環境研究所地球環境研究センター  

林 良嗣  名古畳大学工学部  

松岡 譲  京都大学工学部  

盛岡 通  大阪大学羊学部  

森田塩辛  国立環境研究所地球環境研究グループ  

事務局 環境庁企画調整局地球環境部研究調査室  

財団法人 環境調査センター  

株式会社 ニッセイ基礎研究所  

農業経済  

環境システム  

農業システム  

人口問題  

森林経済  

環境監査  

エネルギー経済  

エネルギーシステム  

法什報  

環境管理 （座長）  

都市政策  

衛生工学  

環境工学  

環境政策 （幹事）  
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性があることを示し，環境教育が実質的に地球環境保全に効果的であること，個人が行動に参加  

できるような地域に根ざした環境保全グループの育成を強調した。  

・盛岡は「生活様式の組み換えによる共生型社会システムの構築」において，自然と共存する  

都市づくり，より質の高い消費行動，他者への思いやり，環境学習と自主的取り組み，草の根的  

な環境審査を通じて，循環と共生を基調とした社会づくりをめざすべきだとし，このために都市  

再構築計画（Eco－pleisZl）とライフデザイン（Ecolife21），そしてこれらの改革の拠点として  

地球環境郡市（GlobalhumaneCOPOleis）づくりを提案した。  

（さ都市・交通・情報システムについて  

・松岡・森田・有村は「都市構造および都市配置と温暖化」で，都市構造や国土利用の適正化  

に向けて，都市とエネルギーに関する研究をサーベイし．世界主要都市の詳細なデータを集めて  

統計的に分析することによって，高密度な都市を国土に適度に分散させること－Decentralized  

LocationofCompactCitiesが地球に優しい国土形成と都市像であることを示唆した。  

・林は「環境負荷削減のための都市の土地利用・交通政策」において．都市における交通エネ  

ルギー消費と環境負荷について国際比較を試み，エネルギー消費が都市形態のコンパクトさと交  

通インフラの供給水準に依存しているとし，環境負荷の削減のためには，先進国では公共交通施  

設の整備促進のために開発利益還元システムの改善が，また，発展途上国においては交通インフ  

ラ整備への先進国の炭素税等の還流，などが必要とした。  

・名和・中里は「省資源未来型新聞の提案」において，森林資源とエネルギーの消費にかかわ  

る情報メディアである新開のシステムを，「ファクシミリ型新聞」にすることによって資源とエ  

ネルギーを約半分に節減可能であることを示した。これは高度情報化社会における資源・エネル  

ギー消費が，一層の情報化を工夫することによって改善していけるという，「人間の知恵」への  

信頼に基づく提案である。   

③経済・市場システムについて  

・倉坂は「地球温暖化防止のため環境監査制度の提案」において，とかく環境配慮なしに活動  

を拡大しがちな企業の仕組みの中に，環境への影響を最小化させるようなメカニズムを埋め込む  

ための「エコ経営サイクル」を掟奏した。これは，企業が自己の活動がいかに環境に影響を与え  

ているかの実態監査を行い，これを外部へ明らかにすることによる情報監査によって，経営内部  

に環境配慮が自動的に行われる仕掛けを作ろうとするものである。  

・鈴木は「省エネルギー型社会・経済構造への接近」において，先進諸国を省エネルギー構造  

に向けるための方策として，可能な限りの赦しい基準を提案したエネルギー消費者（生産者）を  

市場的に保護する「市場競争型規制基準」のメカニズムづ〈り，製品生産に伴う間接的エネルギー  

消費節減のための「エネルギー家計簿」の導入や「エネルギーバジェット管理支援機構」の設立  

を提案した。さらに途上国に省エネルギーの定着を進めるための「エネルギー技術ネットワーク」  

の形成の必要性を指摘した。  

・井村は「経済的手法によるCO2排出量削減：額面割引型排出許可証の提案」で，環境効果，  

経済的効率性，公平性，実効可能性とコスト，受容性といった経済的インセンテンブの評価項目  

に照らし合わせて，二倍化炭素排出者に現時点の排出量からスタ「卜して年々一定率で減少して  

いく「額面割引方式による排出許可証」を交付することが適切であるとの提案を行った。   

④農林業システムについて  

・宇田川は「持続朗農業生産システムのための営農技術と地域管理」において、アジア地域の  

農業生産性がここ10年間に，必ずしも土地拡大や施肥だけの原因でなく30％増加している現  
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状に基づき，土地基盤の整備とともに，地域に合った生産システムを再評価し，農家・非農家，  

農村・都市間のローカルな物質循環を活用した収量安定化をめざした営農技術を定着させるべき  

であることを述べた。  

・熊崎は「熱帯林における炭素吸収林の可能性と限界」で，重要な炭素吸収林である熱帯林を  

農地拡大の動きと組み合わせて保全する可能性について，フィリピンの契約農林，タイの契約造  

林等の実例をもとに検討した。その結果，農民の経済的自立を可能にするような形の長期的視点  

に立った自発的な「農民造林」こそが，炭素吸収林を守り育てる道であることを示している。  

（9人口一種済システムについて  

・小川は「アジアにおける人口変動と経済成長」で，人口抑制効果について実証的に取り組み，  

アジア各国における人口の動向を分析し，出生抑制による人口成長率の鈍化が人的物的深化を進  

め，1人当たり所得を拡大するメカニズムを確認した。これに基づき，アジア途上国において一  

層の出生抑制策に向けての国際協力を推進すること，さらに国家長期計画のなかに経済と環境の  

関係を配慮するための人的トレーニング，出生及び次世代に対する環境影響の研究推進を要望し  

た。  

（む目標・組織・研究について  

・森田・松岡は「環境に配慮した経済目標体系の導入」において，地球環境の大切さを国家の  

政策の根幹に反映させるためには，その指針となっている経済指標の体系を修正する必要がある  

として，共存共栄，地域参加，子孫繁栄の3つの基本方向のもとで環境と経済を統合する目標体  

系を構築することを提案し，国家のみならず地方公共団体の開発政策の目標にもこの体系を導入  

すべきとした。  

・井村は「地球温暖化防止の世界的枠組み：地球的公共財理念に基づく大気CO2管理長期計  

画」において，世界のCO2排出総量管理をめざして，例えば先進国3－2トン／人，途上国1ト  

ン／人の年間炭素排出量を設定したとしてスタートした場合の予測を行い．これを確実に実行す  

るために，現在及び将来世代から付託された任務として地球公共財の保全・管理を行う国際機構  

の設立を提案した。   

・西岡は「アジアの環境をより良くするために」のなかで，地球環境保全推進のためには途上  

国の状況に関するデータが不足していること，さらに途上国をも含めた共同行動のためには科学  

の段階からの共同化が不可欠であることを強調し，地球環境科学に特有な「自律分散型研究」の  

マネジメントをアジア地域で推進していくことが，長期的な日本の国際貢献になるとして，「ア  

ジア地球環境研究コンソーシアム」の設立を提案した。これは現実に科学者や政府間でも一部検  

討されている構想である。  

3）都市構造及び都市配置に関する実証分析   

地球温暖化と深いかかわりを持つ社会システムの基本構造のうち．特に都市構造に焦点を当て  

て過去の研究のレビュー，世界の都市データの収集，及びこれを用いた国際比較分析を行った。   

まず，都市構造に関して二酸化炭素排出の主たる原因であろエネルギー消費との関係を分析し  

た研究は，1960年代から多く出されている。とりわけ，輸送部門のエネルギー消費に着目して  

都市構造との関係を検討したものが多い。これらの研究から，都市のエネルギー消費に影響を及  

ぼす要因には，人口密度，人口配置，土地利用の混在化公共交通機関，道路施設整鳳都市規  

模，都市形状，都市配凰住民の特性などがあり，これらの要因が園5に示すようなメカニズム  
を通じてエネルギー消費に影響を与えてる可能性があることが分かった。例えば，人口密度が高  
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国5 都市構造及び都市配置とエネルギー消費  

まると輸送エネルギーの効率は良くなる可能性があり，称Lりこ住宅が多ければ総交通量が減少し，．  

また，土地利用の混在化は輸送エネルギー消費を減少させる可能性があることなどが主張されて  

いる。また，円形度の高い都市において輸送エネルギーの効率が高いという結果や，最も人口規  

模が大きい都市が複数の都市圏の中心から最も遠いところにあると総交通量は最小になるという  

研究もある。   

このような都市構造と二酸化炭素排出の関係について実証的に分析するため，人口が10万人  

以上の世界の約3000の都市について情報を収集し，都市比較のためのデータベースを作成した。  

このデ←夕を用いて，まず，都市の人口密度と1人当たり二酸化炭素排出量の関係を分析してみ  
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ると，図6に示すとおり明確な関係があることが分かる。人口密度が高いコンパクトな都市ほど  

1人当たりの二酸化炭素排出量は少ない。次に，一国における都市の空l昌j的配置，すなわち国土  

のなかの都市の分散の度合いと二酸化炭素排出量との関係について実証的分析を試みた。都市の  

空間的な散らばりを表す指標として，人口分布からみた国土の重心と各都市との距維ををrl各  

都市の人口をpi，その国の総人口をP，その国の都市数をNとして，次のような郡市分散度を定  

義した。  

（都市分散度）＝（∑piXri2／P）1／己   

各国の都市分散度とl人当たり二酸化炭素排出量との関係［こついて，各国の豊かさや自動車の普  

及率，国土面積，エネルギー価格といった各種の影響している掌因を取り除いたうえで解析して  

みると㌧図7に示すように先進国のデータにおいて明確な関係を見いだすことができた。先進国  

においては都市の空間配置が分散すればするほど，輸送部門からの1人当たり二酸化炭素排出量  

が減少していく傾向がはっきりと読み取れる。このことは，分散的な都市配置が地球温暖化を防  

ぐうえで望ましいということが，少なくとも先進国でいえることを示している。ただし．発展途  

上国のグループについてはこのような関係が見られなかった。   

以上の分析結果は，少なくとも先進国において，コンパクトな都市を分散的に配置させること  

が地球温暖化のl防止のために望ましい方Iri】であると示唆している。地球環境保全の観点からの都  

市研究が是非とも必要であり，都市政策の中で地球環境保全を配慮する必要があることが明らか  

となった。  
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2．10 課題検討調査研究  

2．10．1乾燥地・半乾燥地の砂漠化に伴う環境影響予測に関する予備的研究  

〔研究組織〕地球環境研究グループ  

森林減少・砂漠化研究チーム ○古川昭雄・宮崎悪因  

水土壌圏環境部  

地下環境研究室  
土壌環境研究室  

大坪閣順  

恒川篤史  

〔研究概要〕   

乾燥・半乾燥地域における砂漠化現象は，人口の急激な増加に伴う耕作地の拡大や酷使，薪炭  

としての樹木の伐採，羊や牛などの過放牧等による環境資源の不適正な利用が原因であると考え  

られている。このような地域で人為的要因による砂漠化現象を制御し砂漠化に伴う環境への影響  

を予測するためには，これらの地域の生態系の現状とその変化，土壌，水文あるいは気象学的な  

環境変化と人間活動の関係を把握するとともに，それらの地域の植物，土壌，水文特性等の環境  

容量を産出する手法の開発を行い，人間活動と砂漠化危険地域の環境容量の観点から人為的要因  

による砂漠化進行機構を解明，さらには予測することが急務である。   

本研究は，平成4年度から予定されている本格的な砂漠化研究のための予備的研究である。そ  

のため，平成3年度は，平成2年度に引き続き，砂漠化問題研究検討委貝会を開催し，国立環境  

研究所において行うべき砂漠化研究について，研究対象とする砂漠及び共同研究機関の選定等に  

ついての討論を行った。この結果，国立環境研究所として，（＝乾燥・半乾燥地域における砂  

漠化に及ぼす人間活動の影響評価に関する研究，（2）砂漠化と人間活動の相互影響評価に関す  

る国際比較研究，を行うこと。また，研究対象砂漠をインドのタール砂漠とすることが決定され  

た。さらに，砂漠化問題研究検討委貞会の決定に従い，1991年11月，インド，中央乾燥地研究  

所（CentralAridZoneResearchlnstitutc）及び中央土壌水保護研究教育機関（CentralSoiland  

WaterConservationResearchandTrainingInstitute）を訪問し，砂漠化共同研究の可能性を打診 ／  

した。この結果，中央乾燥地研究所から本研究の共同研究機関としての内諾を得た。  
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2．10．2 環境勘定体系の確立に関する予備的研究  

〔研究組織）地球環境研究センター  

総括研究管理官  ○西岡秀三  
地球環境研究グループ  

温暖化影響・対策研究チーム 森田恒幸  
地域環境研究グループ  

交通公害防止研究チーム  森口祐一一  
社金環墳システム邦  

小野宏哉  環境経済研究室   

〔研究概要）  

1987年に「持続可能な発展」をメインテ」マとする報告書がWCEDによって発表されて以来，  

環境保全と経済発展の両立を目指した新しい評価体系の確立が緊急課題となった。環境資源勘定  

に関して世界銀行，世界資源研究所，国連統計検閲などが先導的研究を行い，1989年以降，G  

7サミットからの要請によりOECDでも検討が進められてきた。国連統計機関は，1993年の  

SNA改訂に際して環境勘定を付加的勘定として算定するように各国に求める予定である。   

こうした状況下において，精度の高い環境勘定を作成する手法を確立することが急務であるが，  

対象とする環境や自然資源の範囲が広〈，また環境汚染や自然資源の経済的価値を推計するには  

多くの方法の適用を検討する必要があることから，今後の研究を体系的かつ効率的に進めるため  

の予備的検討を行った。このため，文献による過去の研究事例の調査，国際会議等を適しての最  

新情報の収集，二国間での共同研究実施体制の検討，資源貿易や海外への汚染負荷移転に関する  

海外現地調査，及び代表的な手法の適用による環境・自然資源の経済自勺価値の試算を行った。   

文献調査においては，物的勘定を中心としたノルウェー，フランス等の事例，自然資源の減耗  

分をGDPから差し引くWRl等の事例，勘定体系に関する世界銀行のレビュー，国連統計機関に  

よる環境勘定と国民経済計算体系の枠組みの検計などについて調査した。事例によって自然資源  

勘定あるいは環境勘定という用語の意味がかなり異なることを認識したうえで勘定の対象とすべ  

き環境及び自然資源の範囲の検討，物的勘定と経済的勘定を接合するための理論的枠組みの検討  

を行い，併せて我が国でこれまでに行われてきた環境所懐や自然資源の貨幣価備による評価手法  

のレビューを行った。   

また，UNEP主催の環境資源勘定に関する国際会議への出帆OECD環境委員会の活動の調査，  

中国国務院発展研究中心との間での「日中自然資源・環境勘定ワークショップ」の開催等を通じ  

て，諸外国，国際機関における最新の取り組み状況の調査と今後の共同研究体別の検討を行った。  

また，東南アジア諸国と我が国の間での資源貿易について現地調査，資料収集を行った。さらに，  

具体的な勘定表作成に向けた予備的検討として，二酸化炭素排出及び木材資源利用についての物  

量勘定表を試作した。さらに，環境汚染や自然資源の貨幣価値による評価手法の具体的な適用を  

試み ，ヘドニック法を用いた大気や都市緑地などの価値，推定対策費用に基づく二酸化炭素排出  

及び熱帯林利用のコストを試算し，手法の有効性を検討した。これらの予備的検討により，次年  

度以降の研究の重点課題及び問題点が明らかにされた。  

一126－   



2．10．3 火山噴火がオゾン層に及ぼす影響に関する予備的研究   

〔研究組織）地球環境研究グループ  

オゾン層研究チーム（⊃中根英昭・林田佐智子  

衛星観測研究チーム 笹野泰弘  

大気凶環境部  

大気動感研究室   松井一郎   

〔研究概要〕  

1991年6月12日及び15日に．今世紀最大規模の噴火を引き起こしたフィリピンのピナツポ  

火山ほ，約20メガトンの二酸化イオウを成層圏にもたらした。このため，成層圏エアロゾル（半  

径0．01一致ミクロンの微粒子）が大足に発生し，仝球に拡散した。このエアロゾルの影響の一  

つとして，成層陸エアロゾル表面で引き起こされる不均一反応によって成層圏オゾンの約10％  

が破壊される可能性が指摘されている。   

このような，緊急串態に対し，本研究課題においては，成層圏エアロゾル層の観測を，大型レー  

ザーレーダー，オリオールメータで継続的に行うと共に，オゾンレーザーレーダー．オゾンゾン  

デによるオゾン観測を含めた，オゾン，エアロゾル同時集中観測を実施した。   

その結果，図1に示すように1992年1－3月にかけてエアロゾル層高度分布及び，粒径分布  

に関するデータを集積することができ，不均一反応速應逐決定するエアロゾル表面積の推定が可  

能になった。また，火山噴火がオゾン層に及ぼす影響に関するこれまでに行われた研究について  

調査し，今後の研究に対する課垣を明らかにした。  

0  5  10  15   ‘20  

散乱比  

図1 エアロゾル高度分布の変化  

エアロゾル濃度は散乱比（空気による散乱との比；空気のみによる  

散乱の場合には1）によって表わされている。  
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2．10．4 衛星搭載大気センサーデータの検証及び国際共同利用に関する予備的研究   

〔研究組紺地球環境研究グルニプ  
衛星観測研究チーム ○笹野泰弘・杉本伸夫・横田達也  

大気圏環．頃部  

高層火気研究室   鈴木 睦  

大気動態研究室   湊  淳   

〔研究概要〕   

平成6年度未に打ち上げが予定されている地球観測プラソトフォーム技術衛星（ADEOS）に  

は改良型大気周縁赤外分光計（ILAS）を始めとする各種の大気センサーが搭載され．地球規模  

の大気環境の監視が行われる。通乱 衛星搭載のリモートセンサーによる計測データは，地上か  

らのその他の手段による同時観測データと比較検証することで，機器の正常動作の確認，データ  

処理手法の妥当性の保証が行われる。ADEOS搭載センサーについても同様に，データを有効に  

利用して行くためには，検証作業が必要であり，このためには国内外の関連研究機関などの協力  

が不可欠となる。しかし，我が国ではこれまで衛星搭載の大気センサーに関する検証実験の経験  

がなく，検証実験の企画立案に困難をきたしている。また，今後のデータ利用に関する共同研究  

体制の確立に向けて関連機関との調整に入る必要がある。   

そこで，本研究では次の事項について調査検討を行った。  

（1）米国等の衛星センサー検証実験についての情報の収集，分析  

（2）国内外の機関における地上からの観測体制についての調査検討  

（3）検証実験の実施に係る基本方針の検討  

（4）1LASの観測対象地点（緯度．経度）の時系列変化に関するシミュレーション  

（5）地上設置型可視紫外分光計を用いた成層圏微量成分高度分布計測手法に関する予備的検討  
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